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はじめに 
 

 
ユネスコ・アジア文化センター（ＡＣＣＵ）は 1971 年に官民の協力により設立された外務省及び文部科学省の

共管の財団法人です。ユネスコとの強い協力関係のもと、文化、教育、人物交流の分野で、アジア太平洋諸国を

おもなフィールドとして、教材開発、研修、ネットワーク事業を行ってきました。教育の分野では、特に成人識字

教育支援をはじめとするノンフォーマル教育の振興のための事業に力を入れてきました。 

その一環として、2003 年から、海外のノンフォーマル教育関係者、特にアジアでノンフォーマル教育振興の拠

点となっているコミュニティー学習センター（ＣＬＣ：Community Learning Center）関係者と、公民館との交流を進

めてきました。 

このたび文科省の委託により、「平成20 年度『公民館の国際発信に関する調査研究』海外のコミュ 

ニティー学習センターの動向にかかる総合調査研究」を実施しました。この調査では、これまで、あまり交流の機

会がなかった国内の公民館をご専門とされる専門家と、開発援助の視点から海外のコミュニティー学習センター

に関わる専門家の方々に、ともにご協力いただき、公民館の国際発信と海外ＣＬＣの振興、国際協力からうまれ

る社会教育・ノンフォーマル教育の振興について、短い間でしたが、共通の議論ができ、その成果をこうして報

告書にまとめることができたことはなによりの成果といえると思います。 

 ご多忙のなか、委員会への出席、国内、海外の現地調査を含め、密度の濃い調査研究を行なっていただいた

委員の方々、ならびに、調査にご協力いただいた公民館、ＣＬＣ、社会教育関係の皆様に深く感謝を申し上げた

いと思います。 

 本調査研究活動の一環として制作された公民館の英文パンフレットとともに、本報告書が今後の公民館の海外

発信の一助となることを祈っています。 

 

 

2009 年3 月 

財団法人ユネスコ・アジア文化センター 

                                                理事長 佐藤 國雄 
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調査研究の目的と概要 

 

１． 調査研究の目的 

我が国においては、戦後設置された公民館が社会教育の拠点となり、60 年以上にわたる経験が

蓄積されている。また、アジア太平洋地域諸国の文脈では、2008 年の EFA（万人のための教育）ダカ

ール目標、ミレニアム開発目標中間年を受けて、今日、貧困削減、基礎教育の普及、教育の質の向

上などの見地から、地域において学びの場所を提供するコミュニティー学習センター（Community 

Learning Centre, CLC）への注目が高まっている。CLC は、地域における学習拠点として、住民に対

する学習機会を提供し、住民および地域の生活の向上を図るために極めて重要な役割を期待され

ている。ユネスコ（国際連合教育科学文化機関、United Nations Educational, Scientific and Cultural 

Organization: UNESCO）では、識字教育、職業訓練を含む個々人の生涯学習のための場所として、

また、地域の生活向上のための多目的施設として、CLC のもつ可能性に注目し、各国における CLC

活動の振興に関する事業を行っている。これらのユネスコの事業に対して、我が国は、日本政府ユネ

スコ信託基金の拠出を通じて支援を行っている。また、民間においても、社団法人日本ユネスコ協会

連盟が「世界寺子屋運動」を通して過去に世界で 442 プロジェクト（うちアジア・太平洋地域は 351 プ

ロジェクト）の CLC 振興を支援している。 

戦後の生活改善運動を通して国民の発展を成し遂げた日本と、公民館が果たしてきた役割につ

いて、アジア太平洋地域諸国の CLC 関係者・ノンフォーマル教育関係者の関心は非常に高く、日本

の公民館の国際発信は国際社会への貢献として非常に有意義である。これを受けて、ここ数年、社

団法人全国公民館連合会（全公連）や、財団法人ユネスコ・アジア文化センター（ACCU）がアジア太

平洋地域諸国の CLC 関係者と我が国の公民館関係者との交流を積極的に推進している。 

以上のような状況があるにも関わらず、CLC と我が国の公民館との比較について、組織的な調査

や論考はこれまでほとんど行われておらず、公民館の国際発信という視点もあまり見られなかった。ま

た、ことに東南アジア諸国 CLC 関係者からの、我が国の公民館とのネットワークの要望に対して、我

が国として十分な態勢が取れているとはいえない状況である。 

したがって、本調査は、アジア太平洋地域諸国における CLC 政策・制度・実態に関する情報収

集・把握を行うとともに、アジア太平洋地域諸国への寄与と国際発信の観点から我が国の公民館に

ついて情報を整理し、今後期待される役割やネットワーク構築のあり方を研究することを目的としてい

る。更に、我が国の社会教育政策（特に公民館に係る側面）への提言や、日本国内、アジア太平洋

地域諸国、ひいては世界の公民館・CLC 関係者に、広く情報発信を行うことを目指す。 

第一方針として、当該域内の CLC の現状を把握し、我が国の参考になる法律、制度、実践を整理

し、ネットワーク構築のための基礎情報や期待される役割を把握する。第二方針としては、これまでの

我が国の公民館の発展と、政府や民間団体がアジア太平洋地域諸国の CLC の充実・発展にむけて

行ってきた過去の取り組みを整理し、現状を鑑みた上でこれを再考する。文献調査の他、聞き取り調

査や実地調査をもとにした現状把握により、当該地域で求められる我が国の公民館の国際発信のあ

り方を、現場の声から浮かび上がらせることを指針とする。 

多様で豊かな文化的・社会的背景をもち、現在、政治・経済の面で大きな変化の中にあるアジア

太平洋地域諸国の CLC に関する情報を得、我が国の公民館との効果的なネットワーク化を図るため

の基礎情報や期待されている役割を明らかにすることで、今後、公民館の国際発信のみならず、生

涯学習、社会教育、そして公民館の継続的な活性化等、我が国の社会教育政策のあり方全体につ
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いて非常に多くの知見を得るものと考えられる。 

最後に、本調査の成果物制作は、教育分野における国際社会の潮流に位置づけることを目指す。

平成 21 年度（2009 年）は、１2 年に一度の第６回国際成人教育会議がブラジルにて 5 月に開催予定

であり、また、国連持続可能な開発のための教育（ESD）の１０年中間年にあたることから、アジア太平

洋地域諸国内で、基礎教育を含む生涯学習のための、そして地域の持続可能な発展のための可能

性をもった CLC・公民館にかかる調査研究、研究成果の発信は、大変時機を得ており、国内外にお

いて有益である。 

 

２． 調査研究の概要 

本調査研究は、１．アジア太平洋地域諸国における CLC の現状と課題の把握、2．アジア太平洋

地域諸国の CLC の充実・発展に寄与するという観点からのわが国の公民館活動の整理分析、3．研

究成果の普及、の三本柱を軸に 展開した。次の通り、①現地訪問（ベトナム・タイ）、②関係者招へ

い（インドネシア官民学）、および ③E メールによる聞き取り調査 （国内・海外）を通して、１．および 2．

に係る調査成果・分析をした。 

 

１．  アジア太平洋地域諸国における CLC の現状と課題の把握 

・ ベトナム・タイを訪問し、CLC についての調査・分析を行った。 

・ インドネシア官民学の CLC 関係者を招へいし、意見交換を行った。 

・ 文献により、アジア太平洋地域諸国の CLC について調査・分析を行った。 

日本の公民館との何らかの交流事業にこれまで参加したことのあるアジア太平洋の CLC 関係者

10 名を 

対象に、E メールによる聞き取り調査を行った。 

２． アジア太平洋地域諸国の CLC の充実・発展に寄与するという観点からのわが国の公民館活動

の整理分析 

・ 岐阜県多治見市の公民館、生涯学習施設を訪問し国内公民館の調査・分析を行った。 

・ インドネシア官民学招へい時に、千葉県浦安市・船橋市、長野県松本市内の公民館を訪問し、

調査・分析を行った。 

・ 文献により、国内公民館の調査・分析を行った。 

・ 海外の CLC との何らかの交流事業にこれまで参加したことのある日本の公民館関係者 7 名を

対象に、 

E メール及び電話による聞き取り調査を行った。 

３． 研究成果の普及と提言 

海外の CLC 理解や公民館の国際発信に関する提言を含む報告書及び公民館の概要をわかりや

すく解説する英文パンフレットを作成し、国内とアジア太平洋地域諸国に研究成果の普及を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 8



 9

調査研究委員会委員リスト 

 

川上 千春 （社）日本ユネスコ協会連盟事務局 教育文化事業部長 

笹井 宏益＊ 国立教育政策研究所 生涯学習政策研究部 総括研究官 

高橋  興 青森中央学院大学 教授 

谷  和明 東京外国語大学 留学生日本語教育センター 教授 

手打 明敏 筑波大学 教授 人間総合科学研究科（教育学系）教育学系長 

益川 浩一 岐阜大学 総合情報メディアセンター 准教授 

増田 知子 国際協力機構研究所 国際協力客員専門員 

村上 英己 （社）全国公民館連合会 事務局次長 

＊座長    

50 音順 

協力者 

大安 喜一 ユネスコ・ダッカ事務所 プログラムコーディネーター 

 

 

事務局 

 

鈴木 彬司 （財）ユネスコ・アジア文化センター（ACCU） 事業部長 

柴尾 智子 （財）ユネスコ・アジア文化センター（ACCU） 教育協力課 課長 

座波 圭美 （財）ユネスコ・アジア文化センター（ACCU） 教育協力課 プログラムスペシャリ

スト 

筒井 清香 （財）ユネスコ・アジア文化センター（ACCU） 教育協力課 プログラムスペシャリ

スト 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

第 １ 部 

 

アジア諸国における CLC の現状と課題 
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インドネシアにおける CLC 

 

国際協力機構研究所 

国際協力客員専門員  

増田 知子 

 

１．  ノンフォーマル教育の概況 

１．１． 背景 

およそ 3,000 の有人の島々からなる広い国土と多様な文化や民族を有するインドネシアにおい

て、質の高い教育へのアクセスの格差は、常に課題とされてきた。また、地域間格差だけでなく、

社会階層による教育レベルの差も依然として残っている。 

公教育の純就学率については小学校では95％を超えているが、2005年の時点では、義務教育である中学校

においても純就学率は 60％程度に留まっていた。また、特に貧困層における中学校の中退者が多いことも問題

とされてきた。公教育の就学率の向上に伴い、若年層の非識字の割合は年々減少しているものの、全体として

は非識字者の数が 1,000 万人を超えており、未だ多くの非識字者人口を抱えている。 

 図１：15 歳以上非識字率の変

１．２． 政策 

インドネシアでは 2003 年に教育制度を規定

する法律 20 号が制定されており、この中で、イ

ンドネシアの教育制度は 公教育、ノンフォー

マル教育、インフォーマル教育から構成されて

いることが明示されている。また、ノンフォーマ

ル教育とインフォーマル教育は、「コミュニティ

ーを基本とするアプローチを通して実践される、

フォーマル教育を代替し、補強し、補完する教育」と規定されている。本稿で述べるコミュニティー学習センター

（CLC）についても、「コミュニティー学習センターは、ノンフォーマル・インフォーマル教育の一つの形態である」

と明記されており、生涯学習の推進機関として、CLC の役割が制度的に明確になっている。 

0
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出典：インドネシア国民教育省 

国家教育戦略計画（2005-2009年）では、ノンフォーマル教育に関して、EFAの枠組みに沿った生涯教育の実

施を目指し、具体的に次のような目標が掲げられた。 

・ 2003 年に 1,540 万人（成人人口の 15.4％）であった成人非識字者を 50％削減する。目標数値は 2009 年

には 770 万人（成人人口の 5％）。 

・ 95％の前期中等教育総就学率達成という目標に鑑み、そのうちの少なくとも 5％をパッケージB（Packet B1

                                                  
1公教育のノンフォーマル教育における同等プログラムが各段階で用意されており、小学校レベルに該当するものがノンフォーマ

ル 教育ではパッケージ A（Packet A）、中学校レベルに該当するものがパッケージ B（Packet B）、高校レベルに該当するものが

パッケージ C（Packet C）となっている。 
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（前期中等教育の同等プログラム）で対応する。 

・ 貧困層や失業者、公教育からドロップアウトした 15 歳以上の生産年齢人口の 15％（150 万人）を対象とす

る。 

・ 女性のニーズにもとづいた、ライフスキルプログラムを導入し、女性のエンパワメントのための活動グループ

を 350 団体設置する。 

・ 2009 年までに、2,500 の地域読書センター（Taman Bacaan Masyarakat: TBM）を設立する。 

・ 2009 年までに、5,000 以上の CLC を標準化する。 

 現実には、教育省の予算に占めるノンフォーマル教育への予算の割合は 4％と非常に限定的であり、現在のノ

ンフォーマル教育の規模でこれらの目標を達成することは困難との声もある。 

 

１．３． ノンフォーマル教育実施機関 

 ノンフォーマル教育は大きく、識字教育、9 年間の義務教育を実施する同等プログラム、幼児のケアと教育、生

涯学習、の４つのカテゴリーに分けられており、知識や機能的な技術を身につけ、人格形成や職業的態度の形

成を通して、学習者の可能性を広げることを目的としている。また、インドネシアのユニークな活動としては、マレ

ーシアなどへの出稼ぎ労働者が多いことから、これらの出稼ぎ労働者が帰国時に、あるいは出稼ぎ先で同等教

育や職業訓練を受けることができるような機会の提供が挙げられる。 

これらの活動を実施する機関として、インドネシアでは以下の種類のノンフォーマル機関が存在する。 

(1) 研修センター、講座学校 

個人、または機関が設置する研修機関で、県・市レベルで認定される。地元のニーズにあった、職業訓練

コースを多く提供している。 

(2) 幼児教育実施機関 

保育、プレイグループ、保健・教育機関などを含む。 

(3) 女性のエンパワメントのための活動実施機関 

(4) 学習活動センター（SKB） 

政府により設置されたもので、全国の県・市にほぼ一つずつ存在しており、現在は県政府が運営主体とな

っている。ノンフォーマル教育のほぼすべてのカテゴリーの活動を実施している。また、SKBの上位機関と

して、州レベルの学習センター（BBKB）が各州に一つ設置されている。 

(5) コミュニティー学習センター（CLC）2 

CLCの大部分がコミュニティーによって設置され、現在も民間の機関が運営主体となってい3。 

表１は、各州におけるノンフォーマル教育実施機関の数を示したものである。人口の多い地域（ジャワ島）にお

いては実施機関も多いものの、人口規模と比較して実施機関の数は未だ不十分と言える。 

 

                                                  
2インドネシア語では、PKBM：Pusat Kegiatan Belajar Masyarakat（コミュニティー学習活動センター）と呼ばれているが、英語名とし

て CLC: Community Learning Center が通称として用いられているため、本稿では CLC と呼ぶ。 
3 政府設置の CLC は首都のジャカルタにあるのみで、その他の地域ではすべてコミュニティーが主体的に設置・運営する組織と

なっている。 
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表１：州別ノンフォーマル教育実施機関 

No. 
島 

（2005 年人口） 
州 

研修センタ

ー/講座学校 

幼児教育 

実施機関 

学習活動 

センター

（SKB） 

CLC 

1 ナングル・アチェ・ダルサム 82 422 17 217 

2 北スマトラ 412 2,365 15 171 

3 西スマトラ 301 1,083 18 129 

4 リアウ 192 1,598 11 138 

5 ジャンビ 104 1,020 8 81 

6 南スマトラ 763 1,657 8 90 

7 リアウ諸島 111 344 3 64 

8 バンカブリトゥン 35 258 2 - 

9 ブンクル 70 334 8 62 

10 

スマトラ島 
（約4,603 万人） 

ランプーン 246 1,474 4 60 

11 バンテン 593 2,628 5 132 

12 西ジャワ 1,942 9,217 23 1,084 

13 ジャカルタ 1,609 2,998 5 154 

14 中部ジャワ 1,811 1,615 29 335 

15 ジョクジャカルタ 328 523 5 263 

16 

ジャワ島 
（約１億2,847万

人） 

東ジャワ 2,638 12,499 18 450 
17 バリ 404 864 8 52 

18 西ヌサトゥンガラ 204 403 9 426 

19 

小スンダ列島 
（約1,183 万人） 

東ヌサトゥンガラ 191 1,075 8 82 
20 西カリマンタン 119 863 8 122 

21 南カリマンタン 170 279 11 59 

22 中部カリマンタン 32 220 6 1 

23 

ボルネオ島 
（約1,210 万人） 

東カリマンタン 166 382 9 92 

24 南スラウェシ 246 1,423 17 66 

25 西スラウェシ 131 452 3 94 

26 南東スラウェシ 139 299 10 122 

27 中部スラウェシ 69 341 20 71 

28 ゴロンタロ 67 191 6 56 

29 

スラウェシ 
（約1,578 万人） 

北スラウェシ 118 337 5 1 

30 マルク 97 250 4 46 

31 
マルク諸島 

（約214 万人） 北マルク - 270 3 226 

32 パプア 29 223 3 10 

33 
ニューギニア 
（約252 万人） 西パプア 27 50 3 - 

計 13,446 47,957 312 4,956 

出典：ノンフォーマル機関数：インドネシア国民教育省 人口：インドネシア統計局 

 

２． CLC の概況 

２．１． 設立の経緯 

 1998 年に、教育省ノンフォーマル・青少年総局が、特に社会的弱者を対象として、ノンフォーマルプログラムを

開始したのが、CLC の始まりである。1999 年の終わりには、UNESCO の支援を受けた NGO による２つの CLC

のパイロットプロジェクトが実施されるようになった。一つは、西スマトラ州のへき地に住む少数民族を対象とした

もので、もう一つは、ジャカルタの沿岸地域にある、深刻な公害問題を抱える都市部を対象としたものであった。

前者の CLC は地元の知識や技術を活かした開発を目的として、後者は環境教育や啓発活動を中心においたも
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のであったが、どちらのプロジェクトも、大学や NGO、宗教団体など地元の組織の支援を受け、住民の参加が高

い活動が行われた。これらの活動例を通して、CLC のコンセプトが広く住民に受け入れられ、住民のイニシアテ

ィブで全国に広がっていくことになる。その動きに対して政府の認識も高まり、2001 年からは CLC が貧困削減の

ための機関の一つとして、明確に政策に位置づけられるようになり、教育省が設立を始める他、県・市政府のイ

ニシアティブによっても設立されるようになった。 

 

２．２． CLC の特徴 

CLC は、理念としてはあらゆるノンフォーマル教育の活動を含むものであるが、特に社会的弱者や、社会から

取り残された人々に重点を置いているため、コミュニティー全体の交流活動や活性化に資する活動よりも、むし

ろ貧困層や弱者に焦点を当てた識字教育や収入活動、教育・訓練プログラムといった活動が多くを占めている。 

また、特に困難な状況にある地域の人々のアクセスを確保

するために、移動式（バイク、バス、船など）で活動している

CLC も存在する。 

 

もう一つの特徴は、CLC のほとんどがコミュニティーによ

って設置され、運営されるノンフォーマル教育機関であると

いうことである。CLC の設置される場所も、モスク、教会、市

場の近くなど、人々が容易にアクセスできるところに設置さ

れている。一方で政府の補助金などもあるが、基本的には

コミュニティーが財政面でも主体的な役割を果たすため活

動が限定的になってしまうなどの問題も見られる。 

 
写真２：所得向上活動（海藻加工） 

提供：同上 

 

２．３． 主な活動 

 CLC では、識字教育、早期子どものケアと教育、同等教

育プログラム、技術研修、起業家訓練、女性教育、読書プロ

グラム等、ノンフォーマル教育に含まれる様々なプログラム

をカバーしている。ただし、各CLC の活動の範囲は、CLC

がある地域の状況や住民ニーズによって大きく異なってい

る。例えば、表２に示す事例では、都市部の貧困地域を対

象 に、特に社会的弱者に向けた福祉事業を多く行ってい

るが、農村地域にある多くの CLC では、中退者のための同等教育と識字教育が活動の中心となっているとみら

れる。 

 表２は、RCC Garuda CLCという、ジョクジャカルタ特別市のCLCの活動事例を示したものである。このCLCは、

都市部の人口密集地域で、スラム地域を含む、GondomananおよびMergangsan郡の２つを対象としている。その

ため、貧困、犯罪、失業、ストリートチルドレン、児童買春、薬物使用などの問題が顕著であり、都市型の問題に

対処するプログラムが数多く実施されている。政府資金だけでなく、CLC長を含め、コミュニティーからの寄付が

写真1：中途退学者のための同等教育プログラム 

提供：祝迫直子氏（JICA 青年海外協力隊）       3 
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活用されていること、また他のドナーの資金が多く入っていることが特徴的である4。 

表２：RCC ガルダ CLC の活動事例 

NO 活動 期間 受益者 財源、リソース 

1 フォーマル学校の貧困家庭、前服役

者・前性的労働者の家庭の生徒に対

する奨学金の提供 

1993-現在 750 名の生徒

（現時点では

150 名が対象） 

300 名：ロータリークラブ

（1999-2004） 

50 名：CLC 長の寄付 

400 名：コミュニティーからの寄付  

2 高齢者貧困層へ社会的・経済的 

支援 

1993-2005 100 名 ・ 起業に必要な資金、ヘルスケア

の機材：BK3S(民間社会基金) 

・ 保健教育：保健センター 

3 薬物中毒者の社会復帰活動（6 ヶ月

の寄宿制プログラム、起業のための

資金提供） 

2005-現在 75 名 

（現時点では 

10 名が対象） 

・ 州政府社会局 

・ 州政府教育局 

4 児童/成人の性的労働者に対する社

会・経済支援（同等教育の提供：中学

校および高校レベル、正式な結婚に

よる家庭づくりへの支援、ライフスキ

ル研修、起業のための資金提供、市

場拡大のための企業とのマッチン

グ、CLC 長と子どもを同居させる） 

1993-現在 700 名 

（現時点では 

20 名が対象） 

・ 州政府社会局 

・ 州政府教育局 

・ CLC 長の寄付 

・ コミュニティーからの寄付 

5 障害者のための社会・経済支援 (ラ

イフスキル研修、生産活動のための

機材およい資金の提供、補聴器、義

足、車椅子の提供) 

1993-現在 23 名 

（現時点では 

4 名が対象） 

・ ロータリークラブ 

・ ヤクム（キリスト教系社会福祉財

団） 

・ コミュニティーからの寄付 

6 貧困層を対象とした無料眼科検診 2003 25 名の子ども

および 75 名の

成人 

・ ロータリークラブ 

7 貧困家庭の家屋修繕 2002-2005 60 軒 ・ パトマンバ基金（民間基金） 

・ ゲバイヤー基金（民間基金） 

・ コミュニティーからの寄付 

8 公共衛生施設の建設（トイレ、浴室、

洗濯場） 

2003-2005 15箇所で21設

備 

・ パトマンバ基金（民間基金） 

・ ゲバイヤー基金（民間基金） 

・ コミュニティーからの寄付 

9 零細企業の強化 1993-現在 200 名 

（現時点では

110 名が対象） 

・ ロータリークラブ 

・ コミュニティーからの寄付 

・ 州政府教育局 

10 同等教育（中学校・高校）卒業生に対

して地元の企業との協力による雇用

機会の提供 

1998-現在 200 名 ・ 郡政府 

11 貧困層の医療費の無料化支援 1993-現在 150 名 ・ CLC 長 

・ コミュニティーからの寄付 

12 犯罪を犯した子どものための法律の

制定支援 

2003-現在 25 名 ・ BK3S 

・ 児童保護施設 

13 同等教育の提供（小学校、中学校、

高校レベル） 

1998-現在 450 名 

（現時点では 

40 名が対象） 

・ 州政府教育局（小学校・中学校 

レベルプログラム） 

・ CLC 長およびスタッフ 

（高校レベルプログラム） 

14 識字プログラムの提供 2006-2009 170 名 

（現時点では 

30 名が対象） 

・ 150 名：州政府教育局 

・ 20 名：ロータリークラブ 

                                                  
4 この CLC のように多様な財源を有し、多様な活動を実施している CLC は例外的と考えられる。 
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NO 活動 期間 受益者 財源、リソース 

15 就学前教育の提供 2005-現在 150 名 

（現時点では

100 名が対象） 

・ 州政府教育局 

・ 教育省 

・ コミュニティーからの寄付 

16 小規模企業への長期間無利子融資

の提供とマーケティング支援 

1998-現在 10 企業 

（手工芸、ケー

タリング企業） 

・ ロータリークラブ 

・ CLC 長からの寄付 

・ 州政府教育局 

・ ライオンズクラブ 

17 貧困、家庭崩壊、民族紛争被害者な

どの子どもおよびストリートチルドレ

ンのための児童養護施設の開設 

1987-現在 300 名 

（現時点では 

45 名が対象） 

・ 2000-2005 年：州政府社会局 

・ 個人による寄付 

18 貧困層の子どものための割礼 1998-2008 100 名 ・ スディルマン病院 

・ コミュニティーからの寄付 

出所：RCC Garuda CLC 資料 

 

２．４． 管理運営 

一般的に CLC を管理するのは、その設立者（個人、NGO、宗教団体、公的教育機関、企業など）であるため、

政府が運営しているCLCと、それ以外のCLCでは、管理運営体制が異なっている。政府から財政的支援を受け

ているCLCは、県の教育局の職員が１センターにつき２名配置されることになっており、そのうちの一人がプログ

ラム・コーディネーターとして CLC のすべての活動の管理運営を担っている。民間の CLC の場合は、表３に示

すような CLC マネージャー、委員会が設置されていることが多い。スタッフの多くは少なくとも高校卒で、学士号

保持者も多く含まれているが、その専門分野については特に規定はない。 

表３：CLC スタッフの役職とその役割(民間CLC の場合) 

役職 役割 
CLC 
マネージャー 

(1)  CLC の円滑な運営を行う 
(2)  行動計画に基づいて多様なプログラムを実施する 
(3)  異なる政府機関、NGO、国際NGO などとコミュニティーレベルで調整する 
(4)  CLC プログラムを監督、モニター、評価する 
(5)  プログラムの実施を促進する 
(6)  活動記録と帳簿を管理する 
(7) 報告書の作成 
(8) CLC メンバーと定期的な連絡 
(9) リソース動員 

CLC 委員会 (1) CLC プログラムの形成および実施 
(2) 関係者への働きかけと支援 
(3) リソース動員 
(4) プログラムの監督、モニタリング、評価 
(5) ネットワークの構築 
(6) 住民のニーズの把握 
(7) 短期・長期計画の策定 
(8) 住民参加の促進  

 出所：インドネシア国民教育省資料 

 

住民参加の深度は、CLC によって異なり、CLC で実施するプログラムの計画策定、リソースの動員、実施、モ

ニタリングにおよびすべてのプロセスに住民が関わっている場合もあれば、コミュニティーの支援が限定的な

CLC もある。これは、CLC の設立時に住民がどのように参加したか、あるいは情報共有されたか、など設立の背
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景に大きく影響を受けると報告されている。 

CLCの運営予算は、政府予算、個人・機関からの寄付、コミュニティーの負担によって賄われている。同等教

育と識字教育プログラムについては、基本的に政府の予算がつくことになっている5。政府に正式登録したCLC

については、申請ベースで政府からの補助金を受け取ることができ、これ以外のプログラムに活用できる場合も

ある。しかし、この補助金は経常予算化されているものではなく、年度によって支出のばらつきがみられる。2007

年度には一つのCLCにつき 1,000 万ルピア6の補助金があったが、2008 年度にはゼロということであった。 

CLC の施設については、2005 年の CLC 調査の結果によると、普通の家で実施されているものが 31％、普通

学校やイスラム学校で実施されているものが 31％、その他の施設が 25％となっており、CLC としての個別の施

設をもっているのは 13％に留まっている。独自の施設を持たずに民家や公教育機関で実施されていることは、

CLC に対する住民や関係者の理解が高いことを示しているとも言える。 

一部の CLC においては、大学と連携し、大学が技術的な支援を行っているケースもある。例えば、インドネシ

ア教育大学ノンフォーマル教育学科では、CLCプログラムの評価方法の開発を行う他、CLCの設置や運営に関

して学生が実地に学ぶことができるよう、センターの設置も行っている。 

 

２．５． 活動の成果 

 2005 年に実施された調査では、次の３点において顕著な成果が現れたと報告されている。 

・ 識字教育プログラムによって、識字プログラム修了者の３分の１が、なんらかの職に就くようになった。 

・ 同等教育プログラムの拡充によって、前期中等教育の総就学率は急激に改善され、2005 年時点では 60％

程度であった総就学率が、2008 年の段階で 95％を超え（教育省発表）、EFAの目標達成に大きく寄与して

いる7。さらに、子どもの教育に対する親の意識においても、ポジティブな影響を与えていると報告されてい

る。 

・ 起業家育成プログラムが実施されているところでは、参加者は収入向上に関する技術を身につけることが

でき、プログラム修了者の 8 割以上が収入を向上させることに成功している。 

 

２．６． インドネシアの CLC の課題および日本の貢献の可能性 

インドネシアのCLCが抱えている大きな課題の一つは、やはり財政・技術面を含む、政策支援の欠如である。

ノンフォーマル教育機関の一つとしての CLC の重要性や意義は教育法で明示されているものの、それを拡充し、

より良く機能させるための財政面、技術面での支援は不十分である。特に 2001 年以降、中央集権的な教育行政

から、県政府への教育の地方分権化が進み、教育に対する十分な予算措置が困難となった。公教育について

は県政府による適正な予算措置がようやく可能になってきたものの、ノンフォーマル教育については、いまだ県

政府がその役割を十分に認識していないために、440 を超える県・市のうち、現時点でまだ５県しか予算措置が

                                                  
5 特に同等教育プログラムへの予算配分の割合が大きく、2005 年の調査によると、同等教育プログラムの支出のみで CLC 全体の

支出の 87％を占めている。 
6 2009 年 3 月の換算レートでおよそ 82,000 円 
7 その他の大きな要因としては、これまで宗教施設としてカウントされていたイスラム系寄宿塾（プサントレン）のうち、教育省の基準

を満たすものについては、義務教育同等機関として認知されたことが挙げられる。 
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なされていない。分権化されたシステムの中で、CLC の監督、モニタリング、評価において、今後教育省、州教

育局、県政府教育局がどのような役割を担っていくのか明確にしていくこと、中央政府としてノンフォーマル教育

を推進するのであれば、地方政府に対する技術面での支援や予算確保の働きかけを行っていくことが求められ

る。この点に関して、日本の経験共有、政策レベルのアドボカシー、政策立案への支援を日本が行っていくこと

は重要と考えられる。CLC や、それを管轄する県のノンフォーマル教育課に対して、平成20 年度から、３名の日

本の青年海外協力隊が「青少年活動」という職種で識字教育の普及を主な活動として派遣されている。このような

人材を通しての、個別の研修プログラムの技術面での改善も意義深いが、より広範囲へのインパクトを求めると

すれば、これらの県政府の教育関係者を巻き込んだノンフォーマル教育政策へのアドボカシー活動も有効であ

ろう。 

 ２点目に、教育省が重点を置いているノンフォーマル教育と、現場のニーズのマッチングの問題が挙げられる。

教育省は、EFAの目標を達成するためのツールとして、ノンフォーマル教育のうち特に識字教育の強化と9年間

の基礎教育の同等教育の普及に重点を置いている。一方で、CLC に関わる人々からは、貧困問題、失業問題、

保健・衛生など現場で直面している多様な課題への対処としてのノンフォーマル教育へのニーズが高まってい

る。識字教育や同等教育だけではこれらの問題に対処することは難しく、識字教育プログラムや同等教育プログ

ラムを更に実践的なものにしていくことや、より現実の課題に対処できる活動を追加していくための技術面、財政

面での改善が求められる。 

３点目に、現在の多くのCLCが、低所得者層や、社会的弱者を主な対象者としているために、地域によっては

CLC が必ずしもコミュニティー全員の活動の場として認識されていないという点が挙げられる。地域社会全体の

ための CLC という認識が弱ければ、CLC の活動を支援する人材が限定されたり、住民参加が弱まる事態にもつ

ながる。また、CLC のイメージも偏ったものになってしまう可能性もある。現実問題としては貧困削減といった課

題に呼応して、社会的弱者に重点を置く方針は継続する必要があると考えられるが、それをコミュニティー全体

の問題として住民がどう関わっていくかという点に着目すること、またコミュニティー全体が関わることのできる活

動の計画といった取り組みも必要となろう。インドネシア政府が目指しているように、CLC をコミュニティー開発

のムーブメントの一つにするためには、CLC の対象とするメンバーを広く捉え、社会階層を越えて住民がつなが

る場として CLC を再構築していくことが求められる。その意味で、日本の公民館における、住民のニーズ分析や、

様々なグループを対象とする活動計画のプロセスを共有していくことは、意味のあることと考えられる。 
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CLC in Indonesia 
 

 
MASUDA Tomoko 

Visiting Senior Advisor, 

Japan International Cooperation Agency (JICA) 

 

 

It is stipulated in the 1945 Constitution that every citizen has the right to education.  It is 

entrusted further in Law 20, 2003 that the National Education System is to provide equal educational 

opportunities to all citizens through a combination of formal, non-formal, and informal education.  CLC 

(PKBM: Pusat Kegiatan Belajar Masyarakat in Indonesian language) is officially recognised as a promoter of 

life long education, taking the form of either non-formal or informal education.  

CLCs were first established in 1998 and the number has grown to almost 5,000 since then. They are 

characterised by their particular focus on the socially displaced and the poor rather than targeting the 

population as a whole.  Consequently, activities are often limited to literacy education, equivalency 

programmes, and income generation activities. Another characteristic is that most CLCs are established and 

managed by communities with little support from the central and local governments. 

For further development and expansion of CLCs in Indonesia, the following three aspects need to 

be examined: First, clarification of the responsibilities of the central and local governments is necessary in 

supervision, monitoring, and financial/technical support for CLC.  Under the decentralised administration, 

the central government is expected to set the standard and advocate that local governments meet the standard.  

Second, a mismatch of CLC programmes and community needs may exist.  Various programmes are sought 

to cope with current issues such as poverty, employment, and health whereas the Ministry of Education places 

emphasis on literacy education and equivalency programmes which are considered part of efforts made to 

achieve EFA goals.  Third, currently, CLCs are mainly focusing on the poor and the disadvantaged groups, 

which make the community feel that CLC is only for some groups within it.  This may lead to a lower level 

of community involvement and support.  CLCs may need to be restructured as places for connecting people 

beyond the social strata. 

 

 

 

 

 

 

 21  



タイ CLC 調査（2009.03.02.～04）報告 

 

筑波大学 人間総合科学研究科（教育学系） 

教授 教育学系長  

手打 明敏 

 

１． タイの行政組織 

（１） 日本とタイの行政組織の大きな違いは、日本は政府と地方公共団体があるのに対して、タイは地方公共団

体が存在せず、中央政府（central government）とその地方部局としての地方政府（local government）がある点で

ある。したがって、例えば地方政府の支出と言っても、それは単一体としての政府（実質は中央政府）による支出

を意味することになる点に注意が必要である。タイは現在、地方分権への移行過程にあるが、NFE と IFE 行政に

関する限り、中央政府と地方政府は上記に記した関係にあるとみてよい。 

 

（２） 行政組織は以下のような階層構造として理解される。 

① 中央政府（Central Government）  

教育省（Ministry of Education） 

※この中に複数の office(department)がある。 

ONIE（Office of Non-formal and Informal Education）はその内の一つ。 

② 地方政府（Local Government） 

地方政府は Province、District、Taｍbon の複数階層に分かれている。 

Province、District にはそれぞれ ONIE の地方部局がある、District には、NFE（Non-Formal Education）センタ

ーがある。１Taｍbon につき、１CLC が原則設置されている（この Taｍbon レベルに公立の学校もある）。  

地方政府（要は地方部局）の職員も政府の職員と言うことになる。 

  「ONFEC Annual Report」45 頁によると、2006 年度において、ONFEC 政府職員が 4,741 人、CLC のファシリ 

テーターが 7,542 人となっている。 

Ministry of Education

Office of the Permanent Secretary

ONIE

Provincial ONIE

District ONIE

CLC

図1 タイのノンフォーマル教育行政とCLC

 

図1：タイのノンフォーマル教育行政と CLC 
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２． CLC 導入の背景と発展の歴史 

タイには、CLC が設置される前に「村落読書センター（Village Reading Centre）」が設置されていた。2000 年に 

ユネスコ APPEAL（万人のための教育アジア太平洋地域プログラム）と国連開発計画の支援によって CLC が導

入された。2005 年までに、ノン･フォーマル教育局（ONFEC）によってタイの 76 のすべての Province に CLC が

設置さ れ た 。 その 数は 8,057 で ある。 （ COMMUNITY LEARNING CENTRES-Country Reports from 

Asia,UNESCO 2008,p.84） 

2008 年に制定された“Promotion of Non-Formal and Informal Education Act”において学習の基盤として CLC の 

設置について国を挙げて取り組むことが規定されている。（Section11） 

 

３． CLC のシステム 

３．１． CLC の種類 

・ タイには３種類の CLC がある。 

（１） ONIE 支援型 

このタイプは以下の２種類に分かれる。 

① 中央政府が原則100 パーセント経費を支援しているタイプ。 

② 地方政府が経費の一部を負担し地域社会と協同して設置運営しているタイプ。 

（２） 他省庁、NGO、会社等の民間セクターが設置･運営しているタイプ。 

（３） 地域の伝統的な生活文化を学ぶために地域社会が設置・運営している Learning Research Centre 。 

・ （１）①においては、ファシリテーター（エデュケーター）の給料、テレビやコンピュータ等の物資の提供、光熱

費等のランニングコスト等は政府が経費を負担する。一方、土地の購入及び施設建設は地域負担で行われ

る。 

・ ONIE が繰り返し強調していたのは、地域の参加を重要視すると言う点であり、施設を作るか否かは地域住民

が決めると述べていた。 

・ ONIE の担当者が CLC というときには（１）のことを指している。現在、全国に 8,500 設置されている。 

タイの行政組織も縦割りであるらしく、他省庁等が行う（２）（３）についてはデータが無い。 

・ CLC に係わる他省庁としては、Public Health や、Labour、Interior、Social Welfare 等がある。 

・ （３）については、政府からの資金は投下されておらず、後述する equivalency program 等は行うことができず

certificate も出せない。ONIE 担当者によれば、（２）（３）は特定分野を学ぶものであるのに対し、（１）は多く

の分野を学ぶことが出来る施設であるとのこと。 

 

 

３．２． CLC の職員 

・ ファシリテーター、エデュケーター、職員がいる。 

ファシリテーター：各CLC に１名（フルタイム）。 

CLC の運営の中心となりディレクターとしての役割を担う。 
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地域との調整等も行う。 

資格として学士（bachelor）が求められる（分野不要）。 

※学士は 8,000 バーツ（2 万円強）のコストで入手可能。 

その上で、オリエンテーションを受け、年2 回3～4 日の講習を受けることが求められる 

ファシリテーターは準公務員扱いであり、通常の公務員との間で年金等に差異がある。 

エデュケーター：教師。 

資格として学士（bachelor）が求められる。 

ボランティアとして支援している場合が多い。 

 

３．３． CLC の運営組織 

・ CLC には committee が設置される。 

① 地方政府の長（Taｍbon の長か） 

② 事務局（secretary）CLC のファシリテーター 

③ CLC の teacher？ 

④ その他の地域代表 

  等で構成されている。 

・ CLC のメンバーは、地域住民の選挙で選ばれているとのこと。 

 

３．４． CLC のカリキュラム 

・ CLC においては、多様なカリキュラムが行われている。 

・ 代表的なものとして、Equivalency Program や Vocational Program がある。 

・ Equivalency Programは、学校教育を受けることの出来なかった者が、学校教育の代わりにCLCにおいて受け

ることの出来る教育制度。一人あたり 700 バーツ（日本円にして、約 2,000 円）が政府から支出される。General 

Education と Vocational Education の 2 種類があり、General Education は、Primary Education、Lower Secondary 

Education、Higher Secondary Education の三つがある。 

・ Equivalency Program（General Education）を修了すると、政府の certificate が交付され、次の学校種に進むこと

が出来る。（例えば、小学校レベルの certificate であれば、中学校に入学する資格を有することになる。） 

・ 「ONFEC Annual Report」8 頁によると、2006 年度において、約 98 万人を予定していたところ、約220 万人が

Equivalency Program を受けている。 

 

● 新法（Non-Formal and Informal Education Act）の影響 

・ 1999 年に「タイ教育法」が施行され、タイの新しい教育が始まった。この中では、FE（formal education）だけで

はなく、NFE や IFE についても規定された。しかし、その内容の殆どは FE であり、NFE や IFE の規定が少な

かった。そこで 2008 年に新たに当該法律を制定し、特に NFE や IFE の振興を行うこととした。 

・ NFE 及び IFE はそれぞれ日本で言う社会教育及び自主学習にあたる。当該法律の第 11,18 条には CLC の
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規定が、また第19 条には CLC におかれる committee の構成の規定がそれぞれ置かれた。 

４． 事例報告 

４．１． Ban- Klang Community Learning Centre (Sanpathong district, Chiang Mai province) 

● チェンマイの行政 

 以下の様な複層構造になっている。前述の通り全て国の機関。 

（１） Province 

（２） 24 District 

（３） １District あたり、8～9 の Tambon 

（４） Village 

 ※訪問したのは Chiang Mai province の Sapathong district の、Ban-Klang Tambon にある CLC ということ。 

Sanpathong district は、11 の Tambon から構成され、Ban-Klang Tambon は 11 の village から構成されている。

district 全体の人口が約80,000 人であるため、Tambon あたり 10,000 人前後、village あたりは 1,000 人～5,000

人ほどである。 

 

● CLC の概要 

・ 204 (原則１Tambon ごとに１CLC を設置。全Tambon に CLC がある) 

・ CLC 毎に一人の先生（ファシリテーター）とボランティアが配置 

・ 先生の身分は準公務員であるため給料は国家から支給される。 

・ 先生の性別は男性20 パーセント、女性80 パーセント 

・ 予算としては、学習者100 人当たり 7 万バーツが国家から支給される。 

その他に NGO 等からの寄付がある 

 

・ 当該CLC は、2008 年10 月9 日に設立された。 

・ 建設費は Local Government（Tambon）が負担した。 

・ CLC Committee は 15 人の非常勤メンバーで構成されている。任期３～4 年であり、村民により選挙により選出

されている（タイ側はあくまで「選挙」による民主的な選出であることを強調していたが、CLC の運営に深く関わ

るのは village のリーダーであり、実質的には彼らが committee のメンバーとして選出されている可能性が高い

と思われる）。月8,000 バーツが手当として支給されている。 

 

● CLC の職員 

① 教師（ファシリテーター）が district 全体で 11 人 

（district 内に Taｍbon が 11 あるため、11 の CLC が存在し、各CLC に教師が１名いることになる。 ） 

② ボランティアが１village に 1 人いる。ボランティアは CLC のスタッフ（ファシリテーター？）が選ぶ。 

 

● CLC の事業実施の手順  
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（１） 先生（ファシリテーター）が住民のニーズ調査をおこなう。 

（２） ニーズ把握のため village の人々と話し合う。 

   ※village の人々とは、リーダー層（長老級）と思われる。 

（３） 先生（ファシリテーター）は CLC Committee と協議し、学習プログラムを決定する。 

（４） 決定にもとづき、先生は講座を開設する。 

   例えば、Life Skill コースの場合は、20 人の受講者が集まるとコースを開設する。 

 

● CLC の特徴 

・ CLCにおいてvocational skillsを学ぶことが出来るが、極めて廉価な経費を支払うことで講座を受講することが 

可能。また学んだことを CLC で実践し、お金を稼ぐことが出来る。 

例えば、山岳地域の民族衣装に使う織物の織り方を学んだ上で、実際に織った織物を CLC において売ること 

ができる。CLCで学んだ農業技術によって開発した商品をCLCで売ることも可能。この売り上げは本人に還元

される。 

Tambon(204)・204CLC

District (24) 

Province (1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2：チェンマイ Province の行政システムと 

 

 

４．２． Bangpoon CLC―バンコク市近郊― 

● 当該 CLC の概要 

・ BangpoonCLC は、Bangpoon Taｍbon の CLC である。 

・ Bangpoon Tambon は６つの village からなっている。 

・ 当該CLC は地域の方の寄付で建設した。 

・ 建設に当たっては、Tambon の長が大きな役割を果たした。Tambon の長は寄付を募るため、まず仏像の建設

を考えた。仏像を寄付で作った後、仏像に対する寄付として集めたお金を原資として CLC を建設した。 

・ ３階建てのコンクリート。１階が吹き抜けの広場（保育園児の昼食会場でもある）、２階は２部屋あって保育園児

の場、３階が学習する部屋となっている。３階には放送システムが完備され、Tambon 全域へのアナウンスをす

ることができる。 
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● 保育園 

・ CLC では様々な学習機会の提供だけではなく、保育園も同時に運営している。 

・ 働く夫婦が多い中で子どもを預かる施設が必要であった。 

・ 教員は２名、いずれも非常勤。 

その他にボランティアの補助者がいる。 

 

● CLC における学習 

・ CLCにおいてvocational skillsを学ぶことが出来るが、極めて廉価な経費を支払うことで講座を受講することが

可能。また学んだことを CLC で実践し、お金を稼ぐことが出来る。 

・ 例えば、タイ式マッサージは１００時間の講座を１００バーツ（３００円）で受けることができる。この講座を修了す

ると修了書をもらうことが出来る。講座を修了しなくてもタイ式マッサージは誰でも開業することができるが、当

該修了書を持っていることによってより条件のいい職場に就職することが可能となるという。学んだ人は様々な

地域でタイ式マッサージの仕事についているという。 

・ また、他にも地元の伝統的なお菓子の作り方を学び、販売も行っている。 

・ コンピュータも揃っており、廉価な受講料を払うことで学ぶことができる。 

 

   Ban- Klang CLC                                  Bangpoon CLC 
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Brief Report on Research Visit on CLCs in Thailand 
(2-4 March 2009) 
 

 
TEUCHI Akitoshi 

Professor 

Graduate School of Comprehensive HumanSciences (Institute of Education) 

Chair of Institute of Education 

University of Tsukuba 

 

 

 This report mainly consists of general information regarding the administration system, the history 

and system of Community Learning Centres (CLC), and two case studies of CLCs in Thailand. 

 The administration system in Thailand consists of Central Government and Local Government. The 

Office of Non-formal and Informal Education (ONIE) is one of the offices in Ministry of Education in the 

Central Government. In local government, Provincial ONIE and District ONIE are branch offices of ONIE. In 

principle, a CLC is seated in a Tambon (fundamental autonomy) with ONIE support. 

 CLCs were introduced into Thailand in 2000 with support from UNESCO APPEAL and the United 

Nations Development Programme. The Act of Promotion of Non-Formal and Informal Education Act (2008, 

section11) declares that CLCs are to provide a basic foundation for learning. 

 In Thailand, there are three types of CLCs. The first type is supported by ONIE, and is subdivided 

into two types: centres that are basically 100 ％ supported by Central Government, and centres that are partly 

supported by local government and run by cooperation with local society. The second type is supported by the 

Ministry of Public Health, Labour, Interior, Social Welfare, etc, and the Private Sector, for example, NGOs and 

private companies. The third type is Learning Research Centres organised and run by local people who want to 

learn the traditional local culture to become familiar with it. If the ONIE officer indicates a CLC, it means the 

first type. Currently, there are about 8500 CLCs run by ONIE in all 76 provinces. There is no data about the 

second and the third types. 

 This paper also introduces two case studies of CLCs in Thailand. Although each CLC has unique 

characteristics, many of the CLCs in Thailand focus on Equivalency and Vocational Programmes. 
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ベトナムにおける CLC の発展と問題点  

 
東京外国語大学  

留学生日本語教育センター  

谷 和明 

 

はじめに  

 ベトナム社会主義共和国では今世紀に入ってからCLCが全土に急激に普及した。2008年には9,000を超え、

1 千万人以上の学習者（2007 年間の数値）が利用するに至った。法的にもベトナムの生涯学習における基幹的

施設として位置付けられている。 

とはいえ、急速な拡大とともに施設、財源、人材、教材、教育・運営の方法論などの「不足」も顕在化し、問題化

している。今回の調査でも、CLC の１/３は名ばかりであり、良好な活動をしているのは１/３ほどといった意見を何

度か耳にした。ベトナムの CLC は、今やトップダウン的な量的拡大から地域に根付いた質的・内容的な充実へ

の発展という課題に直面しているのである。 

実は、この課題は決してベトナムだけの問題ではなく、CLC先進国である日本のCLC＝公民館にとっても、直

面する存在の危機を克服するために改めて取り組まれるべき極めてアクチュアルな課題となっている。この課題

の共通性にこそ、両国のCLC関係者間の経験交流、相互援助を可能とし、必要とする根拠が存在するといえる。 

以上を確認したうえで、ベトナムにおけるCLCの制度、歴史、事業内容、運営体制について紹介しつつ、その

直面する問題点を検討する。 

  
１． 2005 年の改正教育法と CLC の位置 

１．１． ドイモイ政策の下での成長と変動 

 ベトナム社会主義共和国の面積は約33 万㎢、人口は約8,515 万人（2008 年）である。国民の約9 割はベトナ

ム語を母語とするキン族であるが、それ以外に 53 の少数民族が主に山岳部に暮らす多言語・多民族国家である。          

政治的には共産党が指導する社会主義体制を堅持しているが、1986 年に始動したドイモイ（刷新）政策の下で

市場経済が発展し、90 年代以降は毎年7～8％の経済成長を遂げてきた。その結果、社会構造も急激に変化し

ている。GDP に占める各産業分野の構成をみると、1990 年から 2006 年の間に、第1 次産業が 39％→20％、第

2次産業23％→42％、第3次産業39％→38％と大きく変化してきた。就業人口の構成も、2000年から2006年ま

での 6 年間だけを見ても、第1 次産業が 65％→55％、第2 次産業が 13％→19％、第3 次産業が 22％→25％と

変化している。これに伴い、都市居住人口の比率も、1995 年から 2006 年の間に、21％→27％と増加している。 

とはいえ、7 割以上の人々は依然として農村部で生活し、就業者の半分以上が生産性の低い農業に従事して

いる発展途上の農業国であることには変わりがない。国民一人当たりの GDP はおよそ 800 ドル（日本の 1/50 程

度）で、世界の下位１/３のグループに属している。同時に、経済成長と急激な社会構造の変動により、都市と農

村の格差、世代間の格差、都市内での新中間層と困窮者との格差、さらには環境破壊といった社会問題が深刻

化している。このような格差の是正を図りつつ、経済成長を担いうる人材を育成することが、現在のベトナム教育
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政策の基調となるのである。 

 

１．２． 2005 年改正教育法と CLC 

ベトナムでは 2005 年、「万人のための教育 Education for All：EFA」と「学習社会」形成を進めるために教育法

の抜本的改正が行われた。 

画期的といえるのは、改正教育法が「国民教育のシステムはフォーマルな教育と継続教育からなる」（4 条）とし

て、継続教育を学校教育と等価の領域として教育体系のうちに位置付けたことである。継続教育については、

「国民が働きながら継続的に生涯にわたって学習することを可能にし、人格の向上、知識の拡大に資するととも

に、生活の質の改善、雇用や起業の機会拡大、社会生活への適応に役立つ教養的、職業的、実際的能力の形

成に資するもの」と定義し、「国は、万人のための教育および学習社会を実現するため、継続教育発展政策を策

定しなければならない」（44 条）と定めている。 

 継続教育の事業内容は、①識字教育および識字後教育、②知識・能力の更新、技術の移転に関する学習者

のニーズに対応した教育、③職業訓練・職能向上プログラム、④学校卒業資格の取得できる教育プログラムの 4

種類に区分される（45 条）。 

 継続教育の施設としては、①省および郡レベルに設置される「継続教育センター（CEC）」と②村（地区、町）レ

ベルに設置される「コミュニティー学習センター（CLC）」を明記し、さらに「それ以外に、普通教育施設、職業教

育施設、高等教育施設およびマスメディア」によっても提供されるとしている。そしてCECは上記の４つの事業内

容すべてを、職業高校レベル、大学レベルのコースを除いて実施し、CLC は①および③を実施するとし、学校

や大学は④のみを実施できるとしている（46 条）。 

 以上のように改正教育法では省および郡レベルでの CEC と村レベルでの CLC を中軸とする継続教育振興体

制が法制化されているのである。 

 図１：CLC の位置付け 

１．３． CLC の位置づけ 

 ベトナムの地方行政制度は、中央レベル→省レベル

（59 省、5 中央直轄市の計64）→郡レベル（549 郡、40 省

直轄市、48市、45区の計682）→村レベル（9,109村、614

町、1276 地区の計 10,999）という 4 層構造をとっている

（数値は 2007 年末現在）。省、郡、村などには代議機関

である人民評議会とその決定を執行する人民委員会（と

その役所）が置かれるが、自治体ではなく、中央を頂点

に上級・下級の指導関係にある行政機構である。 

村・町・地区は日本のコミュニティー政策が対象とする

規模の範域で、主席（村長）を含めて 7 名程度の委員以

外 

に専任職員はいない。そして、域内は多数の町内会、集落会に区分される。 
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このような地方行政制度内部における CLC の位置位置づけを示したのが、図１である。ハノイ市教育局の文

書なので、地区となっているが、村でも妥当する。 

 CLCは村（地区）の人民委員会の指導、ならびに上級機関である郡（区）の教育課とそれが設置するCECの指

導を受けながら、村内のすべての大衆組織、住民組織、学校と協力連携して事業を行うこと、そしてこれらすべ

てが共産党の指導下に統合されていることがわかるであろう。 

  

２． CLC の急速な普及  

２．１． ユネスコなどの支援によるパイロット事業 

CEC と CLC を軸にした継続教育振興政策の下で、村（コミュニティー）の全住民を動員した CLC づくりが制度

化されていることを確認した。けれども当初からそのような構想があったわけではない。表1 が示すように、2000

年までの段階では、ベトナム継続教育政策の重点はCECという中等教育レベルの補習教育を主要任務とするフ

ォーマルな性格の強い継続教育施設に置かれてきた。それが、2002～3 年を転機に逆転し、CLC が急増し始め 

たのである。 

 表１：CEC および CLC 設置数の推移 

施設 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

CEC 235 397 415 438 484 479 492 517 577 577 588 

CLC  10 78 155 370 1,409 3,567 5,331 7,384 8,359 9,010 

   出典：Nguyen Hong Son/ Thai Thi Xuan Dao 2008 

この転換に大きな影響を与えたのが、日本ユネスコ協会連盟が1980年代末から展開してきた発展途上国の識

字教育・ノンフォーマル教育を支援する「世界寺子屋運動」や、ユネスコ・バンコク事務所がAPPEAL(Asia-Pacific 

Programme of Education for All)計画の一環としてノルウェー政府、日本政府の資金援助を得て開始したアジア太

平洋地域へのCLC普及活動である。 

1997 年、ベトナムで最初の CLC がハノイ市郊外のフーリン村に、日ユ協連の「CLC の設立・運営に関する支

援」事業のパイロット・プロジェクトとして開設された。98年にはティエンザン省、99年にはラオカイ省でもこのプロ

ジェクトが実施された。ハイズオン省、ニンビン省、ゲアン省、グアンナム省などでの寺子屋建設支援も行われた。

これに並行して、APPEAL計画によるCLCプロジェクトがタイビン省、バクザン省、ライチャウ省、ホアビン省で進

められた。こうして 99 年末には 10（15 という記述もある）の CLC が設立され、ベトナムにおけるその有効性を実

証するとともに、ベトナム関係者に CLC 設置へと踏み切らせることになった。 

 

 

２．２． CLC 普及の国家政策化 

2000年からはベトナム政府によるCLC開設が始まるが、それをさらに加速させたのが、日ユ協連がJICAの委

託を請けてベトナム教育訓練省などと協力して実施した、北部山岳地帯ライチャウ省 40 村における CLC プロジ

ェクトである。経済的、文化的に最も困難な地域での CLC 開設は、全国の村レベルに CLC を開設することの可

能性を示したのである。このプロジェクトに関連して開催された「CLC 普及のための全国会議」は、この流れを加

速し、ベトナム政府は 2003 年には「万人のための教育国家行動計画」において、2010 年までに 80％の村（区・
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町）で、2015年までには全ての村でCLCを開設することを政策目標とした。さらに、改正教育法はそれに法的基

盤を与えたのである。2003 年以降CLC 数は爆発的に増加し、全村（地区・町）に CLC 開設という目標を 2010 年

までに達成する勢いである。 

表2：ベトナムにおける省別の村・区・町数と CLC 数  2008 年6 月現在 

省および中央直轄市 

 

村区 

町数 

CLC 

数 

CLC 設置村

区町比率 

省および中央直轄市 

 

村区 

町数 

CLC

数 

CLC 設置村 

区町比率 

ホン川デルタ部 2,251 1,984 88.1％ 南中央沿岸部 875 558 63.8％ 

1 ハノイ市 232 234 100.9％ 33 ダナン市 56 56 100.0％ 

2 ヴィンフック省 152 152 100.0％ 34 クアンナム省 236 140 59.3％ 

3 バクニン省 125 125 100.0％ 35 クアンガイ省 180 44 24.4％ 

4 ハタイ省 322 53 16.5％ 36 ビンディン省 158 118 74.7％ 

5 ハイズオン省 263 263 100.0％ 37 フーイェン省 108 103 95.4％ 

6 ハイフォン市 219 219 100.0％ 38 カインホア省 137 97 70.8％ 

7 フンイェン省 161 161 100.0％ 中央高原部 701 314 44.8％ 

8 タイビン省 285 285 100.0％ 39 コントゥム省 96 52 54.2％ 

9 ハナム省 116 116 100.0％ 40 ザーライ省 209 90 43.1％ 

10 ナムディン省 229 229 100.0％ 41 ダクラク省 180 77 42.8％ 

11 ニンビン省 147 147 100.0％ 42 ダクノン省 71 26 36.6％ 

北東部 2,096 1,667 79.5％ 43 ラムドン省 145 69 47.6％ 

12 ハザン省 195 1 0.5％ 東部 1,052 682 64.8％ 

13 カオバン省 199 175 87.9％ 44 ニントゥアン省 64 57 89.1％ 

14 バクカン省 122 122 100.0％ 45 ビントゥアン省 126 72 57.1％ 

15 ﾄｩｴﾝｸｱﾝ省 140 43 30.7％ 46 ビンフォック省 102 74 72.5％ 

16 ラオカイ省 164 110 67.1％ 47 タイニン省 95 86 90.5％ 

17 イェンバイ省 180 170 94.4％ 48 ビンズオン省 89 63 70.8％ 

18 タイグエン省 180 180 100.0％ 49 ドンナイ省 171 171 100.0％ 

19 ランソン省 226 213 94.2％ 50 ﾊﾞﾘｱ=ﾌﾞﾝﾀｳ省 83 82 98.8％ 

20 クアンニン省 186 149 80.1％ 51 ホーチミン市 322 77 23.9％ 

21 バクザン省 230 230 100.0％ メコン川デルタ部 1,579 1,529 96.8％ 

22 フートォ省 274 274 100.0％ 52 ロンアン省 190 186 97.9％ 

北西部 621 517 83.3％ 53 ティエンザン省 169 166 98.2％ 

23 ﾃﾞｨｴﾝﾋﾞｴﾝ省 106 105 99.1％ 54 ベンチェ省 160 153 95.6％ 

24 ライチャウ省 98 82 83.7％ 55 チャヴィン省 102 102 100.0％ 

25 ソンラ省 203 116 57.1％ 56 ヴィンロン省 107 107 100.0％ 

26 ホアビン省 214 214 100.0％ 57 ドンタップ省 142 142 100.0％ 

北中央沿岸部 1,822 1,759 96.5％ 58 アンザン省 154 154 100.0％ 

27 タインホア省 634 630 99.4％ 59 キエンザン省 145 142 97.9％ 

28 ゲアン省 476 466 97.9％ 60 カントー市 76 70 92.1％ 

29 ハティン省 262 262 100.0％ 61 ハウザン省 71 71 100.0％ 

30 クアンビン省 159 155 97.5％ 62 ソクチャン省 105 105 100.0％ 

31 クアンチ省 139 130 93.5％ 63 バクリュウ省 61 46 75.4％ 

32 ﾄｩｱﾃｨｴﾝ=ﾌｴ省 152 116 76.3％ 64 カマウ省 97 85 87.6％ 

北部小計 6,790 5,927 87.3％ 南部小計 4,207 3,083 73.3％ 

     全国計 10,997 9,010 81.9％ 
ベトナム教育訓練省継続教育局資料より 

 32  



 
 表2 に見られるように、64 の省レベル区域のうち既に 24 が 100％目標を達成し、ハノイ市のように 1 地区内に

2 つめの設置を目指すところもでている。とはいえ、ほとんど設置されていない省もある。北部と南部との格差も

大きく、例えば最大の都市ホーチミン市では２４％と低く、設置が最も進んでいるハノイ市と対照的である。文部

訓練省から見れば、省や郡レベルの指導部の認識不足ということになるが、党・政府の政策浸透度の地域的相

違を現しているように思われる。 

  

３． CLC 活動の具体例  

 以下では、ベトナムの CLC の具体像を北部山岳地帯にあるディエンビエン省ディエンビエン郡タンエン村を

事例にして紹介する。 

３．１． 村の CLC の役割 

 人口16 万人余のディエンビエン郡には 18 の村があり、全村に CLC が設置されている。郡人民委員会教育課

の職員は、課長以下全員が学校教員から充当されており、そのうち中学校の英語教員だった青年１名が継続教

育を担当している。郡内18のCLCの監督、指導も、継続教育に関して特別の教育も経験もないこの職員の職務

となっている。 

タンエン村は1,713所帯、7,104人の農村で、キン族50％、タイ族48％、タェイ族2％と、３民族から構成されて

いる。村には幼稚園 2 校、小学校 2 校、中学校 1 校があるが、3 校は国内の学校標準に到達しておらず、2009

年までの達成が課題となっている。 

村は、青年、農村の女性、貧窮者など多くの勤労人民が学習できるように、政府の指導に従い、「先駆者とし

て」2004 年に 2,000 ㎡の敷地をもつ CLC を開設し、村民のニーズに応えてきた。 

村の CLC の任務は、ノンフォーマル教育のかたちで、科学技術分野や医療分野や教育分野などの情報を皆

に提供し、「万人のための教育」を実現することである。人間能力の発達、生活改善、社会の発展を目的に経済、

社会、治安のために努力することである。 

この数年間にわたり CLC は様々な活動を行ってきた。人々の意識を広めるために、飼育・生産技術の講座を

開いてきた。村民は科学・技術を応用して農業や畜産業を発展できるようになった。例えば、他の機関・組織と協

力して、栽培技術講座、栽培訓練講座、飼育技術講座、子育て講座といった講座を開催している。さらに、日常

の法律や科学の知識を啓発するプログラムもある。また、CLC では新聞や図書などを読むことができるし、生活

の悩みで苦しんでいる人が相談することもできる。それ以外はゲームや娯楽活動もしばしば行われている。 

 

３．２． 2008 年度報告にみる CLC 活動内容 

2008 年度には、49 の講座と 35 回の集会を実施し、2,917 人が参加した。その内容は以下のものである。 

① 農薬や科学と生活に関する知識や養魚法の技術などの講座。生産者間の競争も実施し、優良者を表彰し

た。講座数15、参加者数425 名。 

② 生活改善講座、保健講座、環境改善講座。講座数は 11、参加者数578 名。 

③ 自己の興味によって学習する養魚技術や栽培技術の講座。講座数9、参加者数195 名。 
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これ以外に、CLC は積極的に様々な宣伝活動や宣伝計画を実施している。その結果、センターの存在の必

要性と重要性を自覚する村民が増えている。さらに省・郡の指導に従い、学校や他の団体と協力して、法律の一

般的知識の普及活動も行っている。CLC の設備（新聞、本、椅子、机等々）の整備も進めた。 

 CLC の運営者は 5 人で、その構成はセンター長が村の人民委員会の主席（村長）、副センター長が人民委員

会副主席と小学校長、さらに会計監査1 人と経理事務担当が 1 人であり、全員がボランティアで従事している 

センターの活動の計画は、村の学習振興会と協力して立てる。村民の学習ニーズを把握するうえで、学校の

教員が大きな役割を果たしている。 

タンエン村の CLC 報告では 2009 年度の課題として、①指導者の能力向上、②宣伝活動の継続、③政府と地

方政府からの経費によるセンター設備の修理や活動費用の補填、④各分野の講座の数を 25－30 とする、を挙

げている。その上で、それを実現するために、①設備不足問題を解決するための上級当局の支援の増強、②経

費不足問題を解決するという政府決定の実行を「提案・要請」している。 

 
まとめ  

ベトナムでは政府の指導と法制化により CLC のコミュニティーへの普及が進んだ。けれども教育費中の継続

教育分野全体の比率が一貫して 2.38％に抑制されている状況下で、CLC の開設・運営はすべて村レベル人民

委員会の負担とされている。したがって、自前の施設を持つものも少なく、専任職員も置かれていない状況であ

る。また全国で 3 万 5 千人以上といわれるボランティア職員も、大部分が、教育、特に継続教育分野での知識や

経験が不充分であることが指摘されている。 

このような状況を改善するためには、政府や省からの財政支出の増加が不可欠だといえる。それができなけ

れば、住民の下からのエネルギーに依拠するする必要がある。しかし、前に見た党中心の全住民動員体制が既

に存在している下で、そのような住民のグラスルーツ型の自己組織化が可能なのか、許容されるのか。そこに、

これからのベトナムの CLC の発展を左右する問題があるのではないだろうか。 
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This report focuses on development of CLCs in Viet Nam with the Education Act Amendment, 

pilot projects by UNESCO, NFUAJ (National Federation of UNESCO Associations in Japan), and JICA, and 

also introduces a case study in Dien Bien Province, as well as final challenges that CLCs in Viet Nam have 

been facing. 

 In 2005, Viet Nam amended the Education Act in order to advance the formation of “Education for 

All” and “Learning Society”.  Article 4 mentions that education for citizens  consists of formal education 

and continuing education.  Article 45 says that the content of continued education includes 1) literacy and 

post-literacy education, 2) education based on the learners’ needs, 3) vocational training and skill improvement 

programme, and 4) equivalency programme.  Then, Article 46 states that CLCs are responsible for 1) and 3).  

 The establishment of CLCs in Viet Nam began in 1997 with the support of NFUAJ and UNESCO 

Bangkok, when they established some CLCs as a pilot project for supporting non-formal education in 

developing countries.  This project showed the effectiveness of CLCs in Viet Nam and encouraged the 

government to establish more CLCs to develop non-formal education throughout the country.  A few years 

later, NFUAJ implemented a CLC project in co-operation with JICA, and the government established CLCs in 

40 villages in the northern mountainous area.  This project showed the possibility and necessity of CLCs in 

rural areas as well as urban areas in Viet Nam.  

 This report introduces a case study of a CLC in a village in Dien Bien Province.  This CLC offers a 

variety of kinds of activities like many other CLCs such as lectures on manufacturing skills, raising animals, 

cultivation, and child raising.  However, this CLC like others throughout Viet Nam has a serious financial 

problem, where the ratio of the national budget of the continuing education sector out of the whole education 

sector has been kept at 2.38％, and where committees at village level have to take charge of the establishment 

and management of CLCs by themselves.  In order to make the further development of non-formal education in     

Viet Nam possible, an increase of the budget from the government is necessary.  
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カンボジアにみる“寺子屋”の底力 -「ユネスコ世界寺子屋運動」を通して- 

 

（社）日本ユネスコ協会連盟事務局 

教育文化事業部長  

川上 千春 

 

はじめに 

「戦争は人の心の中で生まれるものであるから、人の心の中に平和の砦を築かなければならない」（UNESCO

憲章前文より） 

第二次世界大戦直後、上記の理念を標榜する UNESCO（国際連合教育科学文化機関）が誕生したというニュ

ースは多くの日本人の心をゆり動かした。平和国家として生まれ変わり、国際社会への復帰を希求する日本にと

ってUNESCOへの加盟は理想であり憧れであった。1947年7月19日、世界初の草の根の「ユネスコ協力会」（当

時）が仙台で産声を上げる。その後、国内の各地にユネスコ協力会が誕生し、官民一体となった UNESCO 加盟

運動が高揚した。その結果、日本は1951年7月2日、UNESCOの加盟国となる。これは日本の国連加盟が認め

られる 5 年前のことだった。 

以来、日本では全国で 300 近いユネスコ協会が UNESCO 憲章の理念にもとづき、国際理解、国際協力、青少

年育成などさまざまな活動を市民レベルで展開している。（社）日本ユネスコ協会連盟（以下日ユ協連）はその連

盟体NGO（Non-governmental Organization）である。 

 

「世界寺子屋運動」誕生 

日ユ協連は、1960 年代からさまざまな国際協力活動を行ってきた。が、いずれも国連機関である UNESCO が

主導する事業への参加、協力という形をとっていた。転機となったのは、国際識字年の前年にあたる 1989 年。平

和の礎を世界に築くためには途上国が抱える貧困の連鎖を断ち切り、自立に向けた教育の充実こそが必要不可

欠との考えから、独自の国際協力活動を立ち上げた。公教育を受けられずにいる子どもたちやそのまま成長し

た大人（特に女性）に対して、識字教育を中心としたノンフォーマルの学びの場（寺子屋）を提供する『ユネスコ世

界寺子屋運動』の誕生である。 

カンボジアカンボジア王国王国

ホーチミン（ベトナム）、

バンコック（タイ）から

飛行機で約１時間

シアムリアップ

プノンペン

以来、共に学び、共に生きる喜びを分かち合うために、日

本国内の心ある方々の寄附に支えられ、2009 年の今年、『ユ

ネスコ世界寺子屋運動』（以下、世界寺子屋運動）は 20 周年

の節目の年を迎える。過去 19 年間で寺子屋で学んだ人の数

は、43 カ国1 地域に約122 万人、支援総額は約21 億円に上

る。本稿では、現在実施しているアジア5カ国（アフガニスタン、

インド、カンボジア、ネパール、ラオス）から、特にカンボジア

における近年の教育支援活動について取り上げたい。 
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１． 【第Ⅰ期1992 年～2003 年】 『Community Temple Learning Center (CTLC)プログラム』 

１．１． 当初は国連機関との連携で 

 日ユ協連がUNESCO と共に支援活動を行った実績は（インドシナ難民支援など）1970年代に遡るが、ここでは、

特に世界寺子屋運動を通した Community Learning Center (CLC:コミュニティー学習センター)の活動に焦点を

絞りたい。 

長きにわたるカンボジア内戦を経て、国連が平和維持活動を開始した 1992 年、国連ボランティア計画（以下

UNDP-UNV）、UNESCO・カンボジア事務所（以下 UNESCO・CA）、そして日ユ協連は、カンボジア社会の復興

計画の一環として「Community Temple Learning Center (CTLC)プログラム」の実施を決めた。プログラムに必要

な専門家の派遣を UNDP-UNV、活動運営費の全てを日ユ協連の『世界寺子屋運動』で、また実際の活動を

UNESCO・CA が「寺子屋ユニット」を設置（後に職員も派遣）し、実施することを約束した。 

この CTLC プログラムの目的は、カンボジア社会に根付いていた寺院、および地域社会における学校外教育

の機能を再構築し、識字教育の担い手として地域社会が再び自らの手でその地域に必要な教育活動を行うこと

が出来るよう協力することにあった。帰還難民が集中するバッタンバン州とシェムリアップ州に限定し、識字教育、

伝統工芸復元、初等基礎教育の３分野でプログラムが実施されることとなった。 

その後 1999 年末までに、「寺子屋ユニット」のプロジェクト・オペレーション機能を UNESCO・CA からカンボジ

ア政府教育省ノンフォーマル教育・青年スポーツ部へ移行すると同時に、｢寺子屋ユニット」が実施してきた運営

管理を、バッタンバン州とシェムリアップ州それぞれの教育事務所のノンフォーマル教育部へ移行を完了するこ

とで合意した。 

2000 年からプロジェクトはシェムリアップ州教育局ノンフォーマル教育部、及びバッタンバン州教育局ノンフォ

ーマル教育部に移譲され、世界寺子屋運動による支援が 2003 年まで続いた。 

州内では地域のニーズに併せて、識字教育、バスケット作り、養鶏研修、ハンディクラフト(ミシン･裁縫、電気修

理、養蚕、スカーフ織り、マット織り、木彫刻)などを実施。 

 1994 年から 2003 年の 10 年間で、シェムリアップ州で約1 万5,100 人、バッタンバン州で約1 万7,600 人が識

字者になり、同州で約3,300人が手工芸品の職業訓練を受講した。ウドンでの識字教育やバッタンバンでの初等

教育を含めると合計、約3 万6,900 人が学ぶ機会を得た事になる。 

  

州面積 10,299 平方ha （農耕面積250,000ha） 

行政区分 12 地区  100 コミューン  875 村 

人口 923,920 人 （女性：376,091 人） 130,903 戸 

民族 クメール人93％、チャム系、華人系、ベトナム系など 

ＧＤＰ(1 人当たり） 250 米ドル 

非識字者 115,902 人(15 歳以上) 

非識字率 26.90％ 

 表１ シェムリアップ州の概要 (Socio-Economic Profile, Siem Reap Province, 2002) 

 

２． 【第Ⅱ期2006 年～】 『アンコール寺子屋プロジェクト』 

２．１． 「世界寺子屋運動」 再び  

 日ユ協連による支援が終了した 2003 年以降、教育省やシェムリアップ州教育局は寺子屋の活動を継続する予

算（財政的基盤）を十分確保できず、識字者向けの授業カリキュラムや職業訓練用の教科書も殆ど無い状況とな

ったため、日ユ協連は継続支援を決定した。 

第Ⅰ期プログラムの経験を活かし、2006 年、日ユ協連はシェムリアップ州に日ユ協連カンボジア事務所を開
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設し、日本人職員 1 人、カンボジア人職員４人（2008 年現在 7 人）を配置。教育青年スポーツ省と共に『アンコー

ル寺子屋プロジェクト』を立ち上げた。 

 

      アンコール寺子屋プロジェクト運営組織図  

 
カンボジア国教育省

ノンフォーマル教育局

シェムリアップ郡教育局
ノンフォーマル教育担当官

クロライン郡教育局
ノンフォーマル教育担当官

チョンクニアコミューン
寺子屋運営委員会

センソックコミューン
寺子屋運営委員会

ポック郡教育局
ノンフォーマル教育担当官

プレサトバコン郡教育局
ノンフォーマル教育担当官

コックスロック村
寺子屋運営委員会

プレイクロッチ村
寺子屋運営委員会

日本ユネスコ協会連盟
カンボジア事務所

シェムリアップ州教育局
ノンフォーマル教育課

チョンクニア寺子屋 コックスロック村寺子屋 プレイクロッチ村寺子屋 センソック・リャンセイ寺子屋

カンボジア国教育省
ノンフォーマル教育局

シェムリアップ郡教育局
ノンフォーマル教育担当官

クロライン郡教育局
ノンフォーマル教育担当官

チョンクニアコミューン
寺子屋運営委員会

センソックコミューン
寺子屋運営委員会

ポック郡教育局
ノンフォーマル教育担当官

プレサトバコン郡教育局
ノンフォーマル教育担当官

コックスロック村
寺子屋運営委員会

プレイクロッチ村
寺子屋運営委員会

日本ユネスコ協会連盟
カンボジア事務所

シェムリアップ州教育局
ノンフォーマル教育課

チョンクニア寺子屋 コックスロック村寺子屋 プレイクロッチ村寺子屋 センソック・リャンセイ寺子屋

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このプロジェクトは、以下のことを目的としている。 

① シェムリアップ州内に寺子屋＝CLC（コミュニティー学習センター）を普及する  

② 寺子屋でさまざまな教育活動やコミュニティー開発を実施し、非識字者および学校に行くことができない子

どもたちのためのノンフォーマル教育を行う 

③ 寺子屋をコミュニティー開発の拠点とする 

④ 支援終了後も村人が持続的に寺子屋を管理、運営するための人材を育成するとともに、公的機関やそれ以

外の国内、国際NGO とのネットワークを構築する  

⑤ 世界寺子屋運動を支援する日本の人々の現地訪問や、相互学習の機会を増やす  

 

２．２． 寺子屋ができるまで 

 世界寺子屋運動の目的は決して“寺子屋の建設運動”ではない。国によっては民家を借りて実施しているとこ

ろも少なくない。ノンフォーマル教育実践の場として、村人の理解を得、参画を得、そして村人がその寺子屋を

『自分たちの寺子屋』として意識し、自ら責任を持って運営していくようにする…ということが大変重要になってく

る。したがって建物を建てる場合でも、そこに至るまでのプロセスに手間隙をかけることになる。 

STEP① プロジェクト地の決定 

 シェムリアップ州教育局と協同で、識字率の低い地域をいくつか選び、村人のニーズに寺子屋の活動が合っ

ているかどうかなどの観点から現場を調査。 

STEP② 寺子屋の説明会 

 寺子屋でのプログラムを具体的に村人に紹介する説明会を開き、「村人一人ひとりが責任を持って運営してい

く多機能施設」であることを伝える。寺子屋の意義の理解なくして寺子屋運営は成り立たないため、この部分は

決しておろそかに出来ない。納得いくまで、繰り返し説明する。 
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STEP③ 寺子屋運営委員会の設立と運営研修 

「寺子屋運営委員会」は文字通り寺子屋の運営に携わる人々の集りであり、住民による選挙で選ばれた人々

により構成される。村人に愛される寺子屋になるか否かは彼らの手腕いかんによると言っても過言ではない。 

構成メンバーは村長や、村役場の公務員、教員、仏教委員会メンバーなどさまざまな経験や影響力を持つ人

が選ばれる場合が多い。そんな運営委員会メンバーには約1 年半ほどの研修を通じて、寺子屋は自らの責任に

おいて運営していくものであり、何かを与えられるものでは無い…といった認識を持ってもらうようにする。 

STEP④ “先輩寺子屋”との交流プログラム 

 研修の中でも大変効果的な取り組みが“先輩寺子屋訪問プログラム”だ。 

授業を見学した後の、先輩寺子屋の先輩運営委員との話し合いの中では、具体的な問題が話し合われる。例え

ば「運営資金の集め方がわからない」との悩みには「寺子屋を他団体に貸し出して、使用料を徴収したり、寺子

屋で小額の貸付を行って利子収入を得たらどうか」など、実体験にもとづく具体的な解決策が示される。場合に

よっては、新しい寺子屋が出来る村に先輩達がリソースパーソンとしてやってくる。切磋琢磨しながら、ほんの少

し、ライバル意識も手伝って、それぞれの村の寺子屋運営委員が工夫を重ねる原動力ともなっている。好評につ

き、現在では定期的に各村の寺子屋運営委員会代表者が集り、会合を重ねるようにしている。 

STEP⑤ 村人のニーズに沿ったクラスの提供 

村人のニーズを探り、寺子屋でどのようなプログラムを実施すべきか考えることも運営委員会の重要な任務だ。

現在、日ユ協連カンボジア事務所と教育省、そして運営委員会が意見を出し合いながら最終的な運営プログラ

ムを決定している。この話し合いは、三者が目的意識を共有化する大切なプロセスでもあり、この情報共有がな

されてはじめて村人のニーズに合致した寺子屋の設立と寺子屋運営が可能となる。 

STEP⑥ 「我らが寺子屋」完成！…がスタート地点 

世界寺子屋運動では基本的に土地の手当て（購入）は村側にお願いしている。寺子屋の ownership（所有意

識）を高めるためだ。2007 年に完成したプレサトバッコン郡コックスロック村では、村長をはじめ多くの村人が協

力して自らお金を出し、また募金を呼びかけるなどして僅か 8 ヵ月で、600 ドルを集め、私有地約 50 ㎡を手に入

れた。 

整地作業には日本からのスタディツアーメンバーが参加することも多い。となれば、村人のプライドにかけて

“知らん顔”はしていられない。共に汗を流し作業をするなかで、小さいながらもそれぞれの想いのこもった「我ら

が寺子屋」が完成する。 

 

３． 文字の読み書き計算を学ぶ～識字クラス 

 カンボジアでは 9 年間の義務教育を受けることが憲法で規定されている。原則無料であるはずの義務教育だ

が、授業料を徴収している学校が少なくないと聞く。特に農村部では児童生徒が貴重な労働力となっているため、

出席日数が足りずにドロップアウト（中途退学）する子どもが多く、そのままある程度の年齢に達した場合、その受

け皿はノンフォーマル教育の場しかない。本来公教育が果たすべき役割を寺子屋が補完してきた実態がある。 

寺子屋のある村では、貧しい生計を支えるため、道路建設などを含めて力仕事に従事する村人も多い。自転

車で 1～2 時間の現場に働きに出て、同じ時間をかけて村に戻り夕食もそこそこ、発電機による薄暗い灯りがとも
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る夜の識字クラスにやってくる。働きながら毎日 8 ヵ月間、通い続けることは容易ではない。また卒業試験に合格

する率は村によって 50％～90％とかなりの差がある。教える側の資質向上も含め、大きな課題でもある。 

【例】チョンクニア村 水上寺子屋の識字クラス （09 年3 月現在） 

時間と曜日 19 時～21 時   月曜日～土曜日 

期間 およそ 8 ヵ月 

学習内容 識字教本3 冊を学習し、教育省の卒業試験に合格すると小学校4 年生程度の能力と認定 

学習者 漁業従事者、土木作業員、農業従事者、など男性16 名、女性11 名 

 

４． 手に職を！技術訓練・収入向上プログラム 

トンレサップ湖に浮かぶチョンクニア村。1994 年の第Ⅰ期の支援以来、すっかり老朽化した湖に浮かぶ水上

寺子屋が新造された。2006 年 9 月 8 日（国際識字デー）、プノンペンからコール・ペン教育大臣（当時）も出席さ

れ、開所式が盛大に行われた。 

貧困の問題解決のため、寺子屋で実施しているさまざまなプログラムの中で、この水上寺子屋から他の村にも

影響を与えた収入向上プログラムが二つある。 

４．１． “ホテイアオイ”工芸品製作クラス 

チョンクニア村有志を集め、トンレサップ湖の他の水上村訪問を実施した時、湖に自生する植物、ホテイアオ

イを利用して工芸品を作っていることを知った。さっそく関連NGO と連絡をとり、14 日間の工芸品製作クラスを実

施。そこから育った女性たちが作る手作りのバックは今や生産が追いつかないほどの人気商品となった。何しろ

身近に勝手に生えている植物が現金収入につながるのだから有難い。バックの売り上げの 8 割は本人に、そし

て 2 割が寺子屋運営費に充てられいる。 

 

 

                         

 

 

 

 

 

４．２． 地域密着・クメール音楽クラス 

このクラス（８カ月コース）は、村人の要望により開設された。クラスの卒業生がさっそく結成した「楽隊」は、

近隣住民の結婚式や伝統行事に引っ張りだことなっている。演奏料金の 8 割は個人が、2 割は寺子屋運営資

金となる。このような成功事例はその後に建てられたポック郡クロベイリエルコミューン・プレイクロッチ村やプ

レサトバコン郡ロリュオスコミューン・コックスロック村の人々にも大きな影響を与え、各村でもクメール音楽クラ

スが展開されている。 

 

ホテイアオイのハンドバック製作に取り組むリ・ソティアさん（21 歳） 

バック、ぞうり、マットなどを販売、バックは大きさにもよるがひとつ US$10～

15 程度で販売 
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 コックスロック村  

夜実施されている音楽クラス  

 

 

 

2007 年度の支援総額は 18,037,384 円。この中から、寺子屋の建設費、寺子屋に設置する機材費、教材制作・

研修費、現地事務所費などを拠出している。2007年度の既存CLCの３村における寺子屋活用状況は以下のよう

になっている。主催クラスは識字、養鶏、クメール音楽、ホテイアオイ製品製作、小口融資など、日ユ協連の支援

で実施しているクラスであり、その他団体が寺子屋を利用して実施しているクラスなどはその他のプログラムとし

た。    

各村の寺子屋の概要 2007 年4 月～2008 年3 月 

寺子屋の村と設立年月（人口） 主催クラスと   

学習者数 

その他のプログラ

ム数と利用者数 

図書室利用者数 

チョンクニア村  2006/9 （6,710 人） ９ （121 人） １ （10 人） 970 人 

コックスロック村  2007/7 （1,264 人） ６ （165 人） ２ （45 人） 480 人 

プレイクロッチ村 2008/2 （686 人） ６ （110 人） ２ （63 人） 485 人 

 

５． 大切な…大切な…寺子屋 

2009 年2 月に寺子屋の開所式が行われたクロライン郡センソックコミューン一帯は、農閑期（2～4 月）になると、

タイ国境地帯へ出稼ぎに行く人々が多い地域だ。誰がお願いしたわけでもないのに寺子屋完成直前に、「（寺子

屋内の机や椅子、白板などの学習機材を管理するため）寺子屋運営委員が毎日交代制で寺子屋に泊まる相談

をしている」との情報が入ってきた。そこまで村人の ownership が育まれているとは……と関係者一同が感動した。

目標としていた、“村人の村人による村人のための寺子屋”が誕生した瞬間だった。 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

６． 「私らがやらなくて誰がやる？！」 

「貧しい村で、寺子屋の運営委員を、それもボランティアでやる人なんて…まずいないでしょう」州教育局のス

タッフから当初言われた言葉だ。確かに途上国で、日々の生活に追われているというのに、いったい誰が自分

センソック・リャンセイ寺子屋の開所式 

州副知事に激励される村びと 
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の村や地域のために無償で働くだろうか？ 

寺子屋運営委員会のメンバーとの会合の折、「日々の生活もあるから大変！」というメンバーのコメントに「そん

なに大変ならなぜ寺子屋運営委員をやっているのですか？」という日本人サポーターからの質問に対する答え

は次のようなものだった。「確かに大変なことも多いけれど、充実している。それに日本の人たちが自分たちの村

のためにこんなに一生懸命なのだから、私たちが自分たちの村の発展のために一生懸命やらないのはおかし

いと思う。」 

また、ある運営委員は、「寺子屋を運営することで、自分自身のスキルが向上する（寺子屋運営委員は自分の

村の寺子屋のクラスのみならず、他の村で実施されるプログラムにも参加することが可能。その交通費等実費は

寺子屋運動の支援から支払われる）だけでなく、多くの村人が自分のことを認めてくれるようになり、村の重要な

会合に呼ばれるようになった」との声も聞く。寺子屋の運営を通じて、自身の能力が向上し、自分に自信を持てる

ようになっている。金銭の授受だけが村人のやる気を向上させる手段ではないことの証でもある。 

 

７． つなげる・つながる協力の輪 

 “村人による持続可能な寺子屋”であるためには、公的機関や他の村、NGO、協力団体・協力者、リソースパー

ソンとつながっていかなければならない。従って教育局担当官や寺子屋運営委員の人材育成ではどのようにリソ

ースを探し出し、協力をとりつけるかといったことも含まれている。寺子屋で展開されるクラスが識字にとどまらず、

保健、衛生、農業、漁業、畜産、工芸、芸能など多岐にわたるからだ。 

2007 年には、トンレサップ湖の汚れを日々感じているチョンクニア村の要望に応え、ACCU（ユネスコ・アジア

文化センター）の協力を得て教育省と共催で、環境に関するワークショップ“A Step towards Sustainable Village

（持続可能な村への一歩）”を実施した。 

また、カンボジアが抱える課題を高等教育を受けているカンボジア人学生自身が知り、できることから行動を

おこしてもらいたいとの要望から地元の私立大学BBU（Build Bright University）の協力も得て、学生を対象とした

ボランティア活動ワークショップも行った。その成果もあってか、学費を稼ぎながらの苦学生たちも寺子屋運動に

関心を抱き、教員役を担ってくれるなどの輪が拡がってきた。改めて「世界寺子屋運動」が、どれほど多くの方々、

団体の協力に支えられているかを実感する。 

今後は、これらの協力で得た知識やネットワークをどのように現場で活かし、持続可能な寺子屋運営につなげ

ていくかが課題である。 

 

８． 日本の「公民館」と海外の“CLC”の今後について 

戦後の復興期に大きな役割を果たした日本の「公民館」とその活動を支えた多くの人々には、自分たちの村を、

町を、国を良くしたいと願う気持ちがあふれていたのではないだろうか。 

近年、日ユ協連では現地の寺子屋運動関係者を日本招聘した際には、できる限り、日本の公民館を訪問させ

ていただく機会を持つようにしている。日本の公民館を訪問した人々は、その位置付けが法律的にも確立され、

公的バックアップ体制がしっかりしていることに驚きを隠さない。確かに、カンボジアに限らず途上国には政府に

よって運営されているCLCがある場合が多く、CLCにも公的なバックアップがあるものと日ユ協連が行うような民
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間の手による CLC が存在する。しかし、日本のいわゆる「自治公民館」の存在を知るにつけ、寺子屋運動関係者

は、社会的、経済的な違いやバックアップ体制の有無はあれ、日本の公民館と CLC の基本的な役割や機能は

重なる部分の方が多いと気付く。公民館と CLC の間で情報や経験の共有・交換が可能となれば、それぞれの国

の CLC の発展にも役立つであろうとの意見も数多く聞く。 

実現可能な相手国は限られてくるかもしれないが、日本の公民館と海外の CLC が直接つながり、情報交換を

し、相互の経験から学びあい、世界寺子屋運動の理念である、「共に生きる社会」のはじめの一歩を踏み出すこ

とができれば…さまざまな可能性に期待は膨らむ。 
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CLC activities in Cambodia in the context of “World Terakoya 

Movement”  
 

 
KAWAKAMI Chiharu  

Director 

Education and Culture Division and Public Relations Division 

National Federation of UNESCO Associations in Japan (NFUAJ) 

 

 

In 1989, one year prior to the International Literacy Year, the National Federation of UNESCO 

Associations in Japan (NFUAJ) launched the “World Terakoya Movement” (Community Learning Center 

programmes).  The core objective of the WTM is to provide adult illiterates and out-of-school children with 

learning opportunities in cooperation with non-governmental and governmental partners through donations by 

Japanese citizens.   

At the same time, it aims to promote mutual understanding and to foster mutual respect among peoples both in 

Japan and counterpart countries.  

So far, we have implemented the programme in 43 countries and one region and the total number 

of learners is estimated at more than 1,220,000. At present, the WTM is being implemented in Afghanistan, 

Cambodia, India, Lao PDR and Nepal.   

In this report, NFUAJ’s CLC activities in Cambodia, re-starting from 2006 under the name of 

“Angkor Terakoya Project,” are featured.   

The objectives of this project are (1) to disseminate objectives of CLC in Siem Reap province (2) to 

implement non-formal education for illiterate adults and out-of-school children (3) to make CLCs bases for 

community development (4) to establish a network among related organisations and stakeholders in order to 

sustain the management of CLC by the community and (5) to deepen mutual understanding between Japanese 

and Cambodian people. 
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育委員会の政策も体系化が進んでいる町である。一般会計予算は、

2008 年度は約808 億円、そのうち教育費は約86 億円となっており、

一般会計に占める教育費の割合は約10.6％である。 

写真1：松本市新村公民館訪問調査の様子 

また、これらの地域の共通点としては、次のような点があげられる。 

① 戦後直後から公民館活動や成人学校などの社会教育活動が

いちはやく展開されてきた歴史があり、市民運動や労働運動

などをつうじての社会問題へのとりくみも活発である。 

② 1970 年代から 80 年代にかけて社会教育の条件整備が計画的

にすすめられ、とくに地区ごとに公民館が重点的に配置されてきたことが特徴となっている。現在松本市

には旧村単位に 33 の公民館が設置されており、さらに町内公民館という独自の地域館（自治公民館）が

401 館存在し、日常生活圏に板をおろした公民館網として機能している。浦安市、船橋市は行政区単位に

公民館が設置され、地域立地を原則とする公民館体制をとっている。 

③ 社会教育の専門職員採用制度は確立していないが、有資格者を 5 年から 10 年にわたって比較的長期間

社会教育の現場に配置する慣行があり、社会教育にたいして熱意のある職員集団が一定数形成される条

件がつくられている。 

④ 地域課題や人権問題・社会的課題に即した事業展開が重視されており、高齢化・福祉問題や外国人問題、

教育問題などのとりくみが公的な社会教育活動としておこなわれており、ボランティア・グループの育成も

重要な事業となっている。 

また、各市では市民参加を尊重した社会教育の推進がおこなわれ、「生涯学習基本構想（ふなばし一番星プ

ラン）」（船橋市・2000年）、「生涯学習基本構想」（浦安市・1995年）、「生涯学習基本構想」（松本市・1995年）の策

定にあたっては、市民の意見反映に十分留意した策定方法がとられている。 

 まず浦安市の「生涯学習基本構想」では、まちづくりの基本目標を「人が輝き躍動するまち・浦安」と定め、市民

がうるおいを感じられ、安心して暮らせるゆとりある地域社会の形成や、誰もが生き生きと活動し、ふれあい、文

化を創りだすことのできる、そして個人が能力と創造性を十分に発揮することのできる、躍動感にあふれた個性と

活力のある都市形成を目指したまちづくりを推進している。 

 具体的には、 

 ① 市民の学習活動を支援する学習情報の提供 

 ② 社会教育活動に対する支援と学習機会の提供 

 ③ 新成人の企画による成人式の開催 

 ④ 市民参加による文化の創造と文化団体の育成 

 ⑤ 地域の教育力を活かし、地域で子どもを育て、交流のある地域づくり 

 などをおこなっている。 

 船橋市の生涯学習推進の計画は、愛称を「ふなばし一番星プラン」と名付け、生涯学習のめざすものを次のよ

うに設定している。 

 「これからは、人々が、生涯のいつでも、自由に学習機会を選択して学ぶことができ、その成果が適切に評価さ
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れるような社会をめざしていく」ことが必要だとし、市ではそうした社会の実現のために、「生涯学習を通して、船

橋の市民一人ひとりが一番星となって光り輝いてほしい」と考えて、このプランをつくったという。 

 そして、「３つの重点目標」を次のように掲げている。 

① 自分らしい生きがいを見つけよう（私らしさ育む生涯学習の推進） 

② 地域のみんなで学校を応援しよう（学校の機能の拡充と生涯学習の推進） 

③ みんなでまちづくりにかかわろう（生涯学習によるまちづくりの推進） 

 そして、その方策として、７つを上げている。 

① 自分探しの学習を応援します（社会の変化に対応した学習機会を充実する） 

② 一人ひとりを大切にした学習活動を応援します 

（ライフステージ・ライフサイクルに応じた学習機会・活動を充実する） 

③ 家庭・学校・地域が手を結びます（家庭・学校・地域の連携、融合を推進する） 

④ 学校を地域みんなの学習の場にします（学校の生涯学習機能を高める） 

⑤ 学習に必要な情報を提供します（学習情報の提供と相談体制を整備、充実する） 

⑥ 心地よく学べる環境を整備します（生涯学習環境の整備・充実とネットワーク化を図る） 

⑦ 市民と市政が一丸となって生涯学習を推進します（生涯学習推進体制を整備・充実する） 

最後に松本市には、生涯学習基本構想として４つの原則がある。 

① だれもが自由に学べること（学習する権利） 

② だれもがそれぞれの学習について支援を受けられること（学習の支援を受ける権利） 

③ だれもが学習についての情報をたやすく得られること（学習情報の提供を受ける権利） 

④ だれもが学習の成果を社会に還元できること（学習成果を社会に反映する権利） 

 これらは、平成６年に松本市が生涯学習計画をつくったときに、住民の人たちから出された言葉をまとめたもの

だという。 

 そして、松本市の公民館活動を支える特色として８つあげられている。 

① 各公民館独立並列 

② 公民館地域配置 

③ 町内公民館活動への援助 

④ 職員体制 ～専任の館長・主事、主事の専門職化 

⑤ 職員研修機会の充実 

⑥ 機関自立 

⑦ 住民参加 

⑧ 「住民が主役、行政は支え」 

 以上のような共通点にみられるように、各市では「市民が主人公」と

いう社会教育の理念が定着してきているということができる。 

写真2：インドネシア CLC 関係者の方々。   

松本市二美町二丁目公民館（町内公民館）で地域住

民の方の話に聞き入っている様子。 
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２． 各地域の公民館活動 

 以上にみたように、社会教育の展開という点で共通の特徴をもつといえるが、地

域構造との関連において公民館の組織体制や活動内容をみると、そこには都市

型・農村型の違いがあらわれているように思われる。 

 浦安市の場合は、全部で公民館は６館あり、ほぼ１中学校区に公民館１館という

施設配置をおこなっている。 

 船橋市の公民館は、全部で25館、行政区に公民館１館という施設配置をおこな

っている。 

 松本市は、33 の地区公民館の下部にさらに 401 館もの町内公民館が設置され

ており、施設配置の密度は浦安市や船橋市とは比較にならない全国有数の公民

館組織をもつ。 

 例えば、公立公民館の１館あたりの平均対象人口（平成２１年１月１日現在）は、

浦安市は約 27,049 人、船橋市は約 23,739 人となっている。一方の松本市は、約

9,933 人であり、町内公民館１館あたりで言えば、約569 人となる。 

資料 1：『松本市町内公民館  

みんなで集い語り合い支え 

合うまちづくり』表紙  

（松本市町内公民館長会  

2008 年 9 月発行） 
 長野県は、公民館の数が最も多く、全国の約１万７千館あるうちの約２千館は長

野県にある。しかもそのうちわけは本館が312館、分館が1540館と圧倒的に分館

が多いことに特徴がある。 

長野県には、県全体の公民館職員の共通認識として「信州の公民館７つの原則（原点）」という理念がある。 

① 町村・地区設置の原則 

   ・ 公民館は町村（市では小学校区）など「身近な地域」に設置 

② 住民主体の原則 

   ・ 公運審、専門部活動など公民館の「主役は住民」 

③ 地域課題学習の原則 

   ・ よりよい地域作りのため、公民館は「地域課題の学習」が柱 

④ 総合的地域づくりの原則 

   ・ 地域に必要なことなら、公民館は「なんでも」取り上げ、取り組む 

⑤ 分館・自治公民館協同の原則 

   ・ より身近な町会・自治会の「分館活動」を大事にする 

⑥ 公民館主事活動の原則 

   ・ 熱意ある主事が「住民とともに」「腰をすえて」活動する 

⑦ 市町村自治の原則 

   ・ 公民館は国・県の委託事務ではなく、住民と職員が協同で育む「市町村自治」が土台 

 長野県内の研修などでもこの理念を公民館職員で共有しており、長野県がいかに「身近な地域」にこだわって

いるかがわかる。 

 松本市においても、このような公民館体制は当初からあったのではなく、60年代から70年代にかけて合併によ
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って地区公民館となった旧村公民館には非常勤嘱託館長と出張所兼務の主事が配置されていただけであった。

70 年代半ばに発足した公民館制度研究委員会の報告をふまえて地区公民館を整備し、公民館主事を専任化す

るための努力がおこなわれ、社会教育主事有資格者を専任の公民館主事とする条令上の位置づけが明確化さ

れたことが、今日の公民館体制への出発点となった。公民館が 1 館しかなかった旧市街地にも中学校区単位に

公民館が新設され、地区の社会教育関連施設として公民館・体育館・運動広場・図書館分館・児童館・老人福祉

拠点などが総合的に整備されるようになったのである。 

 1991 年に公民館主事会が編集した『松本の根っこワーキング』（草の根の住民の学習事例を 147 例収録、930

ページ、全 2 巻）という資料を見ると、公民館を中心に住民運動のネットワークが、身近な地域に着実に広がって

いることがよくわかる。そしてこれらの活動がきっかけとなり、松本市公民館研究集会が職員主導から住民の主体

的な運営方式に変わりはじめ、さらに「市民が主人公」の生涯学習計画づくりがスタートしている。 

 このように旧村単位、あるいは中学校区単位に地域関連施設が整備され、同時に草の根の市民の自主的な活

動がほりおこされてくる過程で、クローズアップされてきた問題が地域単位の共助的な生活の再建である。松本

市では、地区によっては高齢化率は 20～30％に達する。農業後継者もなくひとり暮らし、あるいは老人のみの世

帯は着実に増大している。このような現実にたいして「松本市老人保健福祉計画」では 33 の地区に「地区福祉ひ

ろば」を設置することがうちだされた。「地区福祉ひろば」は地域で共に支えあうくらし・ボランティア括動・地域づ

くりの拠点であり、公的福祉にたいして「自助・共助」の福祉を促進する。松本の地区公民館活動は、「福祉と生

涯学習は身近な地区自治で」という方針のもとに、地区福祉ひろばとの連携を模索しはじめているのである。 

 手塚英男氏の著書『学習・文化・ボランティアのまちづくり』（1986 年、総合労働研究所）では、1986 年に厚生省

の「ボラントピア」の指定を受けて「ボランティアのまちづくり」が始まったことを松本の社会教育の今後の方向に

むすびつけて次のように述べている。 

 「住民がだれ一人として一人では生きられず、たがいに利害の錯綜するますます複雑な社会的関係のなかに

生きなければならないのなら、住民の学習・文化・スポーツ・ボランティア活動は、他との結びつきのなかでおこ

なわれる共同学習、共同創造として発展する。それは他の個への理解と共感を深め、たがいに助けあい育ちあ

い生きあう連帯を形成していく」。 

 地区公民館での活動や、町内公民館での「町内の人たちが互いに支え合い 豊かに生き生きと生活できる 基

盤づくりの場」（『松本市町内公民館 みんなで集い語り合い支え合うまちづくり』より）の活動は、農村部の生活共

同体の絆の崩壊にたいして、社会教育と福祉という機能が媒介となってくらしの協同を再建する試みであり、公

民館が地域に根差すことの意味を現代的にとらえかえす営みであるといえる。 

 松本の公民館活動は、地方都市の地域構造をもつとともに農村的現実に深く根差している。計画的な行政区

単位に計画的に地区をとらえている浦安・船橋とは対照的に、伝統的な生活共同体とのかかわりが原点となって

いるのである。 

 

むすび 

 このように浦安市、船橋市、松本市は、それぞれの持つ地域の環境に大きな違いがあるが、「住民を主人公」と

して捉え、公民館活動をおこなっている点においては、おおむね共通していると言える。 
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 ただその具体的なアプローチとして実施している施策は、浦安市、船橋市の公民館活動に比べて、松本市の

地区公民館、町内公民館のそれは、対象人口が大きく違うこともあるが、たいへんきめ細やかな対応がなされて

いる。 

 特に町内公民館が果たしている役割はたいへん大きなものがある。例えば、松本市町内公民館のパンフレット

に記載されている「町内公民館のめざす町づくり」というスローガンには３つの目標が掲げられ、「そこに住む人

が町を誇りに思って 心豊かに生活できる町」「自分の役割を持ち回りから必要とされる 喜びが持てる町」「お互

いに見守り、助け合い、支え合いが 自然にできる町」となっている。 

 このような公立公民館に比べても遜色ない目標を掲げ、住民を組織し、実際にさまざまな活動も実施していると

いうのは驚きである。 

 この町内公民館は自主運営が基本であり、ア

ジア地域のＣＬＣ活動とたいへん性格や運営が

通じるものがあると言える。一緒に訪問したイン

ドネシアの方々も、町内公民館の活動には特

段の興味を抱いている印象であった。 

 今後は行政が管理・運営する公立公民館ば

かりではなく、町内公民館も視野に入れたＣＬＣ

とのネットワークづくりが必要となってくるであろ

う。 

その際、次のような課題があると思われる。 

① 町内公民館（自治公民館）の活動は、   

東日本に比べて西日本で活動が活発である。

しかし、実際には西日本とのネットワークがあ

まり構築できていないため、なかなか西日本

の町内公民館とのネットワークがつくることが

できない。 資料2：『松本市町内公民館 みんなで集い語り合い支えあうまち 

づくり』より。さまざまな活動がおこなわれていることがわかる。 
② 町内公民館の管轄は、各都道府県、 

市町村によってさまざまである。また、全国の町内公民館を連絡・調整するような全国組織がないため、ＣＬＣと

のネットワークをつくるとしても、大きくて市町村レベルでのつながりしかつくることが難しい。 

③ 町内公民館は、そのノウハウなどの研究がほとんどないため、今後調査研究を進める必要がある。 
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Research Visit on Urban and Rural Kominkan 

-City of Urayasu, Funabashi, and Matsumoto -  

 

 
MURAKAMI Hideki 

Deputy Secretary 

National Kominkan Association 

 

 

This report introduces the three cities in Japan where Kominkan are very active: the cities of 

Urayasu and Funabashi in Chiba Prefecture, located the right next to Tokyo, and the city of Matsumoto in 

Nagano Prefecture, located in the mountainous area, about three hours by train from Tokyo.  The report is 

also based on the knowledge obtained through the visit of Indonesian CLC groups to Kominkan.  

 The Kominkan in these three cities have some features in common which keep them active. The 

three cities employ workers specializing in social education for a relatively long span like five to ten years, and 

these enthusiastic staff take the leadership in their active social education programmes. These programmes are 

planned and implemented based on the residents’ needs.  The residents’ participation is highly encouraged 

from the planning stage, and that results in the Kominkan having attractive programmes for the residents on 

issues such as welfare, foreigners, aging, and education. Also, the resident-centred programmes encourage the 

residents to form citizens’ groups or volunteer groups.  This whole structure of social education is the reason 

why the Kominkan are very active. 

 The functions of the three cities are very similar when looking at the development of social 

education, but they are very different from the point of view of Kominkan’s organisation structure, community 

structure, and content of Kominkan activities.  Urayasu and Funabashi are located in urban areas, and they 

have so-called administrative Kominkan that are supported by municipalities. Matsumoto, which is located in 

a rural area, has 401 autonomous Kominkan under 33 administrative Kominkan.  This large number of 

autonomous Kominkan makes it possible to have programmes to meet the particular needs of residents, since 

the population that one Kominkan covers is very small.  

This report points out that autonomous Kominkan in Japan are basically managed by themselves 

and that their structure and characteristics are very similar to Community Learning Centres in the Asia/Pacific 

region.  By developing networking between autonomous Kominkan in Japan and CLCs in other countries, 

Japan’s long experience in this field will contribute to popularizing CLCs and developing non-formal 

education in developing countries more. 
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青森県八戸市における公民館の現状と課題 -地区公民館を中心として-  

 

青森中央学院大学 

教授  

高橋 興 

 

１． はじめに 

 青森県八戸市は、太平洋を臨む青森県の南東部に位置し、市の南が岩手県軽米町に接している。人口約 25

万人。古くから漁業の町として栄え、水揚げは1966年からの3年連続を含め6回の日本一に輝くなど、国内屈指

の漁港を有する。また、1964 年に新産業都市指定を受けたのを契機として工業も発展し、北東北の代表的な工

業都市の一つとなっている。2002 年には東北新幹線八戸駅が開業し観光業の発展も目立ちつつある。 

さらに、全国規模のスケート大会が開かれる「氷都」としても知られ、2009 年 1 月には、全国最多となる実に 11

回目のスケート国体が開催された。 

 同市における公民館活動の中心となっていた八戸市立中央公民館は 2007 年度限りで廃止され、現在は 23 の

地区公民館と 4 つの分館が設置されている。地区公民館は中学校区毎に 1 館という原則で整備が進められてき

た。これら公民館の統括業務は、市教育委員会社会教育課が行う。なお、大規模なホールを持つ市公会堂が市

庁舎の隣接地に設置されているが、市教育委員会文化課所管施設となっている。  

 なお、本稿では 2005 年3 月に合併した旧南郷村に設置されている地区館1、及び分館4 の状況を除外して述

べることとしたい。それは、合併後の年月がまだ浅く、旧八戸市の 22 地区館とは取組の状況がかなり大きく異な

るからである。 

 

２． 地区公民館全体の取組  

市公民館運営審議会が条例上は設置されることになっているが、現在は委員が任命されておらず、休眠状態

となっている。 

各地区公民館を統括する市教育委員会社会教育課による各館への指導・規制は極力抑制されており、各館

の独自性に任されている部分が極めて大きいが、各館に共通する事項も多い。まず、そうした共通事項につい

て整理しておきたい。 

（１） 館長会を中心とした運営 

 ほぼ2ヶ月に1回、全館長による館長会を開催（会場は各地区館持ち回り）し、公民館の運営全般について話し

合い、情報を共有し、事業に関する意思統一を図ったり、新規事業の開発を行う。この館長会での協議に基づき、

例えば、各地区公民館で実施している「自主クラブ」の活動成果を発表する場として、八戸市公会堂での「八戸

市立公民館～歌の発表会～」が館長会主催により 2007 年度から開催されている。 

（2） 「公民館運営協力会」による支援 

 各地区公民館とも公民館運営審議会は設置されていない。しかし、ほとんどの地区公民館には地区連合町内

会や地域内の各種団体等の代表をメンバーとする「公民館運営協力会」が設置され、各公民館の運営について
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協議するとともに、施設整備や事業に対する金銭及び労力提供などで公民館活動を支援している。 

（3） 館長を含む全職員が非常勤 

 各地区公民館に配属されていた市職員が1997年度から段階的に引き上げられ、1999年度に全公民館職員が

非常勤化された。 

 館長は週26 時間勤務の非常勤職員であり、元校長や元市職員、元会社員などが多い。 

 主事は各館に 3 名配置で、週 30 時間、25 時間、20 時間のいずれかで委嘱され、各館の利用状況等に応じて

勤務時間を決め、交代制で職務に当たっている。 

 なお、これらの職員はすべて各地区における「公民館運営協力会」での協議を経た地域からの推薦に基づき、

市教育委員会が委嘱する。こうした選任方法のためか、館長を含むほとんどの職員が公民館のある地域の住民

になることが多いという。 

 また、清掃業務及び夜間の警備は民間事業者に委託されている。 

（4） 館長の申し合わせで各館共通して取り組んでいる事業 

 八戸市全体として当面する課題を考慮し、館長たちが共通して取り組むことを申し合わせている主要な事業と

して次の 2 つを紹介しておきたい。 

 ① 自主クラブ 

地区公民館で活動している体育・文化クラブに対して、使用料の減免や広報活動の場として地区公民館を提

供するなど、住民による活動の自立に向けた援助を行っている。また自主クラブの活動を公民館の事業に（講

座の講師や事業の補助を依頼するなどの形で）取り込むことで、地域の中核施設である公民館を使用したコミ

ュニティー活動の促進を図っている。 

 ② 市民IT 講習会 

工業や観光業で一層の発展を目指す八戸市が当面する課題である市民の情報リテラシー向上のため、各地

区公民館で初級の IT 講習会を開催している 

（5） 休館日や開館時間 

 市公民館条例では、毎月第 1、第 3 及び第 5 日曜日を休館日としているが、実際は地区の利用状況や住民の

要望に合わせて各館が独自に決めている。 

 開館時間は午前9時から午後10時までとなっているが、職員の対応時間は午後5時までとなっており、それ以

降の貸館については、鍵の受け渡しや入退館管理及び施錠を利用者が行うことにしている。 

（6） 市費により各公民館で行われている主要な講座の例 

 各地区公民館では、受講者（地域住民）の意見・要望を学習内容等に反映させるとともに、自主活動を促進する

ため地域住民による運営委員会を設けて役割分担をするなど、地域に密着しつつ学習効果をあげるよう努めな

がら、市経費による各種講座を実施している。そうした講座の中から、主要なものを簡単に紹介しておく。なお、

受講料はすべて無料となっている（ただし、教材費及び保険料等は自己負担）。 

① 「青年学級」 

市内在住の勤労青年を対象とする。進展する社会に対応できる人間形成ができるよう組織的な学習機会を提

供し、実際生活に必要な知識・技能の習得ならびに一般教養の向上を図ることを目指して実施している。 
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② 「女性学級」 

地域在住の女性を対象。社会や家族のあり方が変化し、女性の立場や生活も変化する中で、女性が豊かな人

間性を培うとともに、自主的・積極的に今日的な課題に立ち向かう態度を育てることを目的として実施している。 

③ 「高齢者教室」 

地域在住の概ね 60 歳以上の男女を対象として、高齢者が実際に役立つ教養・技能等を習得し、生きがいを 

持って、積極的に社会参加ができるような学習機会を提供する目的で実施している。なお、公民館によっては、

市の健康増進課等と共催して、痴呆防止対策事業や脳刺激訓練教室として講座を開設する例も見られる。 

 ④ 「市民学校」 

  市民一般を対象とする。余暇を有意義なものにしようとする市民に対し、生涯学習の一助にする目的で趣味・

教養や生活技術等の講座を開設する。 

⑤ 「家庭教育学級」 

地域の親子、家族及び家庭教育に関心のある人々を対象。「家庭は子どもの教育や人格形成に一番大切な

場である。よい子は、よい家庭に育つ」という基本的な認識のもと、変化の激しい現代社会の中で、子どもが本

来持っている「生きる力」を培うために、家庭の教育力の充実を支援する目的で開設する。多くの公民館で体験

活動を重視しながら取り組んでおり、例えば「3 世代交流事業」とするなど、その内容や形式も多彩である。 

 ⑥ 「移動公民館」 

 地区公民館から遠い地域に居住する人々を対象として、地域の連帯感の高揚を図るとともに、実際生活に必要

な知識・技能の習得をする機会を提供する目的で開設する。 

 

３． 八戸市立東公民館における活動の現状 

 これまでは、八戸市における公民館活動の全体像について概観した。以下では、2007年度(第60回)文部科学

省優良公民館表彰を受けた八戸市立東公民館を例として、各公民館における活動の実際について、やや詳しく

述べることとする。 

（１） 東公民館の概要 

 同公民館は、八戸市の東方に位置し、国道 45 号線沿いにある神田山緑地公園の隣接地に 1997 年 4 月に開

館した。八戸市立東中学校区(3つの小学校)内の公民館、旭ヶ丘・町畑・湊高台の3つの連合町内会の生涯学習

拠点施設として位置づけられている。 

 地区住民数は約 15，000 人である。施設の状況は、建物の床面積が 820.39 ㎡で、会議室、和室(1、2)、大ホー

ル、調理室等を備えた公民館専用施設である。職員の状況は前述したとおり。 

（２） 東公民館における主要な活動の内容 

 同公民館における活動の特色は、「3 つの輪が 1 つに」を合言葉に、地域・学校・公民館及び 3 つの連合町内

会の連帯と活性化に取り組んでいることである。実に多彩な活動を展開しているが、その中から代表的な 2 つの

事業をとりあげる。 

 ① 公民館イベントの開催 

 「神田山つつじ祭り」、「東公民館まつり」、「えんぶり鑑賞会」の 3 つからなる。 
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 まず「神田山つつじ祭り」は隣接する神田山公園で、咲き誇る 7,000 本余のつつじの鑑賞と散策、芸能発表会、 

子どもコーナー、食堂・模擬店などを行うものである。 

 「東公民館祭り」は、年度の講座作品、社会福祉施設や小中学校での諸活動の成果発表、読み聞かせ(紙芝

居)、お化け屋敷、模擬店・フリーマーケットなどを行う。 

 「えんぶり鑑賞会」は、国指定重要無形民俗文化財である「えんぶり」の鑑賞とともに、地区老人クラブ員を対象

とした昼食会などを行うものである。 

 この 3 事業は、いずれも 3 つの連合町内会等が主体となって組織する「東公民館運営協力会」が中心となって

実行委員会を立ち上げ、企画運営に当たっている。開催当日までの打ち合わせや準備作業、本番での取組等

を通じて地域住民のコミュニケーションが図られ、相互の親近感が育まれるし、世代間交流にもつながる。また、

子どもが様々な形で参加すれば、それに父母や祖父母がついてくることで地域住民の交流が一層ひろがり、連

帯意識の強化が図られているようだ。 

 ② 学社融合・連携推進事業  

 これは、東公民館が、地域・学校・公民館の連携を通じて、地域住民同士の交流や世代間交流の活発化を目

指して力を注いでいるものであり、同公民館の活動に対する評価を最も高めている事業と言えるものである。主

たる内容を次に紹介する。 

ア  学社融合講座「しめ飾りづくり」 

この事業は、2001 年度に八戸市教育委員会が「学社融合連絡協議会」を設置し、東中学校が「学社融合モデ

ル校」の指定を受けたのを契機に取組が始まったものである。公民館は東中学校と連携し、「しめ飾りづくり」と

「郷土の歴史教室」を実施してきたが、現在は「しめ飾りづくり」だけを継続している。 

事業は、あくまで公民館主催事業として位置づけられており、学校に対して事業への協力を依頼する形で実

施されている。事業の企画は公民館が中心となるが、「東公民館運営協力会」を通じて各種団体等に事業計画を

説明して意見を求めたり、協力依頼を行う。 

「しめ飾りづくりは」は、東中学校の 1 年生とその保護者を対象として、地元農家の協力を得て、有機米の稲づ

くりを実際に見学し説明を聞く、稲刈りや籾の「しなこぎ作業」（昔使っていた簡単な機械を使い、稲ワラから籾を

むしりとること）、学校での稲ワラの乾燥、稲ワラを加工しやすいようにするための叩き方や切り方、稲ワラを使っ

たしめ飾りづくりなどを順次体験しながら学ぶ。こうした一連の活動の中で、公民館による住民対象の「しめ飾り

づくり講座」の修了者が学習成果を生かす形で指導ボランティアとして参加し、中学生とその親たちとの交流を

深めている。 

このように公民館と学校の連携がうまくいっているのは、「東公民館運営協力会」のメンバーをはじめとする地

域住民の理解と協力が得られていることと、公民館職員が直接に学校を訪ね教頭や学年主任と密接な連携をと

りながら、学校の教育活動に支障とならないよう十分な配慮をしていることである。 

イ  「地域子ども教室」（現在は「放課後子ども教室」と改称） 

これは、2002 年度から実施された完全学校週 5 日制にともない、子どもたちに自然体験や社会体験など様々

な活動を体験させることを目的として実施されているものである。小学生を対象とし、土曜日・日曜日や長期休業

中に年間55 回実施している。 
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この事業は実施回数が多いことから、「東公民館運営協力会」だけでは事業実施に関わる十分な連絡・調整が

できないため、各小・中学校、ＰＴＡ、子ども会等の関係機関代表から成る「子ども教室実行委員会」を年間5回程

度開催し、実施計画について説明し意見を聞きながら実施している。なお、この子ども教室には、市教育委員会

に登録した中学生が事前準備や当日の活動にボランティアとして参加している。 

事業内容は、「子ども体験教室」と「あさひチャレンジ隊」の 2 つである。 

「子ども体験教室」は、会員登録制とし、登録した子どもたちを対象に年間 10 回、季節ごとの行事（母の日、父

の日、敬老の日）にちなんだ活動を実施する。   

 「あさひチャレンジ隊」は、子どもの居場所づくりと位置づけ、だれでも参加できる内容で年間 45 回実施してい

る。メインは「ホールで遊ぼう」と「卓上ひろば」であるが、他にも様々な内容の講座が開設されている。このうち、

材料費などを要する「料理教室」や「工作ひろば」は地域の協力を得て、安価で参加できるよう工夫されている。

また、この事業は、地域内にある 3 つの小学校の子どもたちが交流する良い機会ともなっている。 

 ウ ボランティアの輪を広げる地域参画推進事業 

 この事業は、地域住民に講師や指導員として子どもの講座等に参加してもらうこと、地域の諸団体（福祉協議会

や 3 地区の連合子ども会など）や公民館の自主クラブの人々に指導者や管理員として子ども関連事業に参加し

てもらうこと、中学生が公民館の講座や行事にボランティアとして積極的に参加するよう奨励することを内容とす

る。 

③ 東公民館における今後の主要な課題 

これまで述べてきたように、東公民館は「地域と学校の橋渡し役」を果たすことが公民館の大きな役割の1つで

あるとの考え方に基づき、学社融合・連携推進事業に大きな力を注ぎ、そのことにより公民館としての評価を高め

てきた。 

しかし、山口信義館長によれば、国の教育施策の方向が「ゆとり教育」からの転換を図ったことで、学校が学社

連携事業に当てる時間を減少させたことにより、事業存続が危機的状況にあるという。また、同館長は、地域住民

の高齢化の進行、青少年をターゲットにした様々な取組にもかかわらず若年の公民館利用者が少ないことが大

きな悩みだという。そして、こうした課題は八戸市における多くの地区公民館に共通するものである。 

 

4． 地域との関わりを重視した八戸市における公民館活動の主要な課題 

 東公民館をやや詳しく紹介したのは、優良公民館表彰を最近受賞したことに着目したからであり、八戸市にお

いて決して特別な公民館ではなく、多くの部分で共通していることをお断りしたうえで、同市における地区公民館

の今後の主要な課題3 点について述べることとする。 

（1） 地域に密着した運営の効用と限界 

 各地区公民館とも、館長及び主事がほとんど地域住民であり、公民館運営の方針等については連合町内会等

の地域の各種団体代表から成る「公民館運営協力会」で協議され、同協力会は不足しがちな市費による運営経

費の支援もしている。また、各種講座・教室では地域住民がボランティアで講師を務めたり、運営の援助をしてい

る。時には、地域の中・高校生までが公民館の講座や行事にボランティアとして参加する。このように、住民と公

民館の距離が極めて近く、良い雰囲気で公民館活動が展開されていることは評価したい。 
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 しかし、多くの場合、事業の企画・立案は公民館職員に全面依存しているのが実態であり、真に住民主導とは

言い難いように思われる。一方で、現在の雇用条件や採用方法等からすれば専門性の高い職員を継続して確

保することは難しいだろうことを考えると、こうした住民と職員の関係は今後における公民館の発展にとって大き

な課題となるだろう。 

（2） 若年の公民館利用者を増やす積極的な取組の必要性 

 若い公民館利用者が少ないことは、東公民館でも指摘したし、八戸市に限らず全国の多くの公民館に共通した

課題である。しかし、このことは公民館及び地域の将来にかかわる重大な問題であり、放置しておくべきではなく、

繰り返し取り上げておきたい。 

 東公民館では、主に小・中学生を対象とする多彩な事業を実施しており、参加を促す様々な工夫もこらされて

いる。そして、同公民館関係者によれば、こうした取組の結果、子どもたちや保護者の間に「公民館は、子どもが

行きやすい安全な場所」との理解が深まったという。それにもかかわらず、子どもたちの公民館利用は決して増

えてはいないところに、この問題の難しさがある。八戸市の状況に照らし合わせて考えるなら、もはや館長会や

各公民館運営協力会での協議に任せておける問題ではなく、市社会教育委員の会議や休眠中の公民館運営

審議会を動かすなど、専門家を含めた幅広い人々の知恵をしぼり、具体的な取組を急ぐ必要がある。もちろん、

国や県教育委員会による強力な支援が求められる。 

（3） 今後の公民館活動に影響を与える新しい動き～「地域づくり会議」～ 

 八戸市によるコミュニティー施策として 2008 年度から新たにスタートした「地域づくり会議」は、地域密着型で運

営されてきた同市の地区公民館に大きな影響を与えると思われる。同市はかねてより、これまでの行政主導のま

ちづくりから、市民の意思に基づく市政運営と市民主体のまちづくりへ変えていく必要があるとして、市民と行政

の「協働によるまちづくり」を目指して様々な取組を行ってきた。その取組の一環として始まったのが「地域づくり

会議」である。 

 同会議は、市が市民に開催を呼びかけたもので、市内 22 の地区公民館毎に開催されることになった。これは

住民が地域や行政に対する一方的な要望やお願いをする場ではなく、住民が自ら主体的に行うまちづくりにつ

いて考え議論する場である。開催方法等については地域の状況に応じて地域で決定する。また、市はこの会議

開催に対応して、地域の現状と行政施策の双方に精通した「地域担当職員制度」を導入した。市職員の中から公

募で選ばれ、任期2年で各地区に2名配置される担当職員の役割は、会議に参加して情報の提供やアドバイザ

ー役を務めるとともに、地域と行政のつなぎ役を果たすことである。 

 過度と思われる面があるほど地域密着型で運営されている八戸市の公民館であるがゆえに、地域づくりに関心

を持つ市民が自由に参加し、地域の課題や自ら主体的に関わろうとするまちづくりについて、地域担当職員を交

えて話し合う場を創設し、地域づくり活動促進のきっかけづくりを目指す取組は、同市における公民館活動の今

後にかなり大きい影響を与えると思われる。 

 各公民館が、この「地域づくり会議」とどのように関わり、いかなる積極的な役割を果たしていくかは、今後の新

しい課題である。そして、その関与の仕方や役割の果たし方によっては、公民館と地域（住民）との関係、ひいて

は公民館のあり方が大きく変わる可能性がある。 
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The current situation and issues of Kominkan in the city of 
Hachinohe, Aomori Prefecture  
 

 

TAKAHASHI Kou 

Professor 

Aomori Chuo Gakuin University 

 

 
This report features on the current situation, general issues and the future of Kominkan in the city 

of Hachinohe.  The city is located in the southeastern part of the Aomori prefecture and has a long history as 

one of the largest fishing ports in Japan.  The city also continues to be an important industrial city in the area 

with a developing tourism industry. 

The city has 2.5 million citizens and 23 Kominkan in all the junior high school districts with 4 

annexes.  While the regulation and interference from the city is limited, these Kominkan have a lot in 

common such as the nature of operational staff and the “the supporting group for the management of 

Kominkan” to set its basic policies.  The operational staff is mostly residents and the association members are 

from Community- Based Organisations (CBO) and groups of the community.  The Kominkan in Hachinohe 

operate very closely with the community and are active in offering programmes for various groups, but are 

facing difficulties in increasing the participation of the younger generations.  The author points out that the 

area of participation of the volunteer community members can be one of the factors in the future development 

of the Kominkan and that they currently participate only in the operation of the programmes but not in 

planning. 

The author also talks about the city policy of “Conference for Area Creation” from 2008, to have a 

large impact on the operation and future of Kominkan.  Two staff of the city government will be working in 

each district as an interface between the city and the community to improve community activities.  An 

evaluation of the policy needs to be given further on. 
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岐阜県多治見市における公民館活動の現状 

-日本の公民館からアジア諸国のコミュニティー学習センター（ＣＬＣ）に向けての発信- 

 

岐阜大学   

総合情報メディアセンター 

准教授  

益川 浩一 

 

はじめに 

岐阜県多治見市は、人口 117,508 人（2008 年４月 1 日現在）、岐阜県の南南東、名古屋市から北東 36 キロメ

ートルに位置し、岐阜県東濃地方の産業・経済・文化の中心地であるとともに、中部経済圏の一翼を担う重要な

位置にある。尾張地方との交通が比較的容易であったところからその勢力圏内に含まれ開拓が進み、奈良・平

安時代から陶器産国として知られ、それ以来日本陶業の中心地となっている。 

多治見市においては、1997 年の生涯学習拠点施設「まなびパークたじみ」（鉄筋鉄骨コンクリート造、地上８

階、地下１階の建物で、学習館（中央公民館的役割を果たす）と図書館の複合施設）のオープンを前に、財団

法人多治見市文化振興事業団が創設された。市 100％出資の民法第 34 条にもとづく公益法人である。以来、

多治見市文化振興事業団が、管理委託制度のもとで、学習館、市立公民館、図書館、文化会館、三の倉市民

の里、産業文化センター、土岐川観察館、勤労青少年ホーム等生涯学習・文化芸術・自然体験という多分野の

公共施設の管理・運営を多治見市から委託され、市の社会教育推進及び生涯学習・文化振興を担ってきた。

そして、2006 年の 4 月から、市内 13 施設（学習館・文化会館・三の倉市民の里・市立公民館８館・図書館・子ど

も情報センター）の指定管理者（5 年間）として、その管理・運営を行っている2。 

 

１． 岐阜県多治見市における公民館の歴史と実態 

多治見市における市立公民館は、これまで計８館が設置され、中学校区を主な活動エリアとしている（市之倉・

養正・脇之島・精華・南姫・小泉・旭ケ丘・笠原）。 

1996 年度までは、公民館には市職員が配置され、市直営で公民館が運営されていた。公民館長には市の

元管理職や学校長の退職者が嘱託としてその職に就き、公民館職員として市の正規職員１名、嘱託職員１名

が配置されていた。 

1997年度から文化振興事業団が館の運営を行なうようになり、館長会や主事会で、「新しい公民館の在り方」

が議論されるようになったと言う。そうした議論の積み重ねのなかで、いくつかの取り組みに新たに着手するこ

とになった。例えば、次のような取り組みである。①公民館の職員体制を３人体制から４人体制へ（現在は、非

常勤＋日々雇用の人事体制）。②館長など職員の公募による採用。③公民館活性化委員など住民参加の推

                                                  
22009 年2 月20 日に実施した多治見市学習館・多治見市養正公民館・多治見市市之倉公民館への訪問調査及び関係者に対する 

インタビュー調査を基にしている。また、記述にあたっては、益川浩一「人びとの『循環』と『にぎわい』のある多彩な『人間関係』が蓄 

えられた公民館の創造」（『月刊社会教育』2008 年８月号）及び加藤英治「市民が学びあう生涯学習のまちを目指して」（益川浩一編 

著『人びとの学びと人間的・地域的紐帯の構築』大学教育出版、2007 年）を引用・参照した。 
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進。 ④小・中学生ボランティアの事業参加。 

こうした動きをきっかけにして、徐々に公民館は地域と連携する館へと転換していったとされる。その際に中

心的な役割を果たしたのが、市内各公民館に設置された「公民館活性化委員の会」とその委員である「公民館

活性 

化委員」であった。「公民館活性化委員の会」とは、公民館事業の企画・運営を主体的に手がける地域住民の

会であり、その委員である「公民館活性化委員」は、公民館活動に対し熱意を有する者の中から公民館長が委

嘱するものとされている（各館 10 名以内、任期 1 年、再任可能）。 

 

２． 多治見市養正公民館の活動 

多治見市養正公民館（現在の職員体制は、館長 1 名（嘱託、月 40 時間勤務）、非常勤職員 2 名（8 時 30 分～

17時勤務）、日々雇用職員2名（月14日勤務））は、2005年度の全国優良公民館文部科学大臣表彰を受賞した。

地域と一体となり幼児から高齢者までを対象とした事業に取り組んできたことが認められての受賞だった。そうし

た地域連携事業の中心を担ってきたのが、「公民館活性化委員」である。メンバーは10名で、公民館の利用者を

中心に地域を愛し公民館が大好きな人たちが、幅広い人脈と豊富な知識を活かして委員として活躍している。す

べて無償のボランティアである。養正公民館では、公民館活性化委員の会を「仕掛け人の会」と呼び、地域と公

民館を繋ぐまちづくりのキーマンとしての役割を果たしている。この仕掛け人の会が、公民館事業のいくつかを、

とくに「多世代に対応できる地域住民の『居場所づくり』」事業を企画・実施している。以下、その事例を紹介する。 

（１） 「お茶の時間ですよ」 

多治見市養正地区は小学校、中学校、高校、陶磁器の研究機関等が集まり、明治の初めから文教地区として

の風土が育まれ、文化活動に熱心な地域であるが、一方で新しい住民の転入が少なく、地域の高齢化が進んで

いる。 

「地域には定年退職後、時間を持て余している方や独居で孤独な高齢者の方が多く居るのではないか。」「公

民館を喫茶店のような地域のたまり場にして、みんなが集まることができるようにしたい。」このような思いを抱い

て、2000 年度から、仕掛け人のメンバーが中心になって、高齢者の生きがいづくり事業「お茶の時間ですよ」を

開始した。 

毎週月曜日の午前中、公民館の和室・図書室等を開放し、地域の高齢者（60 歳以上の高齢者対象）が囲碁や

将棋、読書、井戸端会議等仲間づくりをしながら自由に楽しむ。地域のボランティアがコーヒー、お茶、菓子等の

サービスをする。参加費は無料で、毎回60～70人程度の参加者がある。また、近隣の養正幼稚園の園児が来館

することもあり、歌の披露や世代間の会話を楽しみながら、世代間交流を深めている。園児からの手紙や絵画の

展示も、高齢者たちの楽しみのひとつになっている。 

（２） 「ママ、ちょっと一息 井戸端会議」 

子どもを持つ母親等が、公民館を拠点に情報交換しながら仲間づくりをする場として始められた。毎週水曜日、

幼稚園の帰宅時間に合わせて公民館のホールを開放する。母親等が自由に集まり、おしゃべりや交流するサロ

ンであり、子どもたちの遊びの場でもある。子どもたちが使うおもちゃや絵本は、公民館の広報で募集して地域

住民から寄付してもらったものである。母親同士の交流のなかから、子育ての方法や地域の情報が伝わり、公民
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館事業として定着してきている。 

（３） 「養正子ども大学」 

養正子ども大学は、地域の子どもたちの居場所づくりと地域の歴史・伝統を子どもたちに伝承していく学習プ

ログラムとして、2002 年度から始められた（小学 1 年生～6 年生対象）。仕掛け人や地域のボランティアが講師を

務め、さまざまな体験活動・交流事業を実施している。例えば、地場産業である陶器の絵付けを行ない、できあ

がった丼で手打ちうどんを食べる、地域の施設「核融合科学研究所」（文部科学省）を見学する等である。プログ

ラムづくりには仕掛け人の会のメンバーが関わり、指導者は、仕掛け人でもある地元の日展入選作家や元教員

等が務めている。また、養正子ども大学には、地元の多治見中学校の生徒たちがボランティア「輝き隊」を組織し、

スタッフとして参加して、小学生たちの体験活動・交流事業を支えている。毎回 10 数名がボランティアスタッフと

して参加している。不登校だった小学生が、中学生スタッフの励ましで学校へ進んで行くことができるようになっ

た例もあると言う。「輝き隊」は、公民館まつりや青少年まちづくり市民会議の事業等にも関わり、公民館を中心に

活動の輪を広げている。また、養正子ども大学に参加していた小学生が中学校に進学して「輝き隊」に加わり、今

度はボランティアスタッフとして養正子ども大学を支援する側に回るケースも多いと言う。 

2007 年度の養正子ども大学の学習プログラムは、以下のとおりである。 

 

日にち  平成2007 年6 月～2008 年2 月の第3 土曜日 

時 間  午後1 時30 分～3 時30 分 

対 象  小学１～６年生 

定 員  30 名 

月 テーマ 

６月 開校式・大判カルタづくり 

７月 再生紙への旅「王子製紙見学」 

９月 みんな今日からうどん職人（親子参加） 

１０月 君も遊びの天才 

１１月 国際交流講座 県立多治見高校と共催 

１２月 和紙に挑戦 

１月 絵手紙教室 

２月 卒業アルバム製作・修了式 

 

３． 多治見市市之倉公民館の活動 

多治見市市之倉公民館（現在の職員体制は、館長1 名（非常勤、8 時30 分～17 時勤務）、非常勤職員2 名（8

時 30 分～17 時勤務）、日々雇用職員 1 名（月 14 日勤務））は、2007 年度の全国優良公民館文部科学大臣表彰

を受賞した。地域住民が主体となった公民館活動が推進されており、さらに様々な講座を数多く実施することで、

公民館が住民同士で学び合うことのできる「生涯学習の場」となっていることが認められての受賞だった。とくに、
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①「地域の名士、地域の小・中学校長、自治会長、地域のエコクラブ会長、有識者」等が役員を務める運営会議

によって運営計画が策定され、②「深い教養、優れた技能」を持つ地域住民が講座の講師となり、③子どもから

大人までが地域ぐるみで学び合うことのできる講座・「市之倉ふるさと楽園」（年間約 40 講座を展開）が特徴的な

取り組みである。2007 年度は、以下のような要領で「市之倉ふるさと楽園」が実施された。 

（１） 講座運営 

・ 地域ボランティア講師を中心に一定期間（数回）を通した講座を基本に編成。 

・ とりわけ高度な専門的知識を要する「特別講座」については、地域外の講師を依頼。 

・ 講座の充実を図るため、地域講師の発掘に努める。 

・ 郷土文化や地域の自然をテーマとした講座を中心とする。 

・ 親子で参加できる講座についても積極的に開設する。 

（２） 運営経費 

・ 講師謝礼は１コマ 1,000 円 

・ 受講料は、子ども１コマ 100 円、大人１コマ 200 円（材料費等実費は受講者負担） 

（３） 2007 年度開講講座（一例） 

 ① 子ども向け 

「市之倉探検隊」（自然体験活動）、「ネイチャースクール」（農業体験）、「理科教室」（実験講座）、「僕も私も作

陶家」（陶器づくり）、「静電気で遊ぼう」（理科実験講座）、「茶道で作法を学ぼう」（茶道の作法を学ぶ）、「ダン

ボールでパチンコゲームを作ろう」（工作）、「パティシエをめざして」（お菓子づくり） 

② 一般向け 

 「大人の仲間づくり」（地域の自然観察、史跡探訪）、「介護予防教室」（健康学習）、「食を育てる子どもの心」（食

育講座）、「街道ウォーク」（窯元の立ち並ぶ町並み散策）、「菊作りを楽しもう」（園芸）、「トラベル英会話」（語学

学習） 

（４） 開講式、成果発表 

 ・ 各講座合同の開講式を実施。 

・ 各講座修了時に修了式を実施し、修了証を授与。 

・ 「ふるさと学園」開講式、地域の小学校始業式・入学式に、1 年間の活動の様子をまとめたパネルを展示。 

（５） 2007 年度実施講座数及び参加人数 

 ① 子ども向け：24 講座（67 コマ）、389 名受講（のべ受講者数 1,214 名） 

 ② 一般向け：11 講座（53 コマ）、131 名受講（のべ受講者数 476 名） 

 

４． 中央公民館的役割を果たす学習館の活動 

公民館が地域の生涯学習を支援する拠点であるのに対して、学習館は全市域を対象にした生涯学習事業や

公民館事業のサポート・ネットワーク化等の幅広い事業を展開している。 

（１） 「生涯学習市民講座」で現代的課題・行政課題に取り組む 

学習館事業のひとつに「生涯学習市民講座」がある。市民グループや NPO 法人・ボランティア団体と連携した
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環境講座、子育てボランティア養成講座、男女共同参画講座、まちづくり講座、健康増進講座等、全市的な課題

に取り組む講座を開催している。 

2008 年度に実施されたプログラムの一例を挙げてみると、以下のようなものがある。 

・ 「人前美人」（子育て支援・男女共同参画講座） 

多治見市人権推進室と連携して実施。「保育ボランティア講座」（公民館講座）の修了生が立ち上げたボラン

ティア団体「おひさま」が託児ボランティアを行う。 

・ なりきり体験講座「たじみごっこ」 

市内の企業・店主・職人等（例えば手芸店・和菓子店、新聞配達・花屋・大工・ドッグトレーナー等）が講座の

講師となる。子どもたちが本格的な仕事体験をするキャリア教育講座。 

・ 多治見市桔梗大学 

高齢者（60 歳以上）対象の市民大学で、全体学習・コース別学習（健康・生活・社会）・特別講座（短期・少人

数講座（パソコン・絵手紙等））・クラブ活動等が進められている。 

・ 「市民のための環境講座」 

里山ウォーク、陶器のリサイクル・ゴミ処理問題等を学ぶ。多治見市環境課・市民グループ（多治見市循環型

社会システムを考える会）と連携して実施。 

「生涯学習市民講座」を企画し実施する上で留意している点は、①行政、市民グループ、NPO 法人・ボランテ

ィア団体、地元商店主、企業等多くの組織と連携協力し、活動が広がるような仕掛けをする、②市の総合計画や

課題の中から市民のニーズを把握する、③市民が興味を持つようなタイトルや内容にする、の３点である。現代

的課題・行政課題を扱う講座では受講生を集めるのは容易なことではない。だからこそ「生涯学習市民講座」は、

より興味を惹く工夫と、講座終了後の広がりを持つ仕掛けが必要であり、全市的な課題解決を担う多治見市役所

の関係部局等との連携協力が不可欠となる。 

（２） 「まなびの森」・知的好奇心を探る教養講座 

市民の知的好奇心に応える教養講座として「まなびの森」がある。様々な現代的課題・行政課題に取り組むの

が「生涯学習市民講座」であるのに対して、高等教育レベルの質の高い教養講座が「まなびの森」である。例え

ば、2008 年度は、「史料で楽しむ幕末維新史」、「大人の時間を楽しむ カクテル入門」、健康増進を目的とした

「心と体をきれいに パワーヨガ」講座、「レトロ看板は時代を語る」、「はじめての JAZZ」、「ミュージカルは愉快

だ！！」、「オペラは愉快だ！！」等が開催されている。 

（３） 「大学連携事業」で新しい学びを創る 

2005 年4 月、学習館5 階に岐阜大学大学院教育学研究科のサテライト教室が開設された。岐阜大学の教室と

インターネット回線で結び、テレビ会議システムを活用した遠隔教育手法によって、大学の講義を一般市民にも

提供している。 

（４） 「たじみオープンキャンパス」 

学習館では、市民が講師・コーディネーターとして講座を企画・運営するシステムである「たじみオープンキ

ャンパス」事業に着手している。「たじみオープンキャンパス」では、市民の中で講師として講座開設を希望す

る者が「アドバイザー」として登録され、「アドバイザー」が講座計画を作成して学習館に提出し、講座開設が認
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められると事業団の広報誌「ぶんぶんネット」とウェブサイトにより受講生が募集される。原則として受講希望者

が6名に満たない場合は講座不成立となる。講座期間は最長3ヶ月で、12回まで開催できる。受講料は1回（2

時間）あたり一律 500 円で、アドバイザー報酬は最低 2,000 円（6～9 人）で、受講者数が増えると増額され、受

講者10～12 人で 3,000 円、13～15 人で 4,000 円、16～18 人で 5,000 円、19～21 人で 6,000 円、22 人以上で

7,000 円となる。2008 年度は約 200 講座が開講され、2008 年 4 月 1 日現在で 110 名の地域住民がアドバイザ

ーとして登録されている。事業開始から現在までに1万人を超える市民が市民手づくりの講座を受講している。

オープンキャンパスによる多彩な講座の開催は、住民の中に潜在的にある「教えたい、学びたい」というニーズ

を掘り起こしたという点で大きな成果があったとされる。2008 年度には、リラクゼーション・クラフト・健康・スポー

ツ・子ども講座・語学・パソコン・文化/芸能・ダンス・趣味・料理・音楽・教養・親子講座・美容等多彩な分野にわ

たる学習プログラムが提供された。 

 
５． 「人間関係」（social capital）が蓄えられた地域を目指して 

以上、多治見市養正公民館、市之倉公民館、多治見市学習館の活動実態を概観してきた。 

養正公民館においては、地域住民のボランティア・「仕掛け人の会」が「学習コーディネーター」となって、地域

の高齢者、女性（とその子ども・乳幼児）、子ども（幼児・小学生）、ボランティア中学生、高校生等を公民館に呼び

込みながら、「多世代に対応できる地域住民の『居場所づくり』」事業を積極的に展開していた。 

 市之倉公民館においては、①「地域の名士、地域の小・中学校長、自治会長、地域のエコクラブ会長、有識者」

等が役員を務める運営会議によって運営計画が策定され、②「深い教養、優れた技能」を持つ地域住民が講座

の講師（「市民講師」・「教育サポーター」）となり、③子どもから大人までが地域ぐるみで学び合うことのできる講

座・「市之倉ふるさと楽園」が展開されていた。 

 学習館では、中央公民館的に市内公民館のサポートを行いつつ、館独自の事業として、市民が講師として講

座を企画・運営するシステム「たじみオープンキャンパス」事業が進められ、そこでは市民が講座の「学習コーデ

ィネーター」「教育サポーター」の役割を果たしていた。 

 多治見市の公民館活動の特徴は、地域住民の自発的な「参加」によって創り出される「地域住民参加型」事業

の展開にあると言えよう。養正公民館・市之倉公民館・学習館のこうした取り組みは、地域住民の誰もが気軽に立

ち寄ることのできる場（地域の“茶の間”）として公民館に地域住民を呼び込みながら、地域住民の「参加」を多元

的に拓き、多様な主体（子ども・若者から高齢者まで）が相互に交流・協働する機会を提供することで、公民館に

子ども・若者から高齢者まで世代・立場を超えた多様な人びとの「循環」と「にぎわい」を創り出し、地域に多彩な

「人間関係」（social capital）、すなわち「顔の見える距離におけるあてにしあてにされる関係」を蓄える契機になっ

ているといえる。 

 

おわりに ―日本の公民館からアジア諸国のＣＬＣに向けての発信― 

アジア諸国のコミュニティー学習センター（ＣＬＣ）の取り組みから、日本の公民館は、「教育・文化に狭く限定さ

れるのではなく、貧困・福祉・医療・保健・生産等に関わる人びとのリアルな生活要求にトータルに取り組む姿勢」
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を学ぶことができると思われるが3、アジア諸国のＣＬＣが日本の公民館の現状から学ぶべき点はどこにあるの

か。 

以下、若干の私見を述べ、論を閉じることとしたい。 

結論的に言えば、公民館は、地域住民の「参加」を核とした「人間関係」を地域に蓄える「住民参加財」として機

能していくことが重要であるという点である。こうしたことを強調する背景には、以下に示すような日本社会の現状

に対する認識と危機感が存在する4。 

① 規制緩和、グローバリゼーション等の社会構造の大きな組み替えと少子高齢化の進展という人口構造の高

齢化、高学歴・成熟社会の到来による価値観の多様化、さらには、介護問題や環境問題等、これまで日本

が経験したことのない社会変動が進んでいる。 

② これらの社会変動は、雇用構造の流動化と地域の人間関係の分断状況として現れ、終身雇用制と年功序

列制の崩壊、完全失業率の増大、フリーター・ニートの増加、デフレ進行による家計収入の減少等に具体

的な形として現れている。 

③ 規制緩和によって進行する郊外型大規模小売店舗の展開は、地域の商店街を衰退させ、人びとが出会う

空間を消滅させ、地域の人間関係を分断している。地域にある商店街は、単に物を売り買いするだけの

機能を果たすものではなく、地域の人びとが出会い、言葉を交わし、お互いに気にかけあい、井戸端会

議をする場、そして子どもの遊び場としての公共空間であったが、この商店街が全国的に衰退している。 

① さらに、国際資本の国内市場への展開は、国際競争力が弱い地場産業を直撃し、地域の人びとの労働

の場を奪うことになった。 

② その上、経済のグローバリゼーション化の進展により、主力産業の海外移転が加速し、その結果、税収が

不安定になったことで、従来の財政が破綻の危機に直面している。 

③ このような変動の目に見える状況が、地域商店街のシャッター通り化・ゴーストタウン化であり、地場産業

の倒産と地域の人びとの失業とリストラの進展による中高年齢層の失業であり、それらがもたらす地域の

人間関係の崩壊と地域文化の衰退である。 

 

公民館活動を通して地域に人の「循環」を形成し、人と人との互いに気にかけあい、互いに支えあう健康な関

係を構築し、人びとが自尊心と生きがい、そして社会貢献の意思を持って生活できる社会基盤を整備するととも

に、その人間関係を基礎に、地域を安心感と信頼感のある公共空間へと形成することで、日本社会をめぐる上述

の今日的問題状況を克服していく方向性が見いだされ、地域の活性化につなげていくことが可能となるのでは

ないかと思われる。 

より具体的には、おおよそ、次のような筋道をたどるものと想定される。第一に、公民館において地域の人びと 

に対して生涯学習プログラム（講座・事業・居場所等）を提供するとともに、生涯学習プログラム受講（参加）者を

                                                  
3筆者が調査団の一員として参加した「タイ・カンボジアＣＬＣ調査」（2007 年3 月3～9 日、財団法人ユネスコ・アジア文化センター 

International Exchange Programme under the UNESCO/Japan Funds-in-Trust for the Promotion of International Cooperation and 

Mutual Understanding）から得た知見である。 
4ひと循環型社会支援機構『高齢社会の新しいコミュニティ』2002 年等を参照。 
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中心にした住民グループの形成を支援する。これは、地域の人びとが自らの興味・関心や生活の必要をもとに、

自分にあった講座等を受講し、自らの自尊心を大切にしながら、社会的に活躍するきっかけをつかむとともに、

人びとのグループ形成を実務的に支援し、各種のボランティアグループ、住民ベンチャー、同好会等へと展開

することを予定したものである。第二に、形成された住民グループの活躍の場を形成し、人びとが公民館や地域

を舞台に循環し、新たな人間関係を形成することを支援することである。形成されたグループが地域の住民のた

めに活動し、それが地域に「にぎわい」を創り出し、将来的な産業形成へと導かれることが考えられる。そして、第

三に、こうした公民館を舞台とした活動を通して地域住民の「顔見知りの人間関係」が地域に蓄えられることで、

地域の中に「安心と共生」の価値観が創り出され、相互扶助と緩やかな共生の関係の中で生活を営む場を生み

出すことができる。 

地域活性化のカギを、経済の建て直しという物理的な問題ではなく、人びとの人間関係の構築という問題とし

て捉えることで、直接的な経済開発という手法によって地域を活性化する方向をとるのではなく、「安心感と信頼

感に支えられた人間関係を地域に蓄えることで地域を活性化させる」という方向をとることが可能となる。そこに果

たす公民館活動の役割は非常に大きいと思われる。 
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Kominkan Activities in Tajimi City, Gifu Prefecture 
-Remarks for Community Learning Centres (CLC) of Other Asian Countries-  

 

        
MASUKAWA Koichi 

Associate Professor 

Information and Multimedia Center 

Gifu University 

 

     The aim of the present study is to outline the activity status of Yosei Kominkan, Ichinokura Kominkan 
and Tajimi Lifelong Learning Centre in Tajimi City, Gifu prefecture, in order to clarify activity approaches that 
may be beneficial to the community learning centres in other Asian countries. 
     At Yosei Kominkan, the local resident volunteer group “Shikakenin no Kai”(The Progressive 
Association) functions as learning coordinator.  While attracting local elderly, women, children and junior 
and senior high school students to the CLC, this group is actively working toward the “creation of a 
comfortable place that can respond to multiple generations of local residents”. At Ichinokura Kominkan, local 
residents with “profound education and superior skills” provide educational support and have developed the 
“Ichinokura Furusato Gakuen” (Ichinokura Hometown Campus) and courses which facilitate mutual learning 
from children to adults supported by the whole community.  At the Tajimi Lifelong Learning Centre, with 
citizens as teachers, the system of course planning and implementation and the management of the “Tajimi 
Open Campus” is progressing; citizens are taking on the roles of learning coordinators and education 
supporters for the courses.  The primary feature of CLC activities in Tajimi City is the development of a 
“local resident participation style” of management that is generated through the voluntary participation of local 
residents.  While attracting local residents to the CLC as a place where any member of the community can 
casually drop in, the initiatives employed by Yosei Kominkan, Ichinokura Kominkan and Tajimi Lifelong 
Learning Centre invite the participation of local residents on multiple levels.  The provision of opportunities 
at the CLC for mutual exchange and cooperation among a variety of people from children and young people to 
the elderly, generates a diverse circulation of people that transcends generation and social position and creates 
the opportunity to store diverse social capital within the community. 
     Through examining the current status of Japanese community learning centres, the CLCs of other Asian 
countries can learn the importance of functioning as a resident participation resource that is stored as social 
capital within the community with local resident participation at the core. 
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世界に広がる「公民館の魅力」 

 

国立教育政策研究所  

生涯学習政策研究部 

総括研究官  

笹井 宏益 

 

１． 「地域を基盤とする学習拠点」の重要性 

 2008 年10 月6 日から 8 日まで、ソウル（韓国）にて第6 回国際成人教育会議（CONFINTEA Ⅵ）のアジア太平

洋地域の準備会合が開催された。この会合は、本年 5 月にブラジルで開催される本会議に向けて、アジア太平

洋地域の成人教育（成人学習）の現状や今後の展望について、関係者の意見を集約しようというものである。こ

の会合の最終日に、アジア太平洋地域の意見のまとめとして、ブラジルでの本会議に提言する文書が作成され

たが、その最終文書の中に、現在アジア各地で展開しつつあるコミュニティー学習センターを念頭に置いた、

「地域を基盤とする学習拠点」の記述が盛り込まれた。 

 実は、現在、アジアを中心に、たくさんのコミュニティー学習センター（Community Learning Centres=CLCs）が

設置されてきている。コミュニティー学習センターとは、日本の公民館に類似した、市町村以下の小さい規模の

集落単位に設置された地域の社会教育施設のことであるが、こうした施設が、東南アジアを中心に、世界的に広

まってきているのである。先の CONFINTEA Ⅵ・アジア太平洋地域準備会合の 3 日間の議論の中でも、各国の

関係者から、これからの成人教育の担い手役として、コミュニティー学習センターの果たすべき役割やその重要

性について数多くの指摘がなされ、地域を基盤とする学習拠点の意義や役割がアジアの教育関係者の共通理

解となっていることがうかがわれた。このことは、言い換えれば、コミュニティー学習センターという地域を基盤と

する学習拠点をつくりその機能を充実していくことが、各国の成人教育政策の主要政策になっていることを示す

ものといえよう。 

 先の最終文書にコミュニティー学習センターの意義が強調された背景には、このような事情がある。 

 

２． コミュニティー学習センターの現状 

 アジアでは、タイ、ベトナム、インドネシア等を中心に、一万館を超えるコミュニティー学習センターが設置され

ており、それらの多くは、学校に行けなかった大人たちに対する識字教育や所得向上のための生活技術教育の

場であったり、あるいは地域の人たちが集まって相談をしたり、地域の行事を開催したりする場として機能してい

る。しかしながら、一部には、十分に機能せず形骸化してしまったものも見受けられる。そうしたことの背景には、

コミュニティー学習センターが、従来の「教育機関＝学校」とは異なり、社会教育施設特有の性格をもっているこ

とが挙げられよう。 

 例えば、コミュニティー学習センターは、地域という生活の場で、皆で集まって学習する施設であり、互いに教

え合ったり学び合ったりしながら、生活の中から生まれてくる悩みごとを解決したり、生活の中で興味をもってい

ることを実現したりするような活動が求められている。また、学習者の多くは、家庭をもち、また豊富な社会経験を
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もつ大人であることから、コミュニティー学習センターの指導者は、学習者に対して「大人の学習者としての配慮」

が必要である。そこでは、学習者の自主性や課題意識、興味関心等を尊重することが何よりも重要になる。こうし

た視点から、アジア諸国のコミュニティー学習センターの現状をみてみると、一見順調にいっているように見えて

も、その運営面や学習活動の面でいくつもの課題を抱えていることがわかる。 

現在アジアで設置・運営されているコミュニティー学習センターは、その期待されている役割に着目すれば、

我が国の公民館をモデルにしているといっても過言ではない。その意味で、両者には役割や機能が異なる部分

もあるものの、我が国の公民館のコンセプトや機能はもとより、これまでの諸経験から得た多くの知見が、今後ア

ジアのコミュニティー学習センターが発展を遂げていく上で、大きく役立つものと考えられる。 

  

３． 公民館のコンセプトとその役割 

ここで、我が国の公民館のコンセプトや期待される役割等をまとめてみよう。 

３．１． コンセプト 

 公民館は、第二次世界大戦後の日本で生まれた。もちろん、地域の人たちが集まる集会所的な機能をもつ施

設がヨーロッパをはじめ世界各国に存在していることは事実であるが、地域住民に対する教育活動に着目し、そ

れをコンセプトの基本とするような施設を、生活の本拠地（＝地域）につくるという考え方は、日本の公民館が源

流である。いうまでもなく、公民館の機能のうち何が重視されるかという点については、日本社会の変化に対応し

て変わってきたが、その基本は、公民館が誕生したときから変わっていない。公民館が誕生したときのコンセプト

といわれているものは、次に掲げる事項である。1 

〔社会教育の機関〕 

公民館は、地域住民が集まって、教え合ったり学び合ったりして、お互いの教養文化を高めるための民主的な

成人教育機関である。 

〔住民の交流の場〕 

公民館は、住民の相互の親睦を深め、助け合いの精神を培い、住民自治向上の基礎となるべきところである。 

〔産業振興の原動力〕 

公民館は、住民の教養文化を基礎として、地域の産業振興を推進する機関である。 

〔民主主義を学ぶ場〕 

公民館は、いわば「住民の民主主義の訓練所」であり、その運営に当たっては、平等原則の徹底や基本的人

権の尊重が求められる。 

〔文化交流の場〕 

公民館は、「中央の文化」と「地方の文化」が交流する場であり、積極的に中央から講師を招き意見を聴くととも

に、地方の状況を中央に伝えるようにつとめる必要がある。 

〔青年の積極的な協力を求める場〕 

青年こそが地域づくりの推進役となるべきものであり、公民館の運営や活動に青年層の積極的な参加を促す

                                                  
1 以下の事項の記述は、1946 年に作成された「公民館設置要綱」から抜粋し、筆者がわかりやすく書き直した。 



CLC-公民館交流事業参加者の経験から（海外メールインタビュー） 

 
以下は、ユネスコ・日本ユネスコ協会連盟・ACCU の会議・研修等で公民館との交流を経験した参加者に対する 

E メールによるインタビューの内容である。 

 

質問 1： 

あなたが日本の公民館を訪問し、公民館活動を見学した時の印象はどうだったか。 

公民館の長所はどのような点だと思うか。どういった点で公民館に改善の余地があると思うか。 

質問 2： 

日本の公民館とあなたの国の CLC での連携やネットワークづくりは、あなたの国の CLC 活動を振興する 

上で役立つと思うか。もしそう思うならば、どのような連携、ネットワークが有益だと思うか。 

＊以下、回答者の国のアルファベット順に掲載 

 
バングラデシュ 
人民のための教育キャンペーン 
プログラムマネージャー  タポン・クマール・ダス 
 

質問１：あなたが日本の公民館を訪問し、公民館活動を見学した時の印象はどうだったか。公民館の長所はどのよう

な点だと思うか。どういった点で公民館に改善の余地があると思うか。 

高崎経済大学と公民館と高崎市議会の協働や連携は素晴らしい。ACCU も、ACCU が行っている生涯学習

プログラムの一部としてではなく、全体として参加できたら良いと思う。そうすることによって、生涯学習の概

念のもと、学習の質を向上することができるだろう。又、ACCUもこれらの協働プロジェクトから様々なことを学

び、国内の他の地域や他の加盟国に発信できると思う。 

農業の発展に関する活動は重要な活動の一つであり、農民は、将来のニーズに関連させた学びを発展させ

る機会を得ることが出来る。大学生たちも同時に、農民から学ぶことが出来る。今日、有機農業は重要なニー

ズになっており、暮らしの質の向上にもつながりうるものである。又、「地域が大学を発展させると共に、大学

が地域を発展させる (The community develop the University & the University develop the Community.) 」とい

う言葉を農民がおっしゃっていたが、私も同じことをバングラデッシュのあるフォーラムで言った。この考えこ

そが、発展途上国の多くの大学と共有できることだと思う。 

 

質問２：日本の公民館とあなたの国のCLCでの連携やネットワークづくりは、あなたの国のCLC活動を振興する上で

役立つと思うか。もしそう思うならば、どんな連携、ネットワークが有益だと思うか。 

ネットワークは生涯学習関係者の中ではとても重要だと思う。アジア太平洋地域のネットワークは、理解の共

有やアイディアの普及のために組織づくられたら良いと私は常に思っている。２００７年に行われた国際専門

会議の席でも言ったが、様々な国からの様々なネットワーク組織の代表者がメンバーとなった大きなネットワ

ークを構築する上で、ACCU は先導的な役割を担うことができると思う。私たちはいつでも、参加し貢献する

準備はできている。 

 100  



カンボジア 
日本ユネスコ協会連盟 カンボジア事務局 
プロジェクトアドバイザー  オウセ・チョープ 
シニアプロジェクトオフィサー  ラヴィー・ヤング 
 
質問１：あなたが日本の公民館を訪問し、公民館活動を見学した時の印象はどうだったか。公民館の長所はどのよう

な点だと思うか。どういった点で公民館に改善の余地があると思うか。 

印象と公民館活動 

２００８年５月２９日から６月１１日まで日本に視察で訪れた際、私たちカンボジア・ラオス・インドの世界寺子屋

運動三カ国の一行を公民館運営委員会（Kominkan Committee）が温かく迎えてくれた。私たちは多くのこと

を学び、次に述べる公民館活動をとても誇りに思っている。 

・ 公民館運営委員の親切なおもてなし 

・ 公民館を持続可能なものにしている公民館運営委員会の運営管理力 

・ 公民館活動を支援するために地域の人々から資金集めを行う公民館グループ（Kominkan Group） 

・ 公民館活動に貢献するそれぞれの家庭の意識の強さ 

・ 図書館・スポーツ・レクリエーションなどの趣味・娯楽に関する、全ての人々のためにある公民館活動 

・ ノンフォーマル教育（公民館）を手厚く支援している日本政府 

公民館の長所 

地域の人々がリラックスしたり楽しむために公民館を自由に使える。すなわち、地域の人々は公民館の理念

や機能をすでによく理解していて、公民館活動を支持・支援することに喜びを感じている。こういった地域の

人々の活動は公民館の持続可能性に大きく寄与している。 

公民館の改善点 

私たちが見たところによると、公民館運営委員のほとんどが年配の方だった。もちろん年配の方々は多くの

経験や知識を持っていることは承知だが、若い世代対象の活動もとても重要だと思う。私たちの提案として

は、若い世代の人々に動機付けをさせ、公民館活動に参加してもらうようにすることである。 

 

質問２：日本の公民館とあなたの国のCLCでの連携やネットワークづくりは、あなたの国のCLC活動を振興する上で

役立つと思うか。もしそう思うならば、どんな連携、ネットワークが有益だと思うか。 

プログラムや情報の共有・交換は日本の公民館とカンボジアの CLC にとってとても有益なことだと思う。日本

は世界の中でも先進国で、カンボジアのような発展途上国とは生活状況が異なっていると私たちは認識して

いる。公民館や CLC もまた、異なっていると思う。しかし、もし日本の公民館運営委員の方がカンボジアの

CLC に来て、「CLC 活動に人々の参加を促す方法と資源や長年の経験を通して公民館を持続させる方法」

について講義していただき、CLCの運営に関する提案等もしていただければ、カンボジアのCLC活動を向

上させるためにはとても有益な情報であると思っている。 

 

 

 

 101  



フィジー 

南太平洋大学 

ラウトカキャンパス校長  ジョセフ・クリストファー・ヴェラモ 

 
質問１：あなたが日本の公民館を訪問し、公民館活動を見学した時の印象はどうだったか。公民館の長所はどのよう

な点だと思うか。どういった点で公民館に改善の余地があると思うか。 

太平洋地域の大学から来た者として、高崎経済大学と倉渕公民館の協働の様子にはとても感銘を受けた。

倉渕地域の農民は、文化的価値と精神的価値を統合して持続可能な農業を産み出すという伝統的な農業の

スキルを持っている。さらに、公民館を通じて大学と協働することによって近代的なテクノロジーを伝統的農

業に取り入れている。 

大学が技術的なノウハウを提供する一方、大学生たちは地域から多くのことを学んでいるのに私は気がつ

いた。この例は、教育機関・地域・地方自治体、又、他の利害関係者が協働して、持続可能な農業と調和のと

れた農村の暮らしを実現させている非常に良い例である。 

このプロジェクトはとても素晴らしいと思うが、私の提案として、大学から技術的なノウハウを得ることで、公

民館として遺伝子組み換え種子を農業に取り入れられないだろうか。そうすることによって、有機農業よりも、

水や土壌の栄養分を多く必要としないで済む。持続可能である上に、インプットを減らし、生産性をあげ、ヘ

クタール単位の生産量もあげることができる。 

 

質問２：日本の公民館とあなたの国のCLCでの連携やネットワークづくりは、あなたの国のCLC活動を振興する上で

役立つと思うか。もしそう思うならば、どんな連携、ネットワークが有益だと思うか。 

公民館はアジア太平洋地域にとって巨大な教訓であると思う。というのは、公民館は、地域と協働して事業を

実施することができるということを示してくれた。地域には多くの経験に基づいた知恵や、古くからの知識が

あり、大学には、多くの近代的テクノロジーについての知識がある。これらの知識を協働によって統合するこ

とで、より持続可能な農業、調和のとれた暮らしを実現できる。 

このような公民館の事業はモデル事業として、発展途上国に広く普及されるべきだと思う。 

特に、地方での持続可能な農業や暮らしの向上には非常に役立つのではないかと思う。 

ＡＣＣＵはこれまでに多くの素晴らしい実績を上げ、アジア太平洋地域、さらには世界において国際的な 

名声を得ている団体であるので、ＡＣＣＵが公民館に関する調査研究の事務局をしているというのはとても

喜ばしいことだ。 

 

インド 

バーズ・プライド・プロジェクト 

プロジェクト長  カルナカラ・バルラヤ 

 

質問１：あなたが日本の公民館を訪問し、公民館活動を見学した時の印象はどうだったか。公民館の長所はどのよう

な点だと思うか。どういった点で公民館に改善の余地があると思うか。 

松本市町内公民館の視察はとても楽しめた。 

公民館の長所として、神田公民館では地域の人々の公民館活動への多くの参加を目にすることができた。

又、運営委員会の委員の方が委員自身で公民館の運営責任を共有し、資源の活用や持続可能性の実現を
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目的に、多くの資金募集活動も委員によって行われている。松本市神田町内の、子どもたちを含めた公民館

活動は特に良いと思う。 

公民館の改善に対する私からの大きな提案は特にないが、強いて言うならば、公民館活動にもっと若い世

代の人々が関わる必要があると思う。私が訪問したとき高齢者の参加は数多く見られたが、若い世代の人々

はほとんど見られなかった。 

 

質問２：日本の公民館とあなたの国のCLCでの連携やネットワークづくりは、あなたの国のCLC活動を振興する上で

役立つと思うか。もしそう思うならば、どんな連携、ネットワークが有益だと思うか。 

実際に訪問して活動を見学することがとても重要だと思う。しかし、インドと日本の地理的関係を考慮すると、

お互いの訪問による交流は難しいと思う。少なくともニュースレター・報告書・写真などでの情報交換が   

お互いの国にとって興味深く、良いものになると思うし、他の国にとっても同様であろう。 

 

インドネシア 

スタジオ・ドリヤ・メディア 

ジェネラルコーディネーター  エディー・ハンドノ 

 

質問１：あなたが日本の公民館を訪問し、公民館活動を見学した時の印象はどうだったか。公民館の長所はどのよう

な点だと思うか。どういった点で公民館に改善の余地があると思うか。 

人口約５,０００人の岡山県真備町箭田地区と真備公民館を訪問した際の私のノートによると、箭田地区のモッ

トーは「私たちは、公民館によって築かれた一つの大きな家族(We are One Big Family has been adopted by 

the Kominkan)」ということである。これは、住民の世代間を超えての学びを促すために計画された真備公民

館の様々な活動からも見てとれる。例としては、子ども・青年・年配の方々が直面している地域内の環境問題

である。これらの活動から学んだこととして、公民館または CLC は、地域の参加と社会的公平・環境の持続

可能性に向けての政府の管理能力を統合させる上でとても重要な役割を担っている。だが、実際これらの問

題は、他の発展途上国においてとても深刻になっている。 

 

質問２：日本の公民館とあなたの国のCLCでの連携やネットワークづくりは、あなたの国のCLC活動を振興する上で

役立つと思うか。もしそう思うならば、どんな連携、ネットワークが有益だと思うか。 

特に、地域のコミュニティーのニーズもしくはそれ以上のものを満たすために、小規模のノンフォーマル共有

学習方法論の発展(the micro-nonformal shared-learning methodology development)を目指す上でのファッシリ

テーターの役目も担う CLC の視点から言えば、日本の公民館とのネットワークや情報交換は私の国の CLC

活動を促進するためにとても有益だと思っている。私が日本の地方に行ってきたと同僚に話した際、同僚が

驚くべきことを私に聞いてきた。日本の農民はちゃんとやっているのか。日本の農業のシステムはどうか。日

本政府はどのように農業発展を支援しているか。このように、興味を持つ人持たない人がおり、共有できるか

どうかは誰と共有するか次第である。よってCLCが、国内やアジア太平洋地域内の営利団体を対象にノンフ

ォーマル共有学習を実施することは難しいだろう。 
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ラオス 

教育省  

ノンフォーマル教育部 ランプーン・ルアンシャイ 

 

質問１：あなたが日本の公民館を訪問し、公民館活動を見学した時の印象はどうだったか。公民館の長所はどのよう

な点だと思うか。どういった点で公民館に改善の余地があると思うか。 

私の印象 

最も印象に残ったのは、地域の人々の公民館活動への参加とオーナーシップです。 

公民館の長所 

・ 政府からの一人の常勤職員のための予算と地域の人々の貢献 

・ 地域の人々の社会的・経済的背景― 社会全体が地域社会発展のために貢献する準備ができていること

に基づく 

公民館の改善点 

なし 

 

質問２：日本の公民館とあなたの国のCLCでの連携やネットワークづくりは、あなたの国のCLC活動を振興する上で

役立つと思うか。もしそう思うならば、どんな連携、ネットワークが有益だと思うか。 

生涯学習の枠組みの目的を満たすために、CLC 活動の運営や企画の方法を政策立案者と CLC 運営委員

会が学ぶことはとても有益なことだと私は思う。しかし、日本と私の国では社会的・経済的背景が違うため、 

情報などを共有するときはこういった点を考慮する必要がある。 

 

モンゴル 

教育文化科学省国立学校外・遠隔教育センター 

センター長  バッチュルラーン・イェンブー 

 

質問１：あなたが日本の公民館を訪問し、公民館活動を見学した時の印象はどうだったか。公民館の長所はどのよう

な点だと思うか。どういった点で公民館に改善の余地があると思うか。 

私の印象と公民館の長所 

2003 年よりアジア太平洋地域の CLC を訪問し、活動を紹介させていただく機会を何回か得た。私の経験か

ら、先進国と発展途上国では社会的背景により二つの異なる生涯学習のシステムが存在していて、それぞ

れの活動内容も異なる。ミャンマー・フィリピン・インド・タイなどの発展途上国の多くの CLC では、学校をドロ

ップアウトした人々、何らかの理由で学校に行っていない子供たち、読み書きのできない大人たちを対象に、

職業教育などのプログラムが多く実施されている。一方、先進国では、途上国が抱えるこれらの問題はそれ

ほど深刻でないため、生涯学習センターの活動の多くは大人への教育機会の提供である。 

日本の公民館は、小さい子どもから高齢者まで全ての年齢層の人々を対象に教育機会を提供しているとい

う点で、世界中の生涯学習センターの中でもとても優れている。日本の公民館は幅広い活動を行っている。

例として、多様な講座の主催、ミーティングの開催、サークル活動のための施設の貸出、体育やレクリエーシ

ョン活動の提供、講座や展示会開催の支援、本の出版や貸出など、その活動は多岐にわたっている。こうい

った公民館の活動は地域の人々にとって身近で、アクセスしやすく、全ての人に開けている環境をつくりだ
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している。又、公民館は地元の小中学校と連携し、生徒たちに学校で学べないような知識やスキルを提供し

ている。実際、私が宇都宮公民館を訪問したときに、お茶会の様子を見学することができた。さらに、公民館

は、大人たちが新しいテクノロジーについても学べたり、ダンスや歌、絵画などの趣味・娯楽の活動の場でも

ある。公民館は、高齢者たちの余暇を楽しむ社交の場としても利用され、高齢者に新たなライフステージに

おいての自信や熱意を与えるきっかけづくりにもなっている。このように日本では、公民館は社会教育の中

心的存在であり、CLC の目指すべき姿であると私は思う。 

 

私が思う公民館の改善点 

１． 私が公民館を訪問したときに感じたことは、ほとんどの利用者が高齢者だった。おそらくそれは、日本の

社会構造上の特徴だと思うが、子供や青年など違う年齢層にも焦点を当て、公民館の活動を行っていくべき

だと思う。 

２． 若い世代の人々や日本で暮らしている外国人を対象に、日本の伝統的文化や言語を伝えていく活動 

がより普及すれば良いと思う。私は昔、日本に留学したばかりのモンゴル人の少女に出会った。彼女は公民

館の日本語クラスで学んでいた。彼女は、日本語クラスで、多様な文化的背景を持った人々と出会い、お互

いを尊重し合える仲を築く機会に恵まれ、さらに、専属の講師がいて、授業料も安く、とても気に入っていた。

日本で働く外国人とその家族のためのプログラムなども公民館を利用して行うことが可能だと思う。特に、日

本の伝統文化を伝えるプログラム、国際理解教育、持続可能な開発のための教育（ESD）を行うと良いと思う。

（日本にいる外国人労働者の数は少ないと思うが。）例えば、ノルウェーでは、大人の学習センターでの学

習者のほとんどが国外からの移民である。 

 

質問２：日本の公民館とあなたの国のCLCでの連携やネットワークづくりは、あなたの国のCLC活動を振興する上で

役立つと思うか。もしそう思うならば、どんな連携、ネットワークが有益だと思うか。 

モンゴルのノンフォーマル教育センター（Gegeerel）は初期段階の公民館と考えることもできる。 

規模は小さいが、構造や運営方法などはとてもよく似ている。もし日本の公民館とモンゴルのノンフォーマル

教育センターが連携したら、モンゴルにとってとても有益なものになると私は思っている。将来のネットワーク

や情報交換に関しては、公民館の運営や構造、地域や学校の参加、医療関係・法関係・農業関係・婦人会

などの NGO との連携を中心に行ったら良いと思う。私の提案としては、公民館の運営や管理経験を基に、

「モデル・ノンフォーマル教育センター」をモンゴルに設立できたら良いと思う。 

現在私たちは、東北大学教育学部教育科学科生涯学習論コースと連携している。去年、大学院生の何名か

がモンゴルのいくつかのノンフォーマル教育センターを視察に訪れ、現在彼らは、モンゴルのノンフォーマ

ル教育システムの課題やセンターの施設の管理状況について調査を行っている。 

2009 年の３月には、モンゴルから２名を東北大学に派遣する予定でいる。 

 

モンゴルの CLC 活動は、学校をドロップアウトした子どもたちに初等中等教育と同等のプログラムを提供 

する活動と、読み書きのできない大人たちに識字教育をする活動に限られている。そこで、日本の公民館が
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行っているような、高齢者・障害者・女性・結婚を控えるカップル・盲目な人・マイノリティーなどの人々への 

特別なプログラムをはじめる必要がある。 

 

情報交換・ネットワークへの提案は次の通り 

・ ビデオ紹介など様々な形で活動の経験を共有すること 

・ 公民館とノンフォーマル教育センターの間で、館長・政府関係者・学校長などの人物交流を行うこと 

・ 公民館の良い事例を伝えること 

・ 合同の会議や研修を開催すること 

・ 政府や議員等の意思決定をする人々に働きかけること 

 

ネパール 

国立ノンフォーマル教育センター 

会長  T.M. サキヤ 

私たちのスタッフである Mrs. Kalyan Baba Shrestha が 2007 年に岡山県岡山市立京山公民館と笠岡市立白石公

民館を、Mrs. Shanti Sobha Sakya が２００８年に早島町立中央公民館を訪問した。 

その他にも、Mr. TM Sakya と Mr. Dil Bahadur Shrestha が今までに多くの公民館を訪問した。そこで私たちは、

公民館はネパールの CLC 発展に貢献できると思っている。 

 

質問１：あなたが日本の公民館を訪問し、公民館活動を見学した時の印象はどうだったか。公民館の長所はどのよう

な点だと思うか。どういった点で公民館に改善の余地があると思うか。 

公民館と CLC は似たような目的を持っているが、日本の公民館は裕福で多くのプログラムを主催していると

私たちは感じた。 

公民館は、日本の地域発展に貢献してきている。公民館は市町村からの支援を受け、地域の発展や人々の

生活の質の向上のための活動を促進している。公民館には委員会(Board Committee)と企画委員会(Planning 

Committee)があり、下のような機能を持っている。 

１． 住民によって自発的に組織された地域に根ざした活動（サークル活動） 

２． 公民館主催の活動  

３． ボランティア活動 

４． 地域のニーズに即した活動 

５． 出版業務 

公民館主催の活動 

１． 環境問題を学ぶ講座 

２． 子ども、青年、年配の方対象の活動 

３． 男女平等に行える活動 

４． 情報テクノロジー 

５． 複数の文化・伝統の共存 

６． 公民館祭り 
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私たちが感じた公民館の長所は次の通り。 

１． 地域の特別なニーズに焦点を当てている 

２． 公民館と地域の関係が親密である 

３． 公民館・学校・大学の協働が効果的である 

４． 地域と定期的にコミュニケーションをとっている 

５． 公民館活動の中に正規の学校(Formal School)も関わっている 

６． 大学と公民館の連携 

７． 公民館連合会(Kominkan Association)がネットワークのプラットフォームとして機能している 

公民館はとても良い組織だが、新しいテクノロジーが生まれている世の中で、多くの課題に直面している。 

地域の積極的な参加とオーナーシップによって、公民館は全ての人々のために生涯学習の機会を提供して

いるので、発展途上国の CLC 発展にも大きく寄与することができると思う。 

日本ユネスコ協会連盟の支援を受けて Rupandehi 地区と Kapilbastu 地区に CLC が設立されたのに続き、ネ

パール政府も900のCLCを設立した。今後も徐々に数を増やしていき、いずれは一つの地区につき一つの

CLC を設立しようとしている。 

日本の公民館とネパールの CLC は、社会的・経済的・歴史的・地理的状況によって活動内容は異なってい

るように見えるが、基本的な役割や機能は同じである。 

 

質問２：日本の公民館とあなたの国のCLCでの連携やネットワークづくりは、あなたの国のCLC活動を振興する上で

役立つと思うか。もしそう思うならば、どんな連携、ネットワークが有益だと思うか。 

公民館と CLC の間での情報や経験の共有・交換は、ネパールの CLC 発展にとても役立つと思う。 

 

フィリピン 

ノートルダム女性の自立のための開発財団 

事務局長  ミルナ・リム 

 

質問１：あなたが日本の公民館を訪問し、公民館活動を見学した時の印象はどうだったか。公民館の長所はどのよう

な点だと思うか。どういった点で公民館に改善の余地があると思うか。 

観察と論評 

１． 公民館の理論と実施の制度化 

公民館活動は日本国中で生活の一部となってきた。日本政府によって広く実施され、持続可能なものとなっ

ている。公民館は、常に大人に学習機会を与えるために設立・運営されている。公民館によって大きさ・施

設・備品などは様々であるが、どれも、それぞれの地域のニーズに即したつくりになっている。 

２． 中央政府、地方政府からの補助金制度 

公民館の設立・運営にかかる費用を政府が補助することによって、公民館は公民館としての役割を担うことが

できている。政府からの支援が継続的になされるがゆえに、公民館の活動も継続的に行われることが出来て

いる。そして、公民館を持たない地域にも、公民館を設立する意欲をかきたて、日本全国に公民館が広がっ

ているのである。 
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３． 公民館の設備と技術 

公民館には学習するために必要な設備が十分に揃っている。松本市内の公民館には、規模が小さいにも関

わらず、地域の人々が学習する上で十分な設備が整えられていた。特に、岡山県早島町の公民館は、場

所・建物の構造・数の観点から見ても素晴らしい。早島町内だけで多くの公民館が存在していて、どの公民

館も十分な設備の整った、学習機会を提供するにふさわしい建物がある。又、私たちが昔訪れた千葉県内

の公民館は、フィリピンのミンダナオにある一番大きな大学よりも設備が整えられていて、とても印象的だっ

た。 

４． 地域のニーズや文化に即した公民館の多様な目的と活動 

私たちが訪れた公民館はそれぞれの個性を持っていた。それぞれ地域に根ざした形で設立・運営され、地

域の特色がよく現れている。たとえ同じ地域にあったとしても、二つとして同じ活動を行っている公民館は存

在しない。とても驚くべきことだった。 

向上が必要と思われる分野 

１． 公民館の利用者の少なさ 

公民館は施設や備品の面で充実しているが、公民館活動に参加する人々の数はとても限られている。もっと

幅広い年齢層の、多くの人々に参加を促す必要がある。発展途上国から来た者として、サービスを受ける

人々の数が少ないことは資源の無駄遣いに見える。費用対効果ももっと考える必要がある。 

２． 利用者の拡大と新しいテクノロジーの導入の必要性 

高齢者だけではなく、他の年齢層にも焦点をあて、利用者を拡大する必要がある。若い人々の利用がとても

少ないというのが現状であるので、新しいサービスやテクノロジーを提供することによって若い人々に利用を

促し、公民館をもっと活気のあるものにできるかもしれない。そして、公民館の新しいサービスの学習者とし

てだけではなく、講師や専門家として、高齢者の経験や専門性を公民館活動に活かせれば良いと思う。 

３． 公民館の運営・管理 

私たちが訪れた公民館は、よく運営・管理されていたが、地域の人々の参加している光景がよく見えなかっ

た。目に出来たのは、政府に雇用されているであろう専門の管理人の人々であり、そういった方々によって

多くの公民館はよく組織され、管理されている。しかし、地域の人々はサービスを受ける側だけでなく、企画

する側や意思決定の立場でもっと参加を促されるべきである。私たちが公民館を訪れたとき、料理クラスや

裁縫クラスで学んでいる参加者に出会った。私たちは、そのような公民館の企画・実施・管理・評価に積極的

に関わる学習者にインタビューをしたかったが、時間や見学の制限上、実現には至らなかった。 

４． 性別と学校からのドロップアウト 

公民館利用者の多くは女性である。私たちが公民館を訪れたとき男性利用者も何人か見かけたが、女性の

利用者と比べると割合的には低かった。男性に利用を促すような、又、公民館は、老若男女問わず全ての

人々のためにあるということを知らせる必要がある。もう一つの懸念されるセクターは、学校をドロップアウトし

た人々である。これらの人々のための活動も緊急な仕事であり、公民館の義務である。 
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質問２：日本の公民館とあなたの国のCLCでの連携やネットワークづくりは、あなたの国のCLC活動を振興する上で

役立つと思うか。もしそう思うならば、どんな連携、ネットワークが有益だと思うか。 

１． お互い学びあう 

情報を交換することによって、教材や文化が質的に向上され、連帯意識も生まれてくるだろう。初めて公民館

を訪れた時から、公民館と CLC のパートナーシップが築かれるべきだと言ってきた。これは、今や世界中の

地方政府レベルで広がっている姉妹都市のコンセプトに続くものである。テクノロジーやコミュニケーション

の発展に伴って、文化や芸術の交換は容易になされることが出来るし、これらの情報交換は文化的にも豊か

にすることが出来る。 

２． 公民館/CLC 国際会議の支援 

公民館とCLCの関係者が出席する国際会議などを開催すると良いと思う。地域の一般の人々が講演者や発

表者として招待され、官僚の人々が、一般市民の生の声を聞きに参加でできるような場づくりができたら良い

と思う。こういった機会は、一般市民にとって良いことは何かということを決める上で良い機会となるであろうし、

「誰が何を必要とすると誰が決めるのかという論（who needs what as defined by whom theory）」を実践する上

でもとても役に立つと思う。 

３． 公民館と CLC によるスポンサー事業 

公民館や CLC 関係者に勉強会や視察などの機会を与える公民館/CLC 支援プログラムができると良いと思

う。このプログラムに参加する関係者は、公民館/CLC の運営・管理に実際に関わっている人に限る必要が

ある。この支援プログラムは、明確に記された基準のもと設立されるべきであり、今まで他の地方や国外に出

かけて学ぶ機会の無かった関係者を優先させるべきである。 

４． 公民館/CLC ニュースレター 

公民館が主催、CLC を共催みたいな形でニュースレターを発行すると良いと思う。ニュースレターを、公民

館と CLC の情報共有や連帯意識を支援する場とし、又、ACCU LRC ネットワークが、連携やパートナーシ

ップの促進に役立てられるような場として活用できたら良いと思う。 
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E-mail Interview 

Experiences from CLC-Kominkan Exchange Program 

(Non-Japanese Participants) 

 

The following is the interview by e-mails to the participants of the exchange with Kominkan at the conferences and 

study programme organized by UNESCO, NFUAJ and ACCU. 

 
Question1: 

What was your impression when you visited Kominkan and observed their activities?   

What do you think the strength of the Kominkan?  

What points do you think the Kominkan needs improving? 

Question2: 

Do you think exchange/network between Kominkan in Japan and CLC 

in your country will be helpful in promoting the activities of CLC in your country?  

If so, what kind of exchange/network will be useful? 

 
BANGLADESH 
Mr. Tapon Kumar Das 
Program Manager 
EFA Partnership and Institutional Development (EFAPID) Unit 
Campaign for Popular Education (CAMPE) 
 
Question1： What was your impression when you visited Kominkan and observed their activities? 
What do you think the strength of the Kominkan? 
What points do you think the Kominkan needs improving? 

Co-ordination & Communication between Takasaki City University and Community Center and City Council are 

excellent.  ACCU can join with them with full menu of LLL.  It'll further add value to achieve the quality 

learning outcome under the concept of LLL.  Also ACCU can learn by their joint initiative which can be 

communicated to other communities in the country as well as in the member countries.  

Activities related to agricultural development is one of the important activity & farmers can have opportunity to 

develop their learning link to the future need.  Also student can learn from the farmer.  Organic farming is 

important need of the time.  It can improve the longibility of life.  Also they saying that "The community 

develop the University & the University develop the Community. " Which I told in different forum of our 

country. This attitude may share with many other University of the third world country. 

 
Question 2: Do you think exchange/network between Kominkan in Japan and CLC in your country will be helpful 
in promoting the activities of CLC in your country? 
If so, what kind of exchange /network will be useful?  

Answering your second question I can tell you that Network is very important among the LLL providers of the 



country.  I always think that regional network may be formed for sharing, creating equal understand, 

dissemination of ideas etc.  I told it during the expert meeting that ACCU can take lead role to form such kind 

of network where representatives from different networking organization in different countries may be included 

as member.  We're ready to help & participate in any moment. 

 
CAMBODIA 
Ms. Ouse Choup 
Project Advisor 
NFUAJ Cambodia Office 
and  
Ms. Ravie Yoeung 
Senior Project Officer 
NFUAJ Cambodia Office 
 
Question1： What was your impression when you visited Kominkan and observed their activities? 
What do you think the strength of the Kominkan? 
What points do you think the Kominkan needs improving? 

Impressions and Kominkan activities 

During our study visit in Japan, started from 29 May to 11 June 2008, We visited Kominkan Committee that 

provided us a warmly and good hospitality to three countries member of Word Teragoya Movement (Cambodia, 

Laos and India).  We have learnt a lot and really proud of Kominkan activities as following: 

- Good hospitality of Kominkan Committee member  

- The strong management of Kominkan committee that led Kominkan become sustainable  

- Impressed by Kominkan group who can raise fund from community people in supporting Kominkan activities 

by encouraging them. I was also impressed by the motivation of each family to contribute themselves in 

Kominkan activities 

- All activities of Kominkan like Library, Sports, Entertainment look interest and attractive for all people 

- Appreciate of Japanese government provides strong support in Non Formal Education ( Kominkan) sector. 

The strength of Kominkan : community people can use the Kominkan freely to make their life relax and 

enjoyable, which means community people deeply understand about the concept and function of Kominkan 

already and they are satisfied with supporting Kominkan activities. These activities strongly contribute to the 

Kominkan’s 

sustainability. 
 

The point that Kominkan needs to be improved: In our observation, most of the Kominkan Committee members 

are elder people, of course elder people have a lot of experience and strength but youth activities are also 

important. Our suggestion would be to motivate young people and let them participate in Kominkan activities. 

 
Question 2: Do you think exchange/network between Kominkan in Japan and CLC in your country will be helpful 
in promoting the activities of CLC in your country?  
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If so, what kind of exchange /network will be useful?  

Exchange program/network is very useful between Kominkan in Japan and CLCs in Cambodia.  We recognized 

that Japan is the developed country in the world and the living condition is different from that of developing 

countries like Cambodia.  The Kominkan is also different; however, if Kominkan Committee members in Japan 

will be able to visit CLCs in Cambodia and make a presentation "How to encourage people to participate in CLCs 

and how to sustain Kominkan through their resources and long experience? " or give us some suggesntions 

concerning management of CLCs, it will surely be very valuable information for us to improve CLC activities in 

Cambodia. 

 
FIJI 
Mr. Joseph Christopher Veramo 
Director 
Lautoka Campus, University of the South Pacific (UPS) 
 
Question1： What was your impression when you visited Kominkan and observed their activities? 
What do you think the strength of the Kominkan? 
What points do you think the Kominkan needs improving? 

Having come from a University background in the Pacific, I was impressed with how Takasaki University and the 

Kominkan in Kurabuchi worked together in constructive harmony. 

The farmers in Kurabuchi Kominkan already have traditional farming skills which they integrate with their 

cultural and spiritual values to provide sustainable farming. Working with the University helped to blend 

technology with traditions. 

I found that while the University provided excellent technical know-how, their students also learnt a lot from the 

community. 

It is a good example of educational institutions, communities, local municipal goverment and other stakeholders 

working together to develop sustainable farming and harmonious rural living. 

While the project is excellent, I wondered if the Komikan working with the University can consider genetically 

modified seeds in farming as they do not use up as much water or soil nutrients as organic farming.  It will lower 

inputs and increase productivity resulting in a higher return per hectare while still being sustainable. 
 
Question 2: Do you think exchange/network between Kominkan in Japan and CLC in your country will be helpful 
in promoting the activities of CLC in your country?  

If so, what kind of exchange /network will be useful?  

Yes the Kominkan is a huge lesson in the Asia Pacific region because it shows that Universities can work in 

constructive partnership with communities to develop sustainable farming.  Communities have a lot of empirical 

wisdom and traditional knowledge and Universities have a lot of technical knowledge.  By integrating these 

systems, communities can be involved in sustainable farming and harmonious living. 

The Kominkan Model should be used widely in developing countries.  It will immensely help to  improve 

sustainable farming and community living especially in rural areas. 
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It is very good news that the ACCU is the secretariat of the Kominkan since ACCU has developed an 

international reputation for its excellent work in the Asia/Pacific region and beyond. 

 

INDIA 
Mr. B. Karunakara Barulaya 
Project Director 
BIRDS PRIDE Project 
 

Question1： What was your impression when you visited Kominkan and observed their activities? 
What do you think the strength of the Kominkan? 
What points do you think the Kominkan needs improving? 

I really enjoyed visiting CLCs in Matsumoto town.  

As a strength, I saw complete participation of community members in CLC activities in Kanda town, Similarly 

the management committee members shared the responsibility of managing the CLCs by themselves,various 

fund raising efforts are taken up by CLC MC members to mobilise the resources and provide for its sustainability, 

Activities to involve the children in CLC activities in Kanda town of Matsumoto city are some of their strengths. 

I do not see any major areas of improvement.  Still there is need for involving Youth in CLC activities.  

I observed participation of elders to the maximum extent but involvement of youth was very limited  I think this 

area needs to be focused.  

  
Question 2: Do you think exchange/network between Kominkan in Japan and CLC in your country will be helpful 
in promoting the activities of CLC in your country?  
If so, what kind of exchange /network will be useful?  

Learning by seeing and observation is one of the major types.  But considering the geographic locations of CLC 

in India and Japan, I think exposure and exchange visits are difficult, at least exchange of news letters, reports, 

photographs about the CLC in both country will boost the interest of people in our country.  It will be same to 

others also. 

 
INDONESIA 
Mr. Eddie B. Handono 
General-Coordinator 
Studio Driya Media (SDM) 
 
Question1： What was your impression when you visited Kominkan and observed their activities? 
What do you think the strength of the Kominkan? 
What points do you think the Kominkan needs improving? 

Taken from my rough note during visited Yata, and Kominkan of Mabi that: “Yata city' motto:  

We are One Big Family has been adopted by the Kominkan”., and also the addition note: “This can be observed 

through various activities conducted by Kominkan of Mabi which has been designed to encourage citizen’s 

inter-generation learning for instance, among children, youth, and elders facing environmental development issues 

in town”… Thus, our lesson learned from this is that the role and functions of Kominkan -as CLC-remains 
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significance to pursue the dynamic engagement of community participation and good governance towards social 

justice and environmental sustainability. Yet, this issue is now becoming demanded to other developing countries. 

 
Question 2: Do you think exchange/network between Kominkan in Japan and CLC in your country will be helpful 
in promoting the activities of CLC in your country?  
If so, what kind of exchange /network will be useful?  

I believe so.  Especially in the view of CLC as a facilitator of the micro-nonformal shared-learning methodology 

development within and beyond local community needs… Surprises from what colleague asked, when they 

noticed that I have just traveled Japan-rural area, were mostly on “Are the Japan-farmers doing well?  How is 

their farming system?  How government supports agriculture development in Japan?  And so on.  Then this 

can be reflected that the things to share is indeed depends on who are interested to share.  If so, could CLC adopt 

the above peer-to-peer learning needs among the domestic as well as regional As-Pac interest-group? 

 
LAO PDR 
Mr. Lamphoune Luangxay 
Department of Non-Formal Education, Ministry of Education 
 
Question1： What was your impression when you visited Kominkan and observed their activities? 
What do you think the strength of the Kominkan? 
What points do you think the Kominkan needs improving? 

My Impression: 

The most impressive point for me was participation and ownership among the community people to Kominkan. 

Strong points: 

- Budget support including one permanent staff from government and contribution from community people 

- Social and economic background of community people as society as a whole are ready to contribute to social 

development 

Points to be improved: 

n/a 

 

Question 2: Do you think exchange/network between Kominkan in Japan and CLC in your country will be helpful 
in promoting the activities of CLC in your country?  
If so, what kind of exchange /network will be useful?  

I think it is useful for the policy makers and CLCMC to learn how to manage and design CLC activities to meet 

the lifelong learning framework.  However, the differential of social and economic context between Japan and 

my country, this point should be kept in mind when we share such topic. 
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MONGOLIA 
Mr. Batchuluun Yembuu 
Director 
National Centre for Non Formal and Distance Education (NFDE) 
 
Question1： What was your impression when you visited Kominkan and observed their activities? 
What do you think the strength of the Kominkan? 
What points do you think the Kominkan needs improving? 

My impressions and strength of the Kominkan: 

Since 2003, I had a several opportunity to visit and introduced the activities of CLCs of the Asia and Pacific Region.  

From my experience, there exists two different forms of places for lifelong learning system in developed and 

developing countries due to the social development.  It tells the tasks for social development are different between 

the two systems.  For the developing countries such as Maynmar, Philippines, India and Thailand, most activities 

of CLCs are carrying out for the school drop outs or school out of children and youths, adult illiterates and income 

generating programmes and livelihood skills development while for the developed countries, due to above 

mentioned issues less significant for people, lifelong learning centers work on provision of education access for 

adults.  

Japanese Kominkan is one of best form of the lifelong education centre, which serves for all age of population 

from early childhood to the elder citizens.  Kominkan offer a wide variety of classes, hold meetings, allow 

residents to hold meetings, provide physical education and recreation activities, sponsor lectures and exhibitions, 

publish and make available books and other materials, and sponsor other types of activities.  Therefore, the 

Kominkan’s advantages are most accessible, closest, multiple and open learning environment for the community.  

Also, Kominkan has good linkages with the local schools and gives an opportunity for school children to get 

knowledge and skills which cannot acquire through the school subjects.  Once I saw “Tea ceremony” learning at 

the Utsunomiya Kominkan in Japan.  Moreover, Kominkan is good place for adults to acquire a new technology, 

and forwarding a hobby development like to learn dancing, singing and painting etc.  Kominkan becomes an 

environment on supporting of social participation of elderly people and for passing a free time.  Therefore, 

Kominkan is for elders a supportive environment to spend time and enhance their social interactions.  Therefore it 

gives older people a self confidence, new enthusiasm in life and help them to live longer.  In other words one core 

of social education is Kominkan. It is main centre for development on social education.  

Consequently, in points of my view, Kominkan is a best form of the CLCs and its future view of development.   

   My points for improving the Kominkan: 

I’d like to mention the following two points are:  

1. One of my observation during the visiting to Kominkan is most attendances are elderly people. Might be it is a 

feature of Japanese society. However, I think that, as possible as different targets and different age people should be 

involved to Kominkan services: young generations and young adults etc. 
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2. It will be better, if to be expanded the activities for delivering and advocating of Japanese traditional culture 

and language for young generations and foreigners who live/work/study in Japan.  In my case, once I meet the 

girl-new student from Mongolia who was starting to study in Japan and she was involved in Kominikan’s 

Japanese language class taught by volunteer teachers like many others.  She mentioned that this class offers 

lowest fees, committed teachers, opportunity to gather many different people in one place and to learn from each 

other’s cultural background and have respect for each other.  There is possibility to use Kominikan to organize 

programs for foreign workers in Japan and for their families and children.  Particularly it could be program 

designed to promote Japanese traditions and culture among these people and for promoting the education for 

international understanding and education for sustainable development. (however, personally I think number of 

foreign workers in Japan is small).  For example: In Norway, most of the learners in Adult’s learning centers are 

immigrants. 

 

Question 2: Do you think exchange/network between Kominkan in Japan and CLC in your country will be helpful 
in promoting the activities of CLC in your country?  
If so, what kind of exchange /network will be useful? 

One could consider Mongolian Non formal education centers-Gegeerel as earliest versions of Kominikan.  In 

other words, its structure and operations are similar but on shorter scale.  We believe having cooperative work 

between Mongolian NFE centers and Japanese Kominikan has its benefit for Mongolia.  The future network and 

exchange could focused on management and structure of Kominkan, participation of local authority and formal 

schools, linkages between Kominkan and other organizations like medical, legal, agricultural and women’s 

associations and NGOs. In my opinion, we may establish the “model-NFE centres” based on the Kominkan 

experiences of management and functions.     

Currently we have started this kind of work with the Department of Adult and Continuing Education, Education 

School, Tohoku University, Sendai in Japan.  Some postgraduate researchers from the Tohoku University have 

been visited to couple of NFE centres in Mongolia since last year.  Now, they are working on the survey of 

current issues of the non formal education system in Mongolia and NFE facilitators’ working condition (Two 

people from Mongolia are planning to visit Tohoku University in March of 2009).  

Mongolian CLC’s operations are heavily limited to out-of-school children, re-training for primary, secondary and 

upper secondary education on the equivalency programme and literacy training for illiterate adults.  Therefore, it 

is important to initiate programs that are being offered by Kominkan of Japan, such as special programs to serve 

special community interests for elderly, handicapped, women, couples getting married, the blind, and minorities 

which some Kominkan managers serving. 

Exchange/network would be on the followings:  

- To share experiences of activities (different types of forms: video preparation on the Kominkan activities etc) 

- To exchange of personals (Kominkan and NFE centres personalls and decision makers, local authorities, school 

principles etc) 
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- To deliver a good examples of Kominkan activities 

- To organize the joint meetings and trainings 

- To work for lobbying to decision makers   

 
NEPAL 
Mr. T.M.Sakya 
President 
National Resource Centre for Non-formal Education (NRC-NFE) 
 
Question1： What was your impression when you visited Kominkan and observed their activities? 
What do you think the strength of the Kominkan? 
What points do you think the Kominkan needs improving? 

We found Kominkan and CLC have similar objectives but the Japanese Kominkan is rich and it has many 

programs.  Kominkan have been contributing to the community developing in Japan.  It has been strongly 

supported by their municipality government.  They have been promoting activities towards community 

development and improvement of quality of life of the population.  Kominkan has board committee and 

planning committee. Usually the Kominkan has following functions. 

Community based activities voluntary organized by citizens.  

Activities offered by Kominkan. 

Volunteer activities  

Activities on the basis of the community needs  

Publicity works 

Activities offered by Kominkan  

1.  Courses to study environmental issues  

2. Activities for children, youths and aged people  

3. Activities for equality of men and woman  

4. Information technology 

5. Symbiosis in multi-cultures  and tradition 

6. Kominkan Festival  

 

We found the strength of the Kominkan are as follows:  

a)  Focus on specific needs of the community 

b) Close relationship between Kominkan and community.   

c) Effective cooperation with Kominkan, school and university.  

d) Regular communication with community. 

e) Involvement of formal schools in Kominkan activities. 

f) Linkage between University and Kominkan. 

g) Kominkan association as a platform for networking. 
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Kominkan is a good organization but due to new technology it is facing many problems. Since Kominkan with 

active participation and ownership by the community, creating lifelong learning opportunities for all people, 

Komincan could provide help to the CLCs in developing countries.  

Following the CLC in Rupandehi and Kapilbastu district which has been assisted by NFUAJ, the government of 

Nepal established 900 CLCs and eventually it will establish one CLC in each VDC.  

The role and functions of Kominkan in Japan and CLC in Nepal are similar though the activities may look 

different reflecting the variety of social, economic, historical and geographical circumstances.  
 
Question 2: Do you think exchange/network between Kominkan in Japan and CLC in your country will be helpful 
in promoting the activities of CLC in your country?  
If so, what kind of exchange /network will be useful? 

From Kominkan and CLCs exchange information and experiences, Kominkan will get more work and also CLCs 

in Nepal will get help for experts. 

 
PHILLIPINES 
Ms. Myrna B. Lim 
Executive Director 
Notre Dame Foundation for Charitable Activities Inc., 
Women in Enterprise Development (NDFCAI-WED) 
 
Question1： What was your impression when you visited Kominkan and observed their activities? 
What do you think the strength of the Kominkan? 
What points do you think the Kominkan needs improving? 

Observations and Comments: 

1. Institutionalization of the Kominkan concept and practices. 

The Kominkan movement has become a “way of life” for the entire country of Japan. It is widely implemented by 

the Government of Japan and has been made sustainable.  In almost all parts of the country, there is always a 

Kominkan established and operating, to serve the learning needs of the adults’ population.  While they differ in 

terms of size, facilities and fixtures, what is commendable, is they are found in different parts of the country, 

customized to the needs of the communities. 

2. Full Financial Support provided by the National Government and Local Governments. 

The firm belief and resolved on the goals, purposes and benefits of every Kominkan, is further shown by the 

continued support and funding of Kominkan operations in areas where they are established.  These continued 

government support paved the way to continued services and sustainability.  This also encouraged other areas 

without existing Kominkan to also strive to have Kominkan organized in their own respective areas.  

3. The Kominkan’s Facilities, Fixtures and Technologies. 

It has been observed that in the different Kominkan visited, they are fully equipped and provided with facilities 

conducive to learning.  The Kominkan visited in Matsumoto, while small have also facilities to meet the learning 

needs of community.  The ones in Hayashima, are indeed impressive, in terms of locations, building structures 
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and number.  Each learning center in Hayashima has its own building for a learning service.  There are several 

Kominkan in just one town of Hayashima.  The one we visited so many years ago, Kominkan of Chiba, really is 

so imposing and remarkable, better than the facilities of the biggest universities and colleges of Mindanao 

Philippines. 

4. Diversified Kominkan Purposes and Services that are Needs and Culture-based. 

Each Kominkan visited has its own “character and personality”.  Each is differently established, operating with 

different type and nature of services, peculiar to the area being served. No two Kominkan, even located in the 

same area offer the same services.  Truly remarkable and fascinating.     

Areas that Needs Improving: 

1. Limited Number Clientele and Learner Participants. 

The numbers of persons/learners participating in those visited are sparsely limited.  There is need to expand the 

clientele to more individuals not just the adult populations of the area being served by the Kominkan visited.  

With so much to offer in term of facilities, equipments and many more, and with a few number of users as 

participants.  Coming from a Third world country, observing the number of service-takers (probably because of 

sparse population) is a waste of resources. Cost-effectiveness need to be considered. 

2. The Need to Expand Clientele Identification and Integration newTechnologies. 

The need for Kominkan to expand their “horizon” of considering other target beneficiaries other than the senior 

citizen sector of their communities.  The presence of YOUTH groups are missing as a big potential “needers” 

of Kominkan services. Encouraging the youth groups, by offering new services and technologies might just 

make the Kominkan more alive, popular and frequently visited learning center in the community.   Kominkan 

have a rich man-power resource still untapped. The experiences and specialization of the older population can be 

tapped as trainers and specialists not only as “learners”, of added new and expanded services of Kominkan. 

3. Kominkan Management and Control 

While the Kominkan visited are well-managed and excellently operated, the full participation of the communities 

was not very visible.  

Observed are the professional “managers”, probably employed and salaried by the Government, who are 

excellent in managing the Kominkan. Most Kominkan are so well-organized, with fixed organizational structures 

etc., but community participation need to be enhanced and encouraged. Not just as takers of services but more as 

planners and decision makers.  

While we met the learners participating in the learning classes, (cooking learners, weaving learners etc.), the 

undersigned wanted so much to meet and interview learners who actually have an actual hand and active 

participation in Kominkan planning, implementing, controlling and evaluating the affairs of their own Kominkan. 

This missing link probably might not visible in the Kominkan visited, because of the shortness of exposure and 

again time-constraint. 

4. Gender Dimensions and the Scholl Drop-Outs 
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Most of those participating are mostly of the female sector.  While we observed a number of male learners, their 

ratio is quite minimal compared to the female groups.  Their might be a need to do intensive social marketing 

amongst the male population, that Kominkan are for all ages and for all genders. 

Another sector to consider is the school leavers or drop-outs of the communities being served.  The need to 

address the needs of these groups of youth is an urgent task and responsibility. 

 
Question 2: Do you think exchange/network between Kominkan in Japan and CLC in your country will be helpful 
in promoting the activities of CLC in your country?  
If so, what kind of exchange /network will be useful? 

Observations and Comments: 

1. Learning from each Other 

Through exchange of information, materials and culture will be enriching and a source of solidarity.  The 

undersigned have been recommending since the very first visit to a Kominkan, that there should be developed a  

KOMINKAN-CLC” partnerships.  This is following the concept of “sisterhood” cities now prevalent amongst 

different country-based Local Government Units. 

With the advances of technology and communication, exchanges of ones culture, crafts and arts and many more 

can easily be done. These exchanges can be culturally be enriching. 

2. Sponsor a Kominkan-CLC International Conference 

An international conference attended by actual performing members of Kominkan and CLCs can be held where 

ordinary people from communities can be invited to be speakers and presenters, with the officialdom (policy and 

decision makers) as mere participants, to listen to the real voices of the “voiceless” majority will be most 

welcome. These will be an eye-opener to most who are used to deciding on what is good for others or following 

the concept “who needs what as defined by whom” theory. 

3. Visiting Sponsorship Program 

A KOMINKAN-CLC sponsorship program may be set up, of allowing community-based CLC or Kominkan 

members to have a study and work visit.  Those selected must be those who are actually involved in the 

operations and management of the centers.  The sponsorship program must be carefully established with 

defined qualification standards.  Priority should be given to those who never had the opportunity to travel and 

learning. 

4. Kominkan-CLC Newsletter 

A newsletter may be set up with the Kominkan as a lead group and CLCs as contributing members.  The 

newsletter can be the venue for information sharing and advocacy for solidarity amongst the partner CLCs and 

Kominkan.  This can also be a venue for the ACCU LRC Network to have a minor role in the promotion of 

partnership and solidarity movement. 
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１． 公民館の海外発信の重要性 

 

今回の調査研究は，文部科学省の初めての試みであり，公民館の海外発信という着眼点とその 

イニシアティブを歓迎したい。これは，おもにユネスコおよび民間団体で行なわれてきた試みを飛

躍的に発展させるものであり，重要な事業である。たいせつなイニシアティブであるので，今回の調

査研究の経験に積み上げる形で，今後毎年継続していくことが望ましい。 

今回調査研究対象となったインドネシア，タイ，ベトナムについては，なんらかの形のフォローア

ップを考慮するとともに，ＣＬＣを振興している他の国について調査研究対象としていくことも考慮

することが求められる。 

今回の調査研究は，これまでのアジア太平洋諸国をはじめとする国外の教育関係者，開発協力

関係者の日本の公民館への関心に，国として応えるものであり，海外で大きく評価されると思われ

る。同時に，公民館の現場では，その活動が国外で注目され関心をもたれていることがほとんど知

られておらず，そのことを周知する意味で大きな意味をもっている。海外との交流は，現在の公民

館の問題を，外部からの意見を得ることにより多角的に議論できるという利点につながる。    

公民館の海外発信が公民館の活動を活性化することにつながることが期待されることから，その 

意味でも公民館の海外発信は，今後継続・強化されることが望ましい。 

 

２． 海外 CLC との交流 

 

２．１． 相互交流 

これまで行なわれていた海外 CLC 関係者との交流は，海外からの関係者が日本の公民館を視

察するという形が多く，日本の公民館職員の海外 CLC の視察はおそらく全国公民館連合会による

2006，2007 年の 2 度の研修に限られる。今後の交流は，相互的および互恵的なもととなることが

望ましい。 

たとえば，今回インドネシアＣＬＣ関係者が訪問した千葉県，長野県の公民館関係者，文部科学

省，専門家で組織されたグループによるインドネシア訪問を，今回のインドネシアＣＬＣ関係者の訪

問からあまり時間をおかずに行なうことが望ましい。タイ，ベトナムについても，今回の調査のフォロ

ーアップを考慮することが求められる。 

関係団体においては，既存の国内開催の会議・研修機会にあわせて海外から関係者を招へい

し現場の視察や交流の機会を設ける努力を継続することが望ましく，これは，海外で開催される会

議・研修機会への日本の公民館関係者の出席についても同様である。 

 

２．２． 公民館―CLC ネットワークの拡大 

公民館とＣＬＣについては，現場の実務者，研究者，政策決定者を含むさまざまなレベルでの交

流とネットワークが拡大することが望ましい。そのためには，情報交換の仕組みの確立や利用でき

る資源の共有化への糸口を開いていくことが望ましい。 

今回の調査研究の一環として招へいしたインドネシアのＣＬＣ関係者の発言や，交流経験者のイ

ンタビューにもみられる，姉妹都市に例をとった「公民館-ＣＬＣ姉妹館間交流」が民間主導で行な

われるようになれば，より生き生きとした交流が地域に根づくことになり，国内，海外の関係者の励

みになると思われる。このような「姉妹館間交流」の実現に資するような枠組みを関係者のあいだで

作っていくことが望ましい。 

 

２．３． 大学との連携 

国内の公民館の好事例にみられる高等教育・研究機関との連携は，海外のＣＬＣ関係者にとっ

て示唆に富むものとして受け止められている。今後のネットワーク形成については，大学を始めと

する高等教育・研究機関を含めて考えていくことが望ましい。 

また，日本の大学に，海外のＣＬＣやノンフォーマル教育を専攻する学生を留学生として受け入

れるなど，高等教育における人材養成を通じた社会教育・ノンフォーマル教育の振興までを視野
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に入れることが望ましい。 

 

２．４． 公民館―CLC ネットワークの組織化 

公民館と同じく社会教育施設である博物館の分野では，ICOM（国際博物館会議Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ 

Cｏｕｎｃｉｌ of Museums）が，国際的な情報交換機関として，また職業倫理規定の設定や規則の制定

などについて中心的役割を担っている。こういった状況に鑑み，中長期的には，公民館･ＣＬＣの国

際組織や国際的な学会の設立にたいして，全公連はもとより，公民館学会，ACCU，日本ユネスコ

協会連盟などの関連団体が，文部科学省と協力して，日本としてリーダーシップをとることが望まし

い。 

 

２．５． 世界的な教育イニシアティブとの連動 

公民館―ＣＬＣのネットワークは，たとえば国際社会の主要な教育関連のイニシアティブである

「万人のための教育：ＥＦＡ Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ ｆｏｒ Ａｌｌ」や，我が国の提唱によって国際社会に共有さ

れるようになった「国連ＥＳＤの 10 年（ＥＳＤ：Education for Sustainable Development）持続発展教

育・持続可能な開発のための教育」などとの関連を意識しながら行なうことが望ましい。 

 

３． 海外ＣＬＣへの支援 

 

３．１． 情報提供 

公民館についての英語ウェブサイトを作成して，文科省のＨＰにリンクで閲覧できるようになること

が望ましい。英語ウェブサイトには，社会教育法など関連文書の英訳や各種情報の英文資料を掲

載し、今回の調査研究事業の一環として制作した公民館英文パンフレットもここに資料として収め

たい。 

今回制作した英文パンフレットは，国内外の関係者の反応をもとに，今後継続的に改訂版を制

作していくことを検討することが望ましい。 

また，上記ウェブサイトも活用して行なえることに公民館事業の具体的な情報の提供がある。今

回制作した英文パンフレットは公民館紹介のためのものであり，内容的には「入門編」と位置づけら

れる。今後は，CLC 関係者が公民館の事業や活動を理解するため，１）公民館の施設・設備，２）

公民館職員の仕事（事業計画づくり，学級・講座開設の手順，公民館施設の貸出手順・方法，団

体活動支援のあり方，公民館主事の一日の仕事），３）公民館運営審議会の仕事 ４）開発途上国

で注目されている生活改善運動のほか，青年学級，婦人学級等と公民館との関係（地域開発と公

民館というテーマ） などを写真やデータを使って例示・紹介することが望ましい。アニメやビデオと

いった媒体の活用も考えられる。 

 

３．２． 研修 

公民館のファシリテーター・コーディネーターとしてのスタッフの役割を紹介し，その育成方法や

研修方法も紹介することが望ましい。非常に限られた政府予算でＣＬＣ関連事業を実施しなければ

ならない途上国の CLC において，地域内のリソースをどう有効に活用するかは重要な課題であり，

技術面，ロジ面において重要な役割を担うファシリテーターやコーディネーターとしてのスタッフへ

の研修，育成が重要であると思われる。同時に，ＣＬＣを普及，指導していく立場にある中央政府，

あるいは地方政府においても人材養成の必要がある。さまざまなレベルに対応する研修プランに

つながるように，国際協力機構（JICA）や大学などの高等教育・研究機関，あるいはユネスコなどの

国際機関との対話を持続していくことが求められる。 

 

３．３． 自治公民館のノウハウの提供 

 自治公民館は自主運営が基本であり，アジア太平洋地域の CLC 活動と性格や運営に通じるも

のがあると言える。今後は行政が管理・運営する公立公民館ばかりではなく，自治公民館も視野に

入れた CLC へのノウハウの提供，ネットワークづくりが必要である。その際，自治公民館は，そのノ
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ウハウなどの研究がほとんどないため，今後調査研究を進める必要があると思われる。 

 

４． 公民館の活性化 

 

４．１． 公民館の重要性 

公民館は，戦後の復興期から，地域の社会教育施設として，時代の変遷に対応しながら大きな

役割をはたしてきた。公民館の普及における国の役割は大変大きいが，またたく間に公民館が全

国に普及し，地域それぞれの事情のもとで長期間有効に機能してきたことを考えれば，我が国の

国民，すなわち地域住民個々人の主体的な努力やボランティア精神を尊重し，伝統的に教育や

学習を大切にする文化を受け継いできたこと，地域での人のつながりを重視してきたことなどの事

情と深い関係がある。地域のさらなる教育力向上が必要とされている現在，公民館存在の意義と実

績，その潜在力は高く評価されるべきである。 

設置者である市町村は，国や関係団体とともに，公民館の意義や役割についてさらなる啓発活

動を推進することが望ましい。 

 

４．２． 公民館の課題 

一般に，｢公民館｣には，古臭い，堅苦しいなどのイメージがある。若者，壮年者がより親しみやす

いイメージをつくっていく必要がある。また，講座の内容については，「無料だが質（レベル）が低

い」という指摘もある。この点については，民間教育産業との棲み分けが難しいが，有料でも質の高

い技術を習得できる講座や，お金を払っても聞きたいという講師による講座などを実施するなど，ま

ず，若者や壮年層を公民館に集めるために,様々な工夫が必要であり,そのための議論が求められ

ている。 

 また，子どものころから公民館の活動に触れる機会，公民館に行く機会に触れる機会を増すこと

が肝要であろう。学校が公民館を利用したり，地域活動に子どもを巻き込むなど，学校側からも地

域の方からも，公民館の活動と子どもを接点にして活動を展開していくことを意識することが望まし

い。 

 

 

「寺中構想」から 60 年以上を経て，当初公民館に求められていた役割は，時代に応じて変化し，

現在にいたっている。アジアのＣＬＣは，貧困，福祉，医療，保健，生産など，人々の生活要求にト

ータルに取り組む姿勢をもつものが多いが，そのような姿勢は，我が国でも普及当初の公民館にあ

ったものであるともいえる。その後の他の施設との役割分担により，公民館活動はある意味，より限

定されてものになっている。 

今後の公民館の運営や事業形態を検討していくなかで，アジアのＣＬＣのもつ可能性から学ぶこ

とは，公民館の将来を検討していく上で重要な要素となりえる。 

公民館の意義や役割の重要性を踏まえて，また，社会の変化に対して柔軟な姿勢で，公民館の

運営・事業展開方法について抜本的な見直しをすることが，公民館の今後の発展につながる。 

 そのためには，有識者による検討会議や中教審などで議論を積み重ねていく必要があるだろう。 

公民館が住民に最も身近な我が国を代表する社会教育施設として，更なる発展と成長を遂げるこ

とを期待したい。 

 

 
以上の提言は，調査研究委員によるものの他に，海外国内の交流経験者へのメールインタビュー 

から構成した。（委員全員一致の意見のみを取りまとめたものではないことを付記しておく。） 
 




